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要約
現在の電子デバイスは電荷の移動によって情報処理を行っているが、計算量の上昇と高集積化
による発熱問題が無視できなくなっている。発熱の原因は電荷移動と待機に生ずるリーク電流が
挙げられ、電子デバイスの処理速度低下につながる。
電子デバイスの集積化には限界があるため、発熱問題の解決には異なる手法を用いて情報処理
を行う必要がある。電子デバイス集積回路は微細加工技術と成膜技術を利用して作製されており、
この技術革新によって電子の電荷だけでなくスピン自由度の活用も可能にした。スピンは磁気の
源であるため、磁気の力は原理的に発熱を発生しないためにスピントロニクス分野として開拓さ
れている。一方、現状のスピントロニクスでは信号キャリアのエネルギー消費・伝搬効率が不十
分であり、モバイルデバイスへの応用やエネルギー効率の高い情報処理への応用ができていない。
そこで電子スピンの角運動量が伝搬するスピン波が脚光を浴びている。スピン波は磁気モーメン
トの歳差運動が位相差を持って波として伝わり、波として位相と振幅を用いて大量の情報を伝送
できる。また磁性金属だけでなく磁性絶縁体でも使用可能であることから、従来のスピントロニ
クスの課題を解決して既存の電子回路に代わる新たな信号処理システムを構築する原理として期
待されている。スピン波素子の集積化に向けてスイッチング・増幅といった未開発の制御機構が
不可欠であり、本論文では微細加工した人工磁気格子を用いてスピン波スイッチングと増幅機構
の研究を行った。
スピン波を非電荷信号キャリアとして活用するには、スピン波伝搬の高速スイッチングが不可
欠である。そこで周期的な変調磁場を試料に印加するマグノニック結晶を活用して、スピン波が
通過する時間のみ変調磁場を印加させ、ナノ秒でのスイッチングを実現させた。一方、スピン波
には磁気摩擦による減衰という本質的な欠点があるため、多段化すると数段目以降でスピン波信
号が消失してしまいスイッチング機構を活用できない。そのため増幅機構として、直線導波路に
リング型ループ回路を接続したスピン波帰還構造を独自に考案した。スピン波帰還構造は伝搬し
たスピン波をループ回路に流入させ周回させることで波の干渉によって段階的に増幅させること
ができ、スピン波の位相を保持した状態でのスピン波増幅を実現した。以上の研究により以下の
知見を得た。

• 二つの異なる人工変調磁場を生み出すダブル・マグノニック結晶を作製して、ス
ピン波信号パケットに対し強度比で最大 75 %の減衰効果を実現し、ナノ秒での
スピン波スイッチングを実現した。
• 微細化スピン波帰還構造によって、位相最適化により最大 3.4倍の増幅率を実現
し、帰還構造の増幅器としての有用性を示した。
• リング型ループ回路の全長を変えた試料を複数個作製し、スピン波帰還構造の最
適化を行い、周波数・波数・ループ長から最適なスピン波帰還構造を設計する指
針を構築することができた。

以上の研究により、スピン波の高速スイッチングと増幅機構を人工磁気構造によって実現し、ま
た曲線導波路の活用を見出したことで平面上での伝搬方向を自在に変更できることから、集積ス
ピン波素子の基盤的知見を開拓することができた。
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第1章 序論

1.1 研究背景
現在の電子デバイスは電荷の流れを用いるエレクトロニクスが主流である。しかし、計算量の
上昇や処理量の増大によって電荷の移動によるジュール熱が問題になる。
電子デバイスの集積化には限界があるため、発熱問題に対しては新たな手法を用いて情報処理
を行う必要がある。電子デバイスは微細加工や成膜技術を利用して作製されているが、これらの
技術の進歩によって電子の電荷だけでなくスピン自由度の活用も可能にした。そこで電子のもう
1つの運動量であるスピンを用いたデバイスの研究が開拓されており、この分野をスピントロニ
クスと呼ぶ [1]。スピントロニクス分野の中ではエネルギー消費・高速情報処理・伝搬効率・異な
るデバイスへの相互変換などが課題として挙げられており、モバイルデバイスといった情報処理
への応用ができていない。これらの問題を解決すべく、電子スピン波の角運動量が磁性体中を伝
搬するスピン波が注目されている。
スピン波は電荷の移動によるジュール損失が発生しないため、超低消費電力なデバイスが作製
できるとして研究が発展している [2–9]。スピン波は波として位相と振幅の情報を伝搬できるた
め、一度に多くの情報を伝搬できる。また電荷の移動を伴わないことから磁性金属だけでなく磁
性絶縁体でも使用可能であることから、材料の選択肢は多い。例として金属では Py [10], Fe [11]
などがあり、磁性絶縁体ではイットリウム鉄ガーネット (Yittrium iron garnet) [12–14]がある。
スピン波は印加する磁場の方向モードが変わり、後進体積スピン波 (BVMSW) [15–17]、表面ス
ピン波 (MSSW) [11,19]、前進体積スピン波 (FVMSW) [2,20,21]があり、それぞれ異なる分散関係
を持つ。
スピン波は量子力学的な考え方として粒子としてとらえることもできるため、マグノンとも呼
ばれている。スピン波は磁気だけでなく熱、光、電気といった分野の組み合わせも研究されてお
り、例として熱ではスピンゼーベック効果 [22–24]、光ではレーザーを用いた BLS分光測定によ
るボースアインシュタイン効果の観測 [25,26]、電気では電流をスピンの流れに変化させるスピン
ホール効果 [27, 28]とその応用分野は幅広い。
スピン波を非電荷キャリアとして活用するには、スイッチングといった制御が必要になる。ス
ピン波は波による位相と振幅があるため、制御には波の干渉を利用するもの [2]と波束の伝搬制
御 [16]によるものがある。これらの制御構造は人工的な磁気構造を作製することによって実現さ
れている。そのため、次章ではスピン波制御のための人工磁気構造について述べる。

1.2 人工磁気構造によるスピン波制御
スピン波の制御機構として、人工磁気構造を用いた制御がある。前進体積スピン波を用いたΨ
型スピン波論理回路と、後進体積スピン波を用いたマグノントランジスタについて説明する。
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1.2.1 スピン波干渉を利用したΨ論理回路
スピン波の波としての干渉を利用した論理回路として、AND,ORのような論理演算を作成する
ことが研究されており [2, 3]、前進体積スピン波を用いて ψ型回路を作製したものがある [2]。こ
の図 1.1(a)はスピン波の波の干渉を用いて信号を制御することで、多数決ゲートを実現している
干渉計である。
導波路は厚さ 10 µmのイットリウム鉄ガーネット (Yittrium iron garnet: YIG)を用いており、3つ
の入力端子である Input1, Input2, Controlのポート,そして出力端子のOutputで構成されるΨ型で
ある。Outputの端子に対して、Input1, Input2は 45◦で入力され、線幅は 350 µm、Ψ型の全体の長
さは 3 mmとなる。
図 1.1(b)では入力端子から励起されたスピン波の位相に対して、出力端子におけるスピン波の
位相を比較したものである。S1、S2がそれぞれ Input1, Input2からのスピン波を示したものであ
る。Control端子が S3を表しており、S3の位相が θ3 = 0のときAND回路、θ3 = πのときはOR回
路の出力がOuput端子で観測できる。Output端子のスピン波に関して、実線は理論値、プロット
点が実測値を表していて、理論値の結果とほとんど一致していることがわかる。つまり、図 1.1(b)
から、論理演算のAND,OR回路がスピン波の干渉によって実現できていることがわかる。また、
回路の長さをちょうどスピン波の半波長分にすると、NOT回路も作成できるため、理論的にはす
べての演算が可能である。
ψ型論理回路の研究ではスピン波の干渉を利用して論理演算を実現した。波の位相や振幅を細
分化すれば１度に多くの情報を送ることも可能であるため、微細化すれば実用化に期待ができる。
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図 1.1: (a)はYIGを用いたΨ型のスピン波による多数決ゲートを示している。(b)から (e)にかけ
ては、Input1,2からのスピン波に対して、Outputがどのような位相を出力するかを示したもので
ある。S1、S2がそれぞれ Input1, Input2からのスピン波を示したものであり、Control端子のスピ
ン波の位相が θ3 = 0のときAND回路、θ3 = πのときはOR回路の出力がOuput端子で観測できる。
Output端子のスピン波に関して、実線は理論値、プロット点が実測値を表していて、振幅のピー
クが 5 mVである [2]。
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1.2.2 マグノントランジスタ
スピン波の相互作用のみで動作させたマグノントランジスタの研究がある [12,52]。素子構造は
図 1.2で示すように導波路としてYIGを使用し、ソース、ゲート、ドレインとそれぞれスピン波
を励起・検出するためのアンテナがYIG上に配置されている。YIGの厚さは 5.5 µmであり、ソー
スとドレイン間の距離は 8 mmである。ゲート付近のYIGには周期的なエッチング構造が施して
あり、溝の幅は 30 µm、深さ 0.5 µm、溝同士の間隔は 270 µmである。周期は 20周期である。
外部磁場は Hext = 1770 Oeをスピン波の進行方向に対して平行に印加しているため、後進体積
スピン波である。ソースから周波数 f = 7.025 GHzの高周波電圧をアンテナに入力し、高周波磁
場によってスピン波を励起する。
ゲートにスピン波を注入することでスイッチングを実現しているが、それをゲートのマグノン
密度によって表したものを図 1.3に示す。ゲートに周波数 f = 7 GHzの高周波電圧を印加してマ
グノンを励起した。ゲートにスピン波を印加していないときのドレインで検出されるマグノン密
度を 1と正規化する。ゲートにマグノンを励起するとドレイン部分まで通過するスピン波が抑制
されていくことがわかる。

図 1.2: マグノントランジスタ [12]

ゲートのマグノン密度を維持するために、ゲート付近に周期的なエッチング構造を用いている。
これをマグノニック結晶と呼び、同じ周期を持つ空間周波数のみが強く反射されマグノニック結
晶内に留まるという現象を用いている。なのでソースから来たスピン波はゲート付近のスピン波
と衝突することで散乱し、ドレインまで到達せずに遮断される。マグノニック結晶においては次
節で詳しく述べる。
実用化する際には、導波路を T型にしてゲートにスピン波を直接流し、ソースとドレイン部分
も線を延長させて、隣のトランジスタへ信号を送受信する。そのため、スピン波のみで動作可能
なトランジスタ回路が作製できる。またCMOSと同様のサイズでマグノントランジスタ作製すれ
ば、1/100の消費電力に抑えられるという試算もあり、超低消費電力のデバイス素子の実現が期待
できる。

5



図 1.3: ゲート部分にマグノンを印加したことによるドレイン部分のマグノン依存性 [12]。ゲート
部分にマグノンを印加していないときのマグノン密度を 1として正規化している。
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1.3 本研究の目的
これらの人工磁気構造を用いたスピン波制御において、集積化に向けて未開発のスイッチング・
増幅機構の開発が不可欠となる。そこで本研究では以下を目的とした。

• 2つの異なる変調磁場を印加するダブル・マグノニック結晶を使用して、スピン
波の高速スイッチングを実現する。
• 微細化スピン波帰還構造によって、スピン波の増幅機構を開発する。
• スピン波帰還構造にマグノニック結晶を組み合わせ、増幅の制御機構を開発する。

Antenna1 Antenna2

Feedback

Magnonic crystal

Pulse current

a b

External magnetic field

図 1.4: 増幅率の制御可能なスピン波帰還構造。直線の導波路にリング型ループ回路を接続した構
造をしている。励起アンテナからスピン波が伝搬すると、分岐点 βからループ回路に流入し、分
岐部 αまで戻りスピン波が周回する。ループ回路を周回しているスピン波は増幅アンテナによる
スピン波の干渉によって強め合う。周回しているスピン波強度が発振しないように、マグノニッ
ク結晶をループ回路に配置し、増幅率を制御する。

本研究では高速スイッチングを実現するため、変調磁場を印加するマグノニック結晶を使用し
た。これまでの研究では分散型材料に対してスピン波帯域全体を減衰できないことから、2つの
異なる変調磁場を組み合わせてスピン波帯域全体を減衰させようと考えた。
また、増幅機構に関しては図 1.4のようなスピン波帰還構造を作製した。直線部にリング型ルー
プ回路を接続した構造をしており、ループ回路をスピン波が周回することで増幅させる。励起ア
ンテナからスピン波が伝搬すると、分岐点 βからループ回路に流入し、分岐部 αまで戻りスピン
波が周回する。ループ回路を周回しているスピン波は増幅アンテナによるスピン波の干渉によっ
て強め合う。干渉の強め合いによって徐々に増幅するため、強励起による位相情報の崩れは起こ
りにくくなる。しかし、スピン波帰還構造ではスピン波がループ回路を周回し続けると発振して
しまい、制御された信号にならず位相の情報を失ってしまう可能性がある。そこでループ回路に
マグノニック結晶を配置することでスピン波を減衰させ、増幅率を制御する。
以上の研究から、本研究ではスピン波の高速スイッチングと増幅機構の開発を目的とする。
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1.4 本論文の構成
第 2章の理論では、スピンの角運動量の流れであるスピン波の原理を述べる。第 3章では 2つの
異なる周期の変調磁場を印加するダブル・マグノニック結晶を利用して、スピン波の高速スイッチ
ングを実現した研究について述べる。第 4章ではスピン波増幅機構としてスピン波帰還構造を微
細加工により作製し、帰還構造が増幅器として有用であることを示した研究を述べる。また、こ
れらの高速スイッチングと増幅機能の研究を組み合わせ、増幅率を制御可能な自立式スピン波帰
還構造に関する構想を述べる。
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第2章 理論

この章では、磁性体中に存在する電子の内部自由度であるスピンの仕組みから、スピンの歳差
運動を伝達するスピン波 (マグノン)について説明する。現在研究されているスピン波を用いたデ
バイスを紹介する。スピン波デバイスの制御方法として、マグノニック結晶によるスピン波の減
衰制御について述べる。

2.1 スピン
2.1.1 スピンの起源
磁性体による磁場の強さと、磁場の方向を表す磁気モーメント µは電子が原子のまわりを回転
することによる軌道角運動量 Lによって表される [37, 38, 42]。
原子の周りを回転する電子が生ずる磁気モーメント µは

µ = IA (2.1)

となり、Iは回転する電子の流れであり、Aは電子が存在する領域である。電子の流れ Iは単位時
間において軌道の任意の点を通過する電子であるので

I =
qv

2πR
(2.2)

となる。また Aは電子の軌道半径を Rとして πR2で表せるので、磁気モーメント µは

µ =
qvR

2
(2.3)

と表される。よって磁気回転比 γLは軌道角運動量 Lを用いると

γL =
µ

L
=

q
2m

(2.4)

となる。磁気モーメントと軌道角運動量をベクトル量として考えると、電流と電子の移動は反対
方向であるため、磁気モーメント µと軌道角運動量 Lは図 2.1のように反対方向を向く。よって
式は

µ = γLL (2.5)

となり、γL < 0になる。電子の質量と、電荷から |γ/2π| = 1.4 MHz/Oeとなる。
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L+2S L

-m

S

- H

図 2.1: 軌道角運動量とスピン角運動量

ここまでは古典力学的な考え方として、磁気モーメントを算出したが、電子は観測するまで正
確な位置がわからない電子雲になっており、量子的な動きを持っている。電子を量子的に扱うこ
とで導出されたものがスピン角運動量 Sであり、また単にスピンと呼ぶ。スピンの磁気回転比は

γS =
q
m

(2.6)

であり、|γS /2π| = 2.8 MHz/Oeである。スピン磁気モーメント µS は

µS = −g
γS

2
2S = −g q

2m
2S (2.7)

で表すことができ、gはランデの g因子といい、

g =
3
2
+

S (S +1)−L(L+1)
2J(J+1)

(2.8)

で示される [41]。ただし、Jは電子の全角運動量の量子数である。よって全体の磁気モーメントは

µ =mL+mS = −µB(L+2S) (2.9)

となり、µBはボーア磁子と呼ばれ、
µB = g

q
2m

(2.10)

と表される。

2.1.2 スピンの歳差運動
スピン 1つの歳差運動について考える。スピンの歳差運動の式は Landau-Lifshitz-Gilbert(LLG)
方程式と呼ばれ、式 (2.11)で表される [39]。

dMMM
dt
= −γMMM×Heff +αMMM× dMMM

dt
(2.11)

ここで、MMMはスピンを表し、γは磁気回転比、Heffはスピンに働く有効磁界を表している。さら
に αは飽和磁化 Msとギルバート減衰定数Gを用いて α =G/γMsと表すことができる。式 (2.11)
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M×Heff

M × dM/dt

図 2.2: スピンの歳差運動

の右辺第 1項は歳差運動のトルクの大きさであり、第 2項は減衰項を表している。図 2.2にスピン
の歳差運動の概形を示す。
スピンが１列に並んでいるとすると、隣のスピンの磁気モーメントが、交換相互作用によって
影響を受ける。ここで式 (2.11)における有効磁界 Heffは

Heff = Hext+Hin+HD (2.12)

で表すことがきる。ただし、Hextは外部磁場、Hinは交換相互作用による磁場、HDは双極子相互
作用における磁場である。双極子相互作用は、他の磁場と比べて小さいため、無視する。

2.2 スピン波
2.2.1 スピン波の粒子性と波動性
スピンが歳差運動を行うと、隣り合うスピンが相互作用によって位相ずれの歳差運動が発生す
る。この歳差運動が次の隣り合ったスピンにさらに歳差運動が伝達していくと、図 2.3のように
スピンの歳差運動が 1つの波のように伝達していく。これをスピン波と呼ぶ。またスピン波は量
子力学的に扱い、一つの粒子として「マグノン」としても考えることができる。スピン波を 1つ
の波として波数ベクトル kkkは波長 λを用いて以下の式で表すことができる。

kkk =
2π
λ

iii (iiiは単位ベクトル) (2.13)

ここで、スピン間に働く交換エネルギーについて考える [37]。i番目と j番目に働く交換エネル
ギーは

Ee = −2JeSSS iii ·SSS jjj (2.14)
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である。Jeは交換積分、SSS はスピン角運動量である。スカラー積 SSS iii · SSS jjjの大きさは S iS j cosϕ
であり、i番目のスピンに対する j番目のスピンの角度を ϕとすると、式 (2.14)よりエネルギーが
低くなるように ϕは小さくなるため、cosϕ ≈ 1−ϕ2/2と近似することができる。図 2.3より、ϕが
小さいと、スピン波の波長 λは長くなるため、ϕは 1/λに比例する。また、kは 1/λに比例するの
で、ϕは kに比例することになる。
これらをふまえると、交換エネルギーの大きさは

Ee ≈ −2JeS 2
(
1− ϕ

2

2

)
= −2JeS 2+ JeS 2ϕ2 (2.15)

となり、スピン波に関係した第 2項のエネルギーは

Uwave = JeS 2ϕ2 ≈ Dk2 (2.16)

となり、k2に比例する。ここで、比例定数として Dを置いている。ここで、kによるスピン波
のエネルギーと、それに対応する電磁波の振動数ωexは、アインシュタインの関係を用いると

ℏωex = Uwave ≈ Dk2 (2.17)

で与えられる。つまり、ωの振動数の電磁波を与えれば波数 kのスピン波が励起されることで
あり、ωexはスピン波の固有振動数あるいは共鳴周波数と呼ぶ。

2.2.2 スピン波の運動方程式
スピン波の波数 kと周波数ωの関係性として、運動方程式から、波数 kと角周波数ωの関係に
ついて述べていく。
スピン波を LLG方程式に考慮すると、隣り合ったスピンの歳差運動から交換エネルギーによる
交換相互作用が影響するため、式 (2.12)の交換相互作用による磁界 Hexcが作用する。Hexcは

Hexc = Hma2∇2m
M

(2.18)

と置くことができ、よって式 (2.11)は以下のように表される [40]。

dMMM
dt
= −γMMM×H+αMMM× dMMM

dt
−γHma2 MMM×∇2mmm

M
(2.19)

ただし、Hmは分子磁界、aは隣り合ったスピンとの距離、mは図 2.2での xy平面での小振動
を表す。これがスピン波を考慮した LLG方程式である。この運動を表したのが図 2.3である。ス
ピン波は隣のスピンの相互作用によりスピンの歳差運動が波のように伝わっていくことでエネル
ギーが伝達されていく。
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図 2.3: スピン波

2.2.3 静磁モード
スピン波は、双極子相互作用の寄与が大きい静磁モードと、交換相互作用の寄与が大きい交換
モードを有する。静磁モードは外部磁場によるエネルギーの寄与が大きく、交換モードは隣り合っ
たスピン同士の交換相互作用が強く作用し、このモードは分子間距離 aと波数 kによって決定さ
れる。まず、LLG方程式に波動の式を入れるために、1次元の波動方程式を考える。

d2y

dx2 + k2y = 0 (2.20)

式 (2.20)の yを磁気モーメントmmmとして、3次元にすると

∇2mmm+ k2mmm = 0 (2.21)

で表される。これを式 (2.19)に代入する。ただし、簡単のため右辺第三項の減衰項は無視す
る [40]。

dMMM
dt
= −γMMM×H+γHma2 MMM× k2mmm

M
(2.22)

上式の右辺第二項に対して a2k2≪ 1であるとき、双極子相互作用である右辺第一項が支配的にな
ることから静磁モードとなる。一方で a2k2が大きいときは、交換相互作用によるエネルギーが大
きくなるため、外部磁場による第一項のエネルギーは無視される。よって a2k2が大きいときは交
換モードになる。
式 (2.22)に関して、図 2.2での xy平面の小振動の変化を求める。磁気モーメントMをM = e− jωt

とすると、式 (2.22)は次のようになる。

− jωmx = my(ωp+γHma2k2)−γMhy (2.23)

− jωmy = mx(ωp+γHma2k2)+γMhx (2.24)

ただし、ωp = −γHとしている。ここで、ω0 = ωp+γHma2k2とする。
式 (2.24)を行列表示にすると hx

hy

 = 1
ωM

 ω0 iω
−iω ω0

 mx

my

 (2.25)
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となる。これは
mmm = χ̄χχ ·hhh (2.26)

と表すことができる。ただし

χ̄χχ =

 χ −iχa

iχa χ

 (2.27)

χ =
ω0ωM

ω02−ω2 (2.28)

χa =
ωωM

ω02−ω2 (2.29)

としている。それぞれの角周波数は以下のように定義している。

ω = 2π f (2.30)

ω0 = −γHe f f (2.31)

ωM = −γ4πMs (2.32)

f はスピン波の周波数、Msは飽和磁化を示している。
χはテンソル磁化率と呼ばれる。これを比透磁率を用いて表すと

µ̄µµ = (1+ χ̄χχ) =


1+χ −iχa 0
iχa 1+χ 0
0 0 1

 (2.33)

となる。
次に、磁性体に存在するスピンの磁気状態に対するマクスウェル方程式を求める [42]。

∇×hhh = 0 (2.34)

∇ ·bbb = 0 (2.35)

∇× eee = iωbbb (2.36)

ただし磁場は h、磁束密度は b、電荷は eを表しており、それぞれがベクトル量を持っている。磁
性体において磁束密度 bbbは

bbb = µ̄µµ ·hhh (2.37)

と表される。ただし、hhhは磁気ポテンシャルである ψを用いて

hhh = −∇ψ (2.38)

と表される。式 (2.35),(2.37),(2.38)を用いると

∇ · (µ̄µµ · ∇ψ) = 0 (2.39)

となり、さらに変形すると
(1+χ)

[
∂2ψ

∂x2 +
∂2ψ

∂y2

]
+
∂2ψ

∂z2 = 0 (2.40)
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となる。ここで磁気ポテンシャル ψを ψ = eikkk·rrrとおくと

(1+χ)(kx
2+ ky2)+ kz

2 = 0 (2.41)

とおくことができる。z軸に対しての外部磁場の角度を θとおくと

kx
2+ ky2 = k2 sin2 θ (2.42)

kz
2 = k2 cos2 θ (2.43)

になる。よって
χsin2 θ = −1 (2.44)

で表される。式 (2.29)の χから、角周波数ωの式に変形すると式 (2.45)となる。

ω2 = ω0
2+ω0ωM (2.45)

ωがスピン波の角周波数、ωM が外部磁場における成分となるので、式 (2.45)が外部磁場とスピ
ン波の周波数の関係式となる。よって外部磁場とスピン波の周波数の関係式を導出した。しかし、
スピン波はエネルギーである角周波数ωと運動量の波数がある。そこで k式 (2.45)から運動量の
波数 kを追加した関係式を求めていく。ただし、３つの静磁モードによってその関係は異なるた
め、それぞれに関する式を導出していく。

2.2.4 表面スピン波
表面スピン波 (Magnetostatic surface wave:MSSW)は図 2.4に示すように、スピン波の進行方向
に対して z軸方向である面内垂直に外部磁場を印加したときに励起される。表面スピン波に関して
のスピン波の周波数と波数の分散関係を求める [42]。ただし、条件として厚さ dと波数 kが kd≪ 1
とする。

x

z

yk

H

図 2.4: 表面スピン波

このときの磁気ポテンシャルψは、図 2.5のように境界ごとに３つの式に分けられる。まず磁性
膜での磁気ポテンシャルは、厚み方向からの跳ね返り波の重ね合わせにより以下の式で示される。

ψ2 = ψ0 cos(kzz)eiνkxx (2.46)
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ただし、ψ0は任意の振幅である。磁性体の外側での磁気ポテンシャルは z→±∞で消滅するため

ψ1 = Ce−kxy+iνkxx (2.47)

ψ3 = Dekxy+iνkxx (2.48)

となる。ただし、νはスピン波の進行方向の正負を表しており、ν = ±1である。
次は高周波磁場においての境界条件を考える。それは、磁場 hhhと、磁束密度 bbbが連続で無けれ
ばならないことである。まず磁場 hhhは

hhht = −∇tψ (2.49)

と表される。ただし
∇t = xxx

∂

∂x
+yyy

∂

∂y
(2.50)

である。磁場 htは z = ±d/2で連続であるため

−ikkktψ1(z = d/2) = −iktψ2(z = d/2) (2.51)

また
−ikkktψ3(z = −d/2) = −iktψ2(z = −d/2) (2.52)

となる。

kr
kr

図 2.5: 薄膜における境界

図 2.4(a)より、波数 kは x軸と z軸に対してのみ働く。よって式 (2.41)は

(1+χ)(kx
2+ ky2) = 0 (2.53)

で表される。この解を満たすためには (1+χ)= 0である必要がある。もう一つの解としてky2−kx
2 = 0

を持つが、この条件では kyが実数であるときは kxは虚部である必要があり、振動としての条件を
満たさなくなる。表面スピン波における磁性膜での磁気ポテンシャルψ2は以下のように変換する。

ψ2 = [ψ0+eky+ψ0−e−ky]eiνkxx (2.54)
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これらの磁気ポテンシャルから、境界条件は以下のように示される。

Ce−kd/2 = ψ0+ekd/2+ψ0−e−kd/2 (2.55)

De−kd/2 = ψ0+e−kd/2+ψ0−ekd/2 (2.56)

ここで
by = µ0(1+χ)hy (2.57)

が境界で連続であるとすると、もう一つの境界条件として ψ1,ψ2の式から

Ce−kd/2 = νχa[ψ0+ekd/2+ψ0−e−kd/2]− (1+χ)[ψ0+ekd/2−ψ0−e−kd/2] (2.58)

De−kd/2 = νχa[ψ0+ekd/2+ψ0−e−kd/2]+ (1+χ)[ψ0+ekd/2−ψ0−e−kd/2] (2.59)

が求められる。この式 (2.56),(2.59)を行列で表すと(χ+2− νχa)ekd/2 −(χ+ νχa)e−kd/2

−(χ− νχa)e−kd/2 (χ+2+ νχa)ekd/2

 ψ0+

ψ0−

 = 0 (2.60)

となり、その結果として
e−2kd =

(χ+2)2−χ2
a

χ2−χ2
a

(2.61)

で表すことができ、νが無くなるため、伝達方向が逆向きに変わっても、分散関係は変わらない。
χ,χaの式から角周波数と波数の関係を求めると

ω2 = ω0(ω0+ωM)+
ωM

2

4
[1− e−2kd] (2.62)

となる。さらに飽和磁化 Ms、有効磁場 Hを用いて表すと以下のようになる。

ω = γ

√(
H+

4πMs

2

)2

−
(
4πMs

2

)2

e−2kd (2.63)

次に群速度と磁場の関係について述べる。群速度 vgは式 (2.63)から、スピン波の波数と磁場の関
係を vg = dω/dkによって求めることができ、

1
vg
=

4ω
ωM2d

e2kd (2.64)

となる。

表面スピン波の非相反性
表面スピン波は図 2.6のように面内垂直に印加されている外部磁場の正負によって、スピン波
が試料の表面を流れるか基板と試料の間の境界 (界面)を流れるかが決まる。これはフレミング左
手の法則より、外部磁場とスピン波の流れる方向によってスピン波が力を受けることが起因して
いる。また同様にスピン波を励起する動的な高周波磁場が、向きによって異なるシフトをしてる
ことによって起こる [53, 55]。
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Hext

図 2.6: YIG表面とYIG/GGG界面を通るスピン波

表面モードにおける磁気モーメントmの振幅は [55]

m±(ky) = |hksy|2
[

f
γ
± 1

M0
(H2− f 2

γ2 )
]

(2.65)

で表される。ただし、±はスピン波の進行方向の向きと対応しており、hksyがアンテナから励起
された磁場をフーリエ変換したものである。
また飽和磁化 M0が ±の項における分子部分に寄与しているため、飽和磁化が大きいほど非相
反性が起こりにくい。例として Pyは飽和磁化 4πMs = 10-20 kGであるがYIGは飽和磁化 4πMs =

1750 Gであるため、YIGの方が非相反性が強く起こりやすい。しかし、この理論式よりも実験値
の方が非相反性が強いことが明らかになっている [55]。これは励起に使用される高周波磁場によ
る動的な反磁場が非相反に強く作用していると考えられている。反磁場 HHHdは反磁場テンソルを
用いて

HHHd = −4πN̄MMM (2.66)

と表せる。薄膜の xyは無限に広いとみなせることから、反磁場テンソルは

N̄ =


0 0 0
0 0 0
0 0 1

 (2.67)

となる。ここで図 2.7にアンテナ近傍の磁場分布を示す。高周波磁場が印加されていないとき、
磁化は外部磁場と平行となり、MMM = (Ms,0,0)となる。反磁場は式 (2.67)より z軸方向のみ働くの
で HHHd = 0である。アンテナの周りに高周波磁場が発生すると、図 2.7の左図に示すように高周波
磁場 hhhの y成分 hyによって磁化 MMMに +z方向に大きさ Mhyのトルクが印加され、磁化は −z方向
に傾く。磁化はMMM = (Mx,0,Mz)となるため、図 2.7の右図に示すように大きさHd = 4π|Mz|の反磁
場が生じる。z軸方向には高周波磁場の hzも印加されているため、磁化に印加される磁場は反磁
場と高周波磁場の和となる。励起アンテナの左右で高周波磁場の z成分の向きが逆なので、z軸方
向の合計の磁場の大きさが異なる。したがって励起アンテナの左右で磁化に印加される磁場に不
均一が生じて、アンテナの右側と左側へ伝搬するスピン波の振幅に差が生じる。
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図 2.7: 励起アンテナによる磁場分布の違い

2.2.5 後進体積スピン波
後進体積スピン波 (Backward volume magnetostatic wave: BVMSW)は図 2.8より、スピン波の進
行方向に対して垂直に外部磁場を印加したときに励起される。

x

z

yk

H

図 2.8: 後進体積スピン波

3つの領域での磁気ポテンシャルの式は以下のようになる。
ψ1 = Ce−kxy+iνkzz (2.68)

ψ2 = ψ0 sin(kyy)eiνkzz (2.69)

ψ3 = Dekzy+iνkzz (2.70)

図 2.8より、波数 kは y軸と z軸に対してのみ働く。よって式 (2.41)は
(1+χ)(ky2)+ kz

2 = 0 (2.71)

となる。ここで、y=±d/2の境界において連続であるため、境界条件は磁気ポテンシャルの式 (2.70)
から

Ce−kzd/2 = ψ0 sin(kyd/2) (2.72)

De−kzd/2 = ψ0 sin(kyd/2) (2.73)
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となる。また、磁束密度 bbbも y = ±d/2で連続でなければならないため、byは

by = iµ0χahx+µ0(1+χ)hy (2.74)

で表される。ここで、xにのみ寄与している式 (2.74)を消去する。よって境界条件は次式のように
なる。

−kzCe−kzd/2 = ky(1+χ)ψ0 cos(kyd/2) (2.75)

kzDe−kzd/2 = ky(1+χ)ψ0 cos(kyd/2) (2.76)

これらの式 (2.76)と式 (2.76)を組み合わせると

tan(kyd/2) = −(1+χ)ky/kz (2.77)

となる。この式に式 (2.71)から求められる kyを代入すると

tan

 kzd

2
√
−(1+χ)

 = √
−(1+χ) (2.78)

となる。奇数モード n = 1,2,3, · · · は以下の式になる。

tan

 kzd

2
√
−(1+χ)

− (n−1)π
2

 = √
−(1+χ) (2.79)

この式 (2.78)の最も低いモード (n = 1)での角周波数と波数の関係は

ω = γ

√
H

(
H+4πMs

1− e−kd

kd

)
(2.80)

となる。
次に群速度と磁場の関係について述べる。式 (2.80)から、スピン波の波数と磁場の関係を vg =

dω/dkによって求めることができ、その式は
1
vg
=
χχa

ωMd

[
2
χ
+

kd
1+χ

]
(2.81)

となる。

2.2.6 前進体積スピン波
前進体積スピン波 (Forward volume magnetostatic wave: FVMSW)は図 2.9より、スピン波の進
行方向に対して面直に外部磁場を印加した時に励起される。
波数 kkkを

kkk = kkkt + kzzzz (2.82)

とおく。ただし
kkkt = kxxxx+ kyyyy (2.83)
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図 2.9: 前進体積スピン波

である。よって、式 (2.41)を満たす条件は kt
2+kz

2 = 0である。この条件から３つの領域における
磁気ポテンシャルを求めると

ψ1 = Ce−ktz+iνkkkt·rrr (2.84)

ψ2 = ψ0 cos(kzz)eikkkt·rrr (2.85)

ψ3 = Dektz+ikkkt·rrr (2.86)

となる。磁場 hの境界条件は磁気ポテンシャル ψの境界条件と一致しているため、式 (2.86)から

Ce−ktd/2 = ψ0 cos(kzd/2) (2.87)

De−ktd/2 = ψ0 cos(kzd/2) (2.88)

が求められる。また磁束密度 bにおいても z = ±d/2で連続であることから

ktCe−ktd/2 = ψ0kz sin(kzd/2) (2.89)

−ktDe−ktd/2 = −ψ0kz sin(kzd/2) (2.90)

となる。これらの式 (2.88)と式 (2.90)を組み合わせると以下の式が成り立つ。

tan(kzd/2) =
kt

kz
(2.91)

波数 ktと kzは式 (2.41)より
kt

kz
= − 1√

−(1+χ)
(2.92)

となるため、波数 ktを式 (2.91)に代入すると

tan
[
ktd
2

√
−(1+χ)

]
=

1√
−(1+χ)

(2.93)

となる。この式 (2.93)から角周波数と波数の関係を求めると

ω = γ

√
H

[
H+4πMs

(
1− 1− e−kd

kd

)]
(2.94)
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で表される。次に群速度と磁場の関係について述べる。式 (2.94)から、スピン波の波数と磁場の
関係を vg = dω/dkによって求めると以下のようになる。

1
vg
=

χχa

(1+χ)ωMd

[
2
χ
− kd

]
(2.95)

2.2.7 交換モード
スピン波における静磁モードは、kd≪ 1の場合にのみ成り立つ関係であった。しかし、現実の
試料では必ずマイクロ、ナノオーダーの厚みがあり、厚みによる影響も考える必要がある。条件
が kd≫ 1であると、スピン波に対して交換相互作用が強く働く。式 (2.45)に対して、交換相互作
用を考慮すると

ω2
n = (ω0+ωMλexk2

n)(ω0+ωMλexk2
n +ωMFnn) (2.96)

となる。ただし、λexは交換定数と呼ばれる。knは式 (2.97)で表す。

k2
n = k2+ κ2

n (2.97)

ここで、κnは試料の厚さを横切る縦型の波数であり、YIGの幅を tとすると κn = nπ/tで表され、n
次 (n = 1,2,3,…)モードが存在する。Fnnは以下の式で表される [44, 45]。

Fnn = Pnn+ sin2 θ

(
1−Pnn(1− cos2φ)+ωM

Pnn(1−Pnn) sin2φ

(ωH +αωMk2
n)

)
(2.98)

ただし、Pnnは
Pnn =

k2

k2
n
− k4

k4
n

2(1− (−1)ne−kd)
(1+δ0n)kd

(2.99)

としている。δ0nはクロネッカーのデルタと呼ばれる。ここで定義した角度 θと φは図 2.10で表
し、その方向はスピン波の進行方向に対する外部磁場の方向よって決まる。
表面スピン波は θ = 90◦, φ = 90◦より

Fnn = 1−ωM
Pnn(1−Pnn)
ω0+ωMλexk2

n
(2.100)

となる。後進体積スピン波は θ = 0◦, φ = 90◦より

Fnn = 1−Pnn (2.101)

であり、前進体積スピン波は θ = 90◦ φ = 0◦より

Fnn = Pnn (2.102)

となる。式 (2.96)は静磁モードと交換モードの双方の寄与が考慮されていることから静磁交換モー
ドの式となる。
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図 2.10: スピン波の進行方向に対する磁場の角度関係

静磁交換モードの式 (2.96)に対して、表面スピン波の式 (2.100),後進体積スピン波の式 (2.101),
前進体積の式 (2.102)から求めた分散関係を図 2.11に示す。例としてイットリウム鉄ガーネット
(Y3Fe5O12: YIG)のパラメーターである [47]磁気回転比 γ = 17.6 MHz/Oe,外部磁場Hext = 300 Oe、
飽和磁化 4πMs = 1750 Oeとして算出している。静磁モード (Dipole)は波数 k < 107のときに支配
的であり、それより波数 kが大きくなると交換相互作用 (Exchange)が支配的となり、交換モード
では波数に対して周波数が急激に上昇する。また、5×105 ∼ 106 rad/mの範囲では双方のモードが
存在するため、Dipole-exchangeモードと呼ばれる。
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図 2.11: スピン波の分散関係
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第3章 ダブル・マグノニック結晶を用いたス
ピン波スイッチング

3.1 目的
スピン波の制御機構として、人工磁気構造を用いた研究がある。前節で紹介したマグノントラ
ンジスタ [12, 52]や十字型や ψ型 [2]に導波路を作製して論理演算回路を実現した研究などがあ
る。本研究ではトランジスタ機構に必須なスイッチング制御に着目した。
スピン波は波束 (パケット)として伝搬するので、スピン波のスイッチング制御ではスピン波パ
ケットの通過・停止の制御になる。また、スピン波の速度に対応しての制御が必要になるため、ナ
ノ秒での制御が求められる。これらを解決するために、動的マグノニック結晶を利用した研究が
ある。動的マグノニック結晶は、スピン波の波数に対応させた変調磁場を導波路に印加すること
で、ブラッグ共鳴による強い反射作用によってスピン波パケットを通過・停止制御を行うもので
ある。磁場によるON/OFF制御が可能であることから、ナノ秒での制御も実現可能である。
しかし、単一のマグノニック結晶だと、5 MHzの減衰バンドしか作製できず [13]、分散型材料
ではスピン波帯域をカバーできない課題がある。具体的には 6 mmの伝搬に対して 70 MHzの帯
域を持つ。そこで本研究では異なる周期のマグノニック結晶を 2つ並べるダブル・マグノニック
結晶を考案し、スピン波帯域をカバーできる減衰バンドを作製しようと考えた。

Absorption

Time

A
m

pl
itu

de

図 3.1: スピン波スイッチングのイメージ。
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3.1.1 マグノニック結晶
スピン波を情報伝達デバイスとして用いる場合、スピン波伝搬をスイッチングすることはトラ
ンジスタ機構への応用においてもに不可欠な技術である。スイッチング機構として、人工的に格
子状の構造を作製しスピン波伝搬を制御するマグノニック結晶の研究がある。
マグノニック結晶はフォトニック結晶 [29,30]のような、波動が伝搬する媒体にメゾスコピック
構造を人工的に作ることで、自然には存在しない波動媒体を作ることができる。メゾスコピック
構造は導波路上に周期的な溝を円状や線上に配置した構造であり、例としてフォトニック結晶で
は円状の溝を周期的に並べることで狭帯域化を実現できている。
フォトニック結晶を原理と同様に、マグノニック結晶も磁性絶縁体・磁性金属においてスピン
波に対する減衰バンドが作成できる。マグノニック結晶は光を扱うフォトニック結晶と比較して、
周波数に対して波長が短いため、マグノニック結晶を用いたデバイスはより小型化が可能になる。
マグノニック結晶の導波路に円状 [31]や溝 [13,32,33]を導波路にエッチングしてスピン波を減
衰させる方法を静的マグノニック結晶という。静的マグノニック結晶は導波路の基礎物性を変え
てしまうため、スピン波の減衰バンドの帯域が固定されてしまう。一方でスピンの磁化の性質を
利用して、周期的な変調磁場を用いてスピン波を減衰させる方法がある。電流のオン・オフだけ
で制御が可能で、試料の基礎物性が変わらない。さらに、変調磁場を印加するための基板を変え
られるようにパーツ化することで、減衰バンドの帯域を自在に変更できる。

3.1.2 動的マグノニック結晶
マグノニック結晶において、時間的にスピン波の減衰を制御できる構造を動的マグノニック結
晶という [13,14,34–36]。時間的にスピン波の減衰を制御するため、スピン波の磁性の性質を利用
して磁場を用いた制御法があり、磁場の印加をパルス電流のON/OFFで制御することで、動的な
制御を可能にしている。そのため、パターンによって作製されたメアンダ構造を用いて人工的に
周期的な変調磁場を印加する手法が研究されている [14, 16, 34]。
図 3.2(a)では、YIG(膜厚 5 µm)の表面に置かれたメアンダ構造の回路に電流を流すことで変調
磁場を作り出している [14]。図 3.2におけるメアンダ構造の導線は幅 75 µ mであり、隣とは 75 µm
の間隔がある。メアンダ構造の導線の全体の長さは 5.925 mmになる。メアンダ構造の周期は 10
であり、n =20の直線導線がYIGの表面にある。導線とYIGの表面の間は SiO2空間により 100
µmの距離がある。メアンダ構造に流す電流は I = 0～0.75 Aのパルス電圧で、200 nsのパルス幅
で流している。アンテナ間の距離は 7 mmであり、メアンダ構造全体では 5.925 mmの幅がある。
静磁モードは、外部磁場がスピン波の進行方向に対して同じ方向にかけているため、MSBVW
になる。外部磁場の強さは H = 1600 Oeである。ただし、結晶の異方性による磁場 H = 25 Oeを
考慮して H = 1625 Oeの有効磁場としている。後進体積のスピン波の周波数と波数の分散関係式
において、スピン波の周波数ピークは f = 6.55 GHzとなる。
図 3.2(b)は人工磁気格子による変調磁場を示している。電流 I = 0.5 Aをメアンダ構造に印加す
ると変調磁場の振幅は 5 OeとなりYIGの表面に印加される。
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(a)

(b)

図 3.2: (a)マグノニック結晶を用いたスピン波減衰実験の回路構成。外部磁場の強さはHext = 1600
Oeであり、スピン波の進行方向に平行な向きに印加している。 (b)電流 I = 0.5 Aを印加時の変調
磁場の振幅 [14]。

変調磁場を用いたマグノニック結晶に電流 I = 0.5 Aを印加したときのスピン波スペクトルを図
3.3に示す。黒の実線は電流を印加前のスピン波スペクトルを示し、緑の実線が電流を印加したと
きの周波数スペクトルを示す。その結果、周波数 f = 6.51 GHz付近に帯域 ∆ f = 5 MHzの減衰が
発生ししており、点線で示すノイズレベルまでスピン波強度が減衰していることがわかる。単一
のマグノニック結晶ではスピン波帯域∆ f = 150 MHzに対して 3.3 %のスペクトル帯域をカバーし
ている。
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図 3.3: メアンダ構造によるマグノニック結晶を用いたときの、スピン波の周波数特性。メアンダ
構造に流している電流は I = 0.5 Aであり、スピン波の共鳴周波数は f = 6.55 GHzである [14]。
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3.2 理論
3.2.1 周期的な変調磁場による伝送損失
スピン波を減衰制御する方法として周期的な変調磁場を用いる。この減衰の原理は波の性質で
あるブラッグ共鳴散乱を用いている。ブラック共鳴散乱の概要を述べた後、スピン波の磁気モー
メントの式から求められる伝送損失について述べる。

3.2.2 ブラッグ共鳴散乱
動的マグノニック結晶はブラッグ共鳴散乱によって実現している。図 3.4のように、波の進行
方向に対して垂直に格子を置いたとき、入射する波の波長 λに対して格子の間隔が λ/2であった
とき、その波長をもつ波が格子内で反射されて、格子を通過しない現象である。この現象を用い
て動的マグノニック結晶が作られており、スピン波に対して減衰バンドを作ることができる。ブ
ラッグ共鳴散乱の条件として、以下の式を示す。

nλ = 2d (3.1)

nは正の整数、dは格子の幅、λは入射波の波長である。その原理として、図 3.4のような式 (3.1)
を満たす波長で入射波が格子に入ったときを考える。反射波がどの格子からでも同じ位相である
ため、互いに強め合う。そのため、反射波が同じ周波数の入射波を打ち消すことで、ブラッグ共
鳴散乱が起こる [46]。

図 3.4: ブラッグ共鳴散乱の模式図
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3.2.3 変調磁場による伝送損失
スピン波キャリアの周波数の減衰バンドは、メアンダ構造の導線の幅によって決まる。導線の
幅は波数に対応していて

l =
π

2k
(3.2)

となっている。波数とスピン波キャリアの周波数の関係は後進体積スピン波における式 (2.80)で
示されるため、減衰する周波数の値をメアンダ構造の線幅によって任意に決めることができる。
メアンダ構造の１つの導線からの磁場は式 (3.3)となる。[14]。

Hstripe(z) =
∫ 0

−w

∫ s+h

s

∫ d/2

−d/2

−I(x− x′)
5(x− x′)2+ (z− z′)2 dxdx′dz′

=
I(x− x′)(z− z′)

10 ·wlh
·
(
log((z− z′)2+ (x− x′)2)+ ((x− x′)2− (z− z′)2)

×arctan
(

z− z′

x− x′

))]x=0

x=−w

]x′=s+h

x′=s

]z′=+l/2

z′=−l/2

(3.3)

式 (3.3)を簡易化すると、

H′stripe(y) =
I
5

[
arctan

(
y−y′

s

)]y′=+l/2

y′=−l/2
(3.4)

となる。そして、複数の導線による磁場を式 (3.3)によって表すと

HOe(z) =
∑

1≤ j≤2n

(−1) jH′stripe(z− ( j−0.5−n) · l) (3.5)

となる。これを zにおいて微分したものをフーリエ変換すると以下の式で表すことができる。

F(k) = i
4πI
5

e−|ks|

|k| sin
(
kl
2

)
·

n∑
j=1

(−1) j+1 sin((2 j−1)kl) (3.6)

ただし、図 3.5に示す通り、wはYIGの厚さ、sは導線とYIGの距離、hは導線の厚さを示して
いる。

x

y

z

図 3.5: YIGの導波路とメアンダ構造との関係 [14]
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この式 (3.6)の波数をスピン波の波数に対応させることで、スピン波の減衰バンドを算出するこ
とができる。例として、線幅 l = 75 µm、厚さ d = 5 µm、間隔 s = 100 µm、電流 I = 0.5 Aとした
ときの減衰バンドの理論値を計算したものを図 3.6に示す。横軸は波数で表しており、後進体積ス
ピン波の分散関係式 (2.80)から波数に対応する周波数を算出し、周波数に対する減衰バンドを計
算している。縦軸は透過スペクトルを表しており、負の値が大きいほど減衰強度が大きいことを
表している。

図 3.6: 変調磁場による減衰バンド。周期ごとの減衰バンドを表し、横軸は波数と周波数としてい
る。周波数はスピン波の波数から分散関係を用いて計算した。

変調磁場の周期を n = 2, 4, 10でそれぞれの減衰バンドを計算している。それぞれの減衰強度
は最大を-10 dBとして正規化している。減衰強度が最大を示しているのは波数 k = 100 cm−1であ
り、周波数は 6500 MHzである。周期が小さくなると理論的には減衰バンド帯域が大きくなって
いるが、実際には周期が小さくなるとブラッグ共鳴散乱による減衰強度が全体的に小さくなるた
め、減衰バンドの帯域は広がらない。

3.2.4 1次元における表面スピン波の磁気モーメント
前節では、変調磁場によるブラッグ共鳴散乱によって減衰バンドの計算を行った。しかし、変
調磁場をフーリエ変換し、周波数に対する減衰比を算出したものであり、磁化を考慮した直接的
な減衰強度は算出できていない。実際に表面スピン波を変調磁場によって減衰させる場合、変調
磁場によって傾いたスピンと通過するスピン波のトルクによって障壁を起こし、それが周期的に
起こることによってブラッグ共鳴を引き起こしている。そこで、磁気モーメントmに関する式か
ら、理論的な減衰強度を算出する。
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まず、最初にスピン波のみでの磁気モーメントの運動を考える。磁気モーメントmはアンテナ
からの高周波磁場 hsと双極子磁場によって歳差運動を始め、スピン波として進行する。そのとき
の磁気モーメントは [55]

mmm = χ · (hhhs+hhhd) (3.7)

となる。双極子磁場においては波長 (kL < 1.5)が長いため、グリーン関数 Ĝで記述することがで
きる [54]。双極子磁場は以下のように表される。

hhhd(y) =
∫ ∞

−∞
Ĝ(y−y′)mmm(y′)dy′ (3.8)

ここで rはスピン波の進行方向の軸を表している。これらの式 (3.7),(3.8)を組み合わせると

mmm(y) =
∫ ∞

−∞
Ĝexc(y−y′) (3.9)

となる。ここで
Ĝexc(y−y′) = 1

D(k)
ŶF(y−y′) (3.10)

であり、行列 Ŷの要素は

Y11 = −W(k)−1+
χ

(χ2
a−χ2)

Y12 =
iχa

(χ2
a−χ2)

Y21 = −
iχa

(χ2
a−χ2)

Y22 =W(k)+
χ

(χ2
a−χ2)

(3.11)

である。また F(y)は

F(s) =
1

2π
[−2πiexp(−kc|s|)+ exp(−ik∗c |s|)E1(−ik∗c |s|)+ exp(ik∗c |s|)+ exp(ik∗c |s|)E1(ik∗c |s|)] (3.12)

である。ここで ∗は複素共役であり、E(z)は指数積分である。複素数である波数 kcは kc = k+ iνと
していており、k > 0であるときのみ表面スピン波が励起される。これによって分散関係を算出で
きる。

W(k)[W(k)+1]+Re
[
χ+1
χ2

a−χ2

]
= 0 (3.13)

ただしW(k) = [exp(−|k|L)−1]/(|k|L)であり、χ,χaは磁化率 χ̂の対角成分と非対角成分である。
波数 kcの虚数部分 νは表面スピン波における空間のスピン波減衰を定義している。

ν = −[D(k)]−1Im
[
χ+1
χ2

a−χ2

]
(3.14)

D(k) =
d

d(|k|)W(k)[W(k)+1] < 0 (3.15)
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νが負の場合は,式 (3.12)より波の位相 ϕ(y)が大きくなることによって波の振幅が減衰することを
示している。(後進体積スピン波の場合は ν > 0である。)

Spin wave

x

z
y

図 3.7: 表面スピン波での変調磁場による反射・透過

式 (3.12)でのスカラー量 F(s)は位相蓄積であり、一方で式 (3.10), (3.9)での行列のベクトル
1

D(k) Ŷ ·hhhsssは表面スピン波の最初のスピン波の位相を表しており、それゆえ励起磁場の位相に起因
する。アンテナに近い磁場では式 (3.12)の指数関数 E(s)の実部によって比例関係にある。アンテ
ナから遠くなると磁場は消失して、y軸に依存した動的な磁化は式 (3.12)の第一項によって表され
る。これは励起磁場がから双方に向かって伝搬していく遅延の磁場であることを示している。第
一項だけ抜き出すと以下の式になる。

F(s) = −iexp(−i|ks|) (3.16)

これは表面スピン波での位相蓄積Φ(y)が正の傾きになることを意味している。
これらすべての式は表面スピン波における長い波長 (W(k) < −0.5)でのみに成り立つものである。
波長が十分に小さいとき (kd≪ 1)は次に示す近似値を使うことができる。

W(k) ≈ −1+ (|k|L/2)D(k) ≈ L/2 = D (3.17)

さらに ν = 0であることと、χ、χaが実数であれば、分散関係である式 (3.13)より k = 2(χ+1)[L(χ2
a−

χ2)]となる。そのとき Ŝ = ŶDとして、行列 Ŝ の要素を以下に示す。

S 11 = −
2

L(χ2
a−χ2)

S 12 =
2iχa

L(χ2
a−χ2)

S 21 = −
2iχa

L(χ2
a−χ2)

S 22 =
2[(χ+1)2−χ2

a

L(χ2
a−χ2)

(3.18)
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この行列 Ŝ を用いて、磁気モーメントの式 (3.9)を変換すると

mmm(±|y|) = 2πiŜ exp(−i|ky|)hhh±|k|s (3.19)

となる。ここで hhhks = (2π)−1
∫ ∞
∞ hhhs(y)exp(iky)dyとしており、あんてなによる磁場の空間でのフー

リエ変換である。
しかし、この式 (3.19)によると h−|k|sx = h−|k|syとなり表面スピン波の非相反性が生まれないこと
になる。アンテナによる高周波磁場は h−|k|sx = i sign(k)h−|k|syの場合を考慮する必要がある。それ
を踏まえると

hhh±|k|s =
 i sign(y)

1

h|k|sy (3.20)

と変換することができる。最初の位相は行列 Ŝ のベクトル [i sign(y),1]T によって決まる。これら
の式 (3.19), (3.20)によって磁気モーメントmxは次のようになる。

mx(±|y| = 4π
L

h|k|sy
χa− sign(y)
χ2

a−χ2
exp(−i|ky|) (3.21)

この式 (3.21)によって表面スピン波における x軸方向での磁気モーメントの式を算出した。

3.2.5 変調磁場による磁気モーメントの変化
表面スピン波における磁気モーメントの式 (3.21)に変調磁場による磁気モーメントの変化を付
け加える。まずはメアンダ構造の一線分 (半周期)での変化を計算していく [36]。ただし、ここで
も双極子相互作用のみの寄与を考える。
磁気モーメントの式 (3.7)を式 (3.8)を用いて以下のように変換する [36]。

χmx = 4πĜ(y,y′)⊗mx(y)+hs(y) (3.22)

ここで HMC≪ Hextであるとすると上式は
χ(y,ω)−1

4π
= v0(ω)+δv(y,ω)I+O

( I
Hext

)2 (3.23)

となる。ただし
v0(ω) =

χ(y = ±∞,ω)−1

4π
=
ω2

0−ω
2

ω0ωM
(3.24)

となり、また
δv(y,ω) = η(ω)Y(y) (3.25)

である。ただし、Y(y)は変調磁場による変数であり式 (3.4)から

HMC = Y(y)I (3.26)

Y(y) = H′stripe/2I (3.27)

となる。ここで
η(ω) =

1
Hext

[
2ω0

ωM
− v0(ω)

]
(3.28)

33



である。
これらの式を式 (3.22)に代入し、積分すると

−v0(ω)m(y)+
∫ ∞

−∞
Gxx(y,y′)m(y′)dy′ = Iδv(y,ω)m(y)+A′δ(y−y0) (3.29)

となる。A′は励起された波の振幅としている。この式 (3.29)の右辺は独立している。そのため、
m(y)による式に変換すると

mx(y) = I
∫ ∞

−∞
Gexcδv(y,ω)m(y′)dy′+Aexp(−i|ky|) (3.30)

となる。右辺第一項が変調磁場による寄与を示しており、Iはメアンダ構造に流す電流であり、v
は以下の式としている。

3.2.6 変調磁場による透過・反射特性
式 (3.30)は励起された総和であり、磁気モーメントは m(y) = S (y)+ exp(−i|ky|)と表すことがで
きる。拡散磁場 S (y)は積分で表され S (y) = I

∫ ∞
−∞Gexcδv(y,ω)m(y′)dy′である。変調磁場から遠い

領域のとき S (y)の総和は 2つの波に分けられ、S (y) = S +(y)+ r(y)となる。透過する波は S +(y)で
あり、反射する波は r(y)としている。それぞれを式で表すと

S +(y) = i
2I
d

exp(i|k0|y)
∫ w/2

−w/2
δv(y′,ω)dy′, z≫ w/2 (3.31)

r(y) = i
2I
d

exp(−i|k0|y)
∫ w/2

−w/2
δv(y′,ω)exp(2i|k0|y)dy′, z≪ w/2 (3.32)

となる。通過する振幅 S +(y)は Ξ =
∫ w/2
−w/2 δv(y

′,ω)dy′ に対して線形に比例する。反射の振幅は波
数 2k0 に比例する。すなわちブラッグ共鳴による反射が起こることを意味している。また Q =∫ w/2
−w/2 δv(y

′,ω)exp(2i|k0|y)dy′とする。これら Ξ,Qは以下の式で表される。

Ξ =
1

10
η(ω) (3.33)

Q =
1

10
η[1− exp(−2|k0|d)]exp[−2|k0|(l+ s)]/[2|k0|d] (3.34)

ここで k0L≪ 1のとき Qの項である [1− exp(−2|k0|d)]/[2|k0|d]は 1−2|k0|dとすることができる。
一線分の磁場による磁化の式を、周期 nのメアンダ構造に電流を流した変調磁場に変化すると
Ξ,Qの足し合わせとなるので

S +MC(y) = i
2I
L

exp(i|k0|y)
∑

1≤ j≤2n

∫ w/2

−w/2
δv(y− ( j−0.5−n) · l,ω)dy′ (3.35)

rMC(y) = i
2I
L

exp(i|k0|y)
∑

1≤ j≤2n

∫ w/2

−w/2
δv(y− ( j−0.5−n) · l,ω)exp(2i|k0|y)dy′ (3.36)

となる。伝送効率を |T | =
√

12− |r(y)|2として、この式から波数 kに対する伝送効率を計算する。こ
こでメアンダ構造による反射 r(y)MC = 2n× r(y)としている。メアンダ部分の線幅を 75 µm、周期
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n = 10として計算したのが図 3.8である。ただし、外部磁場は Hext = 726 Oe、YIGとメアンダ構
造の間隔は s = 80 µm、周波数は f = 3.85 GHz、メアンダ電流は I = 0.16 A、飽和磁化は 4πMs =

1750 Gとしている。
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図 3.8: 表面スピン波での変調磁場による伝送損失。線幅と間隔が 75 µm、周期が n = 10のメアン
ダ構造を仮定している。

図 3.8に示すように、線幅 75 µmの周期構造での、ブラック共鳴が起こる波数 k = 10000 rad/m
に減衰ディップがある。また損失無しを 1と正規化すると、およそ 80 %のスピン波の減衰が発生
することを示している。
波数 k <10000 rad/mのときに伝送効率 |T |が発散しているのは、定義した周波数 f = 3.85 GHz
と外部磁場 Hext = 726 Oeでは分散関係上存在できない波数の領域になるからである。
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3.3 測定方法
3.3.1 スピン波導波路
試料はイットリウム鉄ガーネット (Y3Fe5O12: YIG)を用いた [47]。YIGはガドリニウムガリウ
ムガーネット (GGG）を基板として、エピタキシャル成長によりできたフェリ磁性絶縁体である。
実験で使用するYIGは図 3.9(b)のような厚さ 5 µm、幅 1.3 mm、長さ 16.3 cmである。
スピン波の導波路を図 3.9(a)に示す。持続時間 ∆t = 10 ns,のマイクロ波パルスを銅パターンで
形成された Input Antennaに入力する。アンテナの線幅は 75 µmであり、マイクロ波パルスによっ
てアンテナ付近に高周波磁場が発生することでスピン波が励起される。YIGを伝搬したスピン波
は誘導起電力によってOutput Antennaで検出される。アンテナ間にMeanderを配置して変調磁場
をYIGの表面に印加している。外部磁場Hextはスピン波の進行方向に対して面内垂直にスピン波
を励起させた。

 1.3 mm

16.3 mm

YIG

GGG

YIG
5.1 mm

(a) (b)

YIG

w2 w1

Meander Output antennaInput antenna

x

z

y

Hext

図 3.9: (a)スピン波導波路の回路基板。導波路であるYIGの下に変調磁場を印加するためのダブ
ル・マグノニック結晶を配置し、両端に励起アンテナ・検出アンテナを配置している。 (b)導波路
の層構造と寸法。

3.3.2 励起・検出用アンテナ特性
アンテナ (Input Anttena, Output Anttena)は銅で出来ており、図 3.10(a)より L1は 952 µm、YIG
に接している部分のアンテナの幅は L2 = 50 µmである。厚さは 50 µmであり、基板は FR4で 0.5
mmの厚みで構成されている。それぞれのインピーダンスは L1 : 39 Ω、L2 : 130 Ωである。アン
テナはYIG側の基板の表面側に接触させている。
図 3.10(b)にアンテナの周波数における透過特性のグラフを示す。周波数の増加により徐々に減
衰が大きくなり、6 GHzあたりでは-3 dB、9 GHzで-3.5 dBの減衰率になっている。よって、6 GHz
以上の帯域では信号が大きく減衰してしまうため、6 GHz以下を目安に実験を行った。

36



6 GHz

9 GHz

Antenna(a) (b)

Frequency [GHz]

Tr
an

sm
is

si
on

 lo
ss

 [d
B

]

図 3.10: アンテナの周波数における透過特性

3.3.3 実験セットアップ
回路構成は図 3.11に示す。パルスジェネレータ (10070A)を用いて RFパルス電圧 V = 0∼7.5 V
を図 3.9の Input Antennaに入力し高周波磁場を発生させて、スピン波を励起する。YIGを通過し
たスピン波は、磁化の歳差運動を誘導起電力としてOutput Antennaから検出し、サンプリングオ
シロスコープで観測している。
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図 3.11: スピン波の測定回路

3.3.4 マイクロ波パルスによるスピン波励起
パルスジェネレーター (10070A)から図 3.12(a)のような幅 10 nsのパルス電圧を Input Antenna
に入力することで、パルス電圧の急激な立ち上がりと立下りによって誘導磁場が Input Anttenaの
上にあるYIGに発生する。スピン波は誘導磁場に含まれる周波数で励起される。誘導磁場に含ま
れる周波数は、パルス電圧をフーリエ変換することにより求められる。
パルス電圧をフーリエ変換すると、図 3.12の周波数スペクトルから、本研究で使用するYIGで
のスピン波の帯域 1∼6 GHzの周波数成分が含まれているので、スピン波を励起することができる。
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(a)

(b)

図 3.12: (a)幅 10 ns、振幅 1.0 Vのパルス波 (b)パルス波のフーリエ変換結果

3.3.5 サンプリングオシロスコープによるスピン波の検出
スピン波の導波路である図 3.9のOutput Anntenaからスピン波の誘導起電力を検出し、サンプ
リングオシロスコープ (DCA 86100A)で実時間波形の測定を行った。
サンプリングオシロスコープの測定の仕組みとして、図 3.13を示す。サンプリングオシロスコー
プにより取り込まれた入力信号は 1回目、2回目、3回目 ·と複数回サンプリングを行い、1回ご
とにサンプリングの位置を少しずらすことで波形を測定している。この原理を使用すると、1回
の測定で波全体のサンプリングを行うよりも時間分解能を高くして測定することができる。しか
し、複数回のサンプリングで時間軸を正確に合わせるため、高い精度で同期を取る必要がある。
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図 3.13: サンプリングオシロスコープの仕組み
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図 3.14に実際に使用した器具を示す。

Pulse generator
(Picosecond Pulse Labs,
10070A)

Sampling oscilloscope
(Agilent, DCA-J 86100C)

Bipolar DC sourse
(PAN35-5A)

Electromagnet

YIG wave 

Pulse pattern generator
(Agilent,81110A)

図 3.14: 測定に使用した器具
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3.4 メアンダ構造によるダブル・マグノニック結晶
変調磁場をスピン波の導波路に印加するため、銅パターンによってメアンダ構造を作製した。
図 3.15にメアンダ構造の基板を示す。線幅の違う 2つのメアンダ構造によって、周期の違う変調
磁場を 2つ組み合わせており、ダブル・マグノニック結晶と呼んでいる。メアンダ構造の導線は
銅でできていて、厚さは 50 µm、基板は厚さ 1 mmの FR-4を使用した。

m1 m2
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-10

0

10

14121086420
Distance [mm]

H
to

t [
O

e]

YIG

図 3.15: (a)ダブル・マグノニック結晶。線幅はそれぞれ w1 = 75 µmと w2 = 150 µmの周期は両方
とも n = 12である。(b)ダブル・マグノニック結晶による変調磁場

図 3.15では、線幅が 75 µmと 150 µmのメアンダ構造を示している。メアンダ構造の線幅の組
み合わせと周期 nについて、表 3.1にそれぞれ示す。線幅と線同士の間隔は同じにしてある。

表 3.1: メアンダ構造の寸法

メアンダ構造 線幅 w 間隔 g 周期 n
m1 75 µm 75 µm 12
m2 150 µm 150 µm 12

メアンダ構造を用いたダブル・マグノニック結晶は、隣同士の電流の向きが反対であることに
よって周期的な変調磁場をYIG表面に発生させる。ダブル・マグノニック結晶にメアンダ電流 I
= 0.6 Aを流したときの変調磁場を図 3.15に示す。ただし、変調磁場の振幅を算出するため、式
(3.4)を用いた。

YIGの表面に印加される変調磁場は、メアンダ m1が Hm1 = 4.12 Oeであり、メアンダ m2が
Hm2 = 8.86 Oeであった。表面スピン波の非相反性によってスピン波がYIGの表面側に伝搬する
方向に外部磁場を印加する。
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メアンダ構造の線幅によるばらつき
メアンダ構造において線幅のばらつきがあることが考えられるため、20倍レンズの顕微鏡をも
ちいてばらつきの程度を調べた。その拡大図を図 3.16に示す。図 3.16(a)の線幅 75 µmでは、線
幅の両端に 1∼3 µmほどのばらつきがあり、さらに線幅の中においても、右側の線において凹み
が生じている。図 3.16(b)の線幅 90 µmにおいては線幅の両端に 1 ∼ 3 µmほどのばらつきがある。
しかし、線幅に対して十分ばらつきが小さく無視できる誤差であるため、変調磁場における影響
はないとした。

m m

50 mm50 mm

図 3.16: メアンダ構造によるダブル・マグノニック結晶 (75 µm - 90 µm)の拡大図

メアンダ構造に流すパルス電流
メアンダ構造に直流電流を印加すると電流密度が大きくなりジュール熱が上昇し、熱によって
飽和磁化が下がりスピン波が低周波側にシフトしてしまう。そのため、スピン波がメアンダ構造
を通過する時間のみ電流を印加し、熱による影響を無くした。メアンダ構造に流すパルス電流は、
パルスパターンジェネレータ (Agilent, 81110A)によって印加した。
スピン波が励起アンテナから検出アンテナへ到達する時間は外部磁場によって変化するが、お
よそ t = 200∼400 nsの間である。図 3.17のように、高周波パルスがアンテナに入力したと同時に
パルス電流を持続時間∆t = 1000 nsでメアンダ構造に印加した。励起パルスの周期は 10 µsである
ために図 3.18のようなパルス電流が印加され、Duty比は 1:10となる。
熱による影響を確認するため、外部磁場 Hext = 682 Oeを印加してパルス電圧 V = 5.3 Vでスピ
ン波を励起し、メアンダ電流 I = 0.16 Aのときのパルス幅依存性∆t = 1, 5, 9 µsを測定した。その
結果を図 3.19に示す。メアンダ電流のパルス幅が∆t = 1 µsのときはピーク周波数 fpeak = 3.76 GHz
であり、電流を流さないときのピークと変化していない。しかし、メアンダ電流のパルス幅が ∆t
= 5 µm, 9µmのときはピーク周波数 fpeak = 3.75 GHzとなっておりスピン波が低周波側にシフトし
ていることがわかる。熱による低周波シフトは飽和磁化による以下の式で表すことができる。

Ms(T ) = Ms,298K−η(T −298) (3.37)
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図 3.17: スピン波とメアンダ電流による変調磁場の関係

ただし、Ms,298Kは 298 Kにおける飽和磁化であり、定数 η = 313 A/(m· K)である。飽和磁化
Ms,298K = 139.5 A/m、波数 k = 15000 rad/m、外部磁場Hext = 682 Oeを式 (2.63)に代入して周波数
を算出し、飽和磁化の変化による周波数のシフトを調べた。実験では 10 MHzの低周波シフトに
対応する飽和磁化の変化は式 (3.37)より η(T −298) = 0.9であった。これによりメアンダ電流によ
る温度上昇は 2.8 C◦であった。しかし、温度が上昇するのはメアンダの部分だけであることを考
慮すると、より高い温度になっていた可能性も考えれられる。これらの結果から、パルス幅が 5
µm以上になると熱による 10∼15 MHzの低周波シフトが起こることが明らかとなった。
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図 3.18: 励起パルスとメアンダ電流の周期
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図 3.19: メアンダ電流のパルス幅依存性。外部磁場は Hext = 682 Oeであり、パルス電圧は 5.3 V、
持続時間 10 nsでスピン波を励起している。
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3.5 実時間領域における表面スピン波の検出
測定系は図 3.9(a)の回路基板を用いる。試料は図 3.9(b)で示した厚さ 5.1 µm、長さ 18 mm、幅

1.3 mmのYIGを用いて測定を行う。図 3.11の回路で、パルス電圧 V = 2.5 V、持続時間 ∆t = 10
nsでスピン波を励起させ、サンプリングオシロスコープでスピン波の誘導起電力を測定した。外
部磁場の向きをスピン波の進行方向に対して面内垂直 (±y軸方向)に印加した。アンテナ間距離は
15.5 mmである。
外部磁場 Hext = 59 ∼ 726 Oeまでの、スピン波実時間波形を図 3.20に示す。
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図 3.20: 表面スピン波におけるスピン波の実時間領域における測定

実時間波形におけるスピン波パケットの最大振幅を矢印で示した。外部磁場 Hext = 59 Oeのと
きはスピン波パケットの到達時間 t = 99 nsであるが、外部磁場 Hext = 726 Oeのときは t = 350 ns
となり、外部磁場が大きくなると群速度が遅れている。
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表面スピン波の分散関係
表面スピン波の外部磁場に対する周波数特性を調べるため、実時間波形をフーリエ変換して周
波数スペクトルを求めた。図 3.21において外部磁場Hext = 59∼726 Oeに対しての周波数スペクト
ルを示した。
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図 3.21: 表面スピン波のフーリエ変換

外部磁場 Hext = 59 Oeのときに最大ピークの周波数は 0.97 GHzであるが、外部磁場 Hext = 726
Oeのとき最大ピークの周波数は 3.85 GHzであることから、外部磁場が強くなるにつれて周波数
が高くなっており、また周波数強度が減少している。周波数強度が減少するのは、外部磁場が小
さいときだとスピンの歳差角が大きいため、磁化の歳差運動によって検出される誘導起電力が大
きくなることが挙げられる。
外部磁場Hext = 0∼1000 Oeの範囲で、外部磁場ごとの周波数ピーク fpeakを算出した。それをプ
ロットして周波数ー磁場の関係に表したものを図 3.22に示す。表面スピン波は外部磁場の向きに
よってスピン波が表面付近に流れるか界面付近に流れるか決まる。実験データに対して、表面ス
ピン波の分散関係である式 (2.63)によるフィッティングを行うと完全な一致を示しており、表面ス
ピン波であることが分かる。表面側を流れるときの波数は kp = 5500±320 rad/mであり、界面側を
流れるときの波数は kp = 5000±450 rad/mであった。飽和磁化 4πMs = 1750 Gであり、YIGを用
いた先行研究 [14]とほとんど一致している。
検出アンテナはYIGの表面側に配置しているため、表面に流れるスピン波の方が誘導起電力が
大きくなる。スピン波が表面を流れる場合は、図 3.11での−x方向に外部磁場を印加しており、観
測できたスペクトルはおよそ外部磁場 Hext = 800 Oeまでであった。界面を流れる場合は +x軸方
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向に外部磁場を印加しており、およそ外部磁場Hext = 600 Oeまでしか観測できなかった。そのた
め、表面スピン波の非相反性が明確に観測できた。
非相反性における表面を流れるスピン波と界面を流れるスピン波の振幅比を τnとし、以下の式
で定義する [55]。

τn =
As

Ai
(3.38)

ただし、表面を流れるときの振幅をAs、界面を流れるときの振幅をAiとした。外部磁場はHext =

225 Oeを印加した。振幅比は励起電圧に比例しないことから、励起パルス電圧V = 0.47 V, 2.3 V,
5.3 Vで測定してそれぞれの振幅比 τnを求めて平均値を求めた。それを図 3.23に示す。振幅比は
τn = 0.082∼0.203までの範囲になった。それぞれの振幅比から平均値は τn = 0.146±0.064となった。

49



Magnetic field [Oe]

5

4

3

2

1

5000-500

F
re

qu
en

cy
 [G

H
z]

YIG

GGG

SW

SW

kp = 5500
kn = 5000
Surface
Interface

図 3.22: 表面スピン波における磁場と周波数の分散関係
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図 3.23: 表面スピン波の振幅比。励起パルス電圧は 0.46 V, 2.3 V, 5.3 Vであり、外部磁場は Hext =

225 Oeを印加した。
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スピン波の実時間波形から、群速度の理論値とのフィッティングを行った結果を図 3.24に示す。
群速度はスピン波パケットの最大振幅での到達時間から、アンテナ間距離 15.5 mmによって算出
した。外部磁場Hext = 59 Oeを印加したときはパケットの到達時間 t = 99 nsより群速度は vg = 16.1
×104 m/sである。外部磁場が大きくなると、Hext = 726 Oeではパケットの到達時間 t = 350 nsよ
り群速度は vg = 4.4 ×104 m/sとなった。
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図 3.24: 表面スピン波における群速度と外部磁場の関係

フィッティングは式 (2.63)から群速度 vg = ∂ω/∂kを求めて行うと実験値と一致していることが
図 3.24より明らかであり、周波数と外部磁場の分散関係からも同様に表面スピン波であることが
わかった。
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3.6 ダブル・マグノニック結晶によるスピン波スイッチング
これらの外部磁場範囲の中で、ダブル・マグノニック結晶によるスピン波スイッチングの実験
に用いたスピン波パケットについて、オシロスコープによって測定した実時間波形を図 3.25に示
す。外部磁場は Hext = 955 Oeを印加した。
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図 3.25: 外部磁場 Hext = 955 Oeでのスピン波の実時間波形

持続時間 10 nsの高速パルスによってスピン波励起を行っているため、パルスの立ち上がりと立
下りで 2つのパケットが励起されている。Primary packetが到達時間 265 nsで、Secondary packet
が到達時間 275 nsであった。この実時間波形をフーリエ変換し、周波数解析を行った。その結果
を図 3.26に示す。
周波数 4.57 GHzにピークが存在し、またスピン波帯域は 4.53 < f < 4.6 GHz (∆ f = 70 MHz)で
あった。そのため、スピン波帯域全体をカバーするには 70 MHz以上の広帯域な減衰バンドが必
要になる。
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図 3.26: 外部磁場 Hext = 955 Oeでのスピン波のパワースペクトル
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3.6.1 ダブル・マグノニック結晶による減衰バンド
図 3.15の変調磁場を用いて、どの周波数帯におけるスピン波の減衰バンドを作るかを確認する
ため、変調磁場 HMCの式 (3.6)を波数 kに対してフーリエ変換する。計算結果として、ブラッグ
散乱によって減衰される波数 kが最大ピークとして算出される。メアンダm1ではブラッグ共鳴
が起こる波数は k = 10000 rad/mであり、同じくメアンダ部分w2では k = 6000 rad/mである。
表面スピン波の分散関係である式 (2.63)から波数 kに対応する周波数を算出して、スピン波の
周波数における減衰バンドを求める。例として外部磁場 Hext = 955 Oeを印加したとき、ダブル・
マグノニック結晶によるスピン波の減衰バンド F( f )を図 3.27に示す。
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図 3.27: ダブル・マグノニック結晶 (w1 = 75 µm, w2 = 150 µm)での変調磁場による伝送損失。外
部磁場 Hext = 955 Oeを印加した場合。

ダブル・マグノニック結晶において、m1をメアンダ構造の線幅 75 µmによるスピン波の減衰
バンド、m2を線幅 150 µmによるスピン波の減衰バンドを示しており、それぞれ赤の点線と青の
点線で示している。また、黒の実線はメアンダm1, m2による減衰バンドを足し合わせたもので
ある。
メアンダm1では、赤の網掛け部分である 4.58 GHzを中心として-20 dBの減衰を示している。
同様にメアンダm2では、青の網掛け部分である 4.54 GHzを中心として-20 dBの減衰を示してい
る。また、メアンダm1, m2挟まれた帯域 4.55 < ∆ f < 4.57 GHzと、メアンダm2より低周波帯域
4.51 < ∆ f < 4.54 GHzでは-8 dB, -6 dBの減衰を示している。しかし、縦軸の最大ピークの強度は
スピン波の振幅に対して直接対応しておらず、あくまでも強度比としての意味を持つ。そのため、
最大ピークを-20 dBと任意に設定することでスピン波の減衰ディップの大きさを表している。
これらの理論計算から、ダブル・マグノニック結晶によって 4.52 < ∆ f < 4.6 GHz (80 MHz)の
帯域を減衰できることが分かった。この結果、外部磁場 Hext = 955 Oeにおけるスピン波帯域 70
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MHzをカバーできていることがわかった。これを踏まえ、実際にマグノニック結晶にパルス電流
を印加し、スピン波スイッチングの実験を行った。

3.6.2 実時間波形でのスピン波スイッチングの観測
外部磁場 Hext = 955 Oeを印加したときのスピン波の実時間波形において、パケットの時間幅
に対しての帯域を調べるために時間周波数解析であるWavelet変換を行った。用いた式を以下に
示す。

w =

∫ in f

−in f
dx

1
√
|δt|

ψ
( x− t
∆t

)
VS W(x) (3.39)

ここでψはWaveletのGabor関数と呼び [56,57]、スペクトルの強度を絶対値をW = |w|2として、
時間 tの周辺 ∼ 1/∆tごとに算出している。VS W はスピン波の誘導起電力による振幅である。この
式 (3.39)によって計算したものを図 3.29(a)に示す。
しかし、連続的な時間分割ごとにフーリエ変換を行うと測定点が不足し周波数成分が失われる
ため、図 3.28のようにオーバーラップを行った。時間分割間隔は ∆t = 20 nsであり 138点のデー
タ点でフーリエ変換を行ったため、サンプリング周波数は 82 GHzである。次の時間分割の領域
には 1.45 ns(119点分)ずらしてフーリエ変換を行った。
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図 3.28: Wavelet変換によるフーリエ変換の原理。時間の領域を分割することで、時間軸に対する
周波数スペクトルを解析できる。
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図 3.29: ダブル・マグノニック結晶を用いたスピン波スイッチング。 (a)メアンダ電流 IDMC = 0の
ときのスピン波パケットをWavelet変換した結果。 (b)メアンダ電流 IDMC = 0.66 Aのときのスピ
ン波パケットのWavelet変換をした結果。
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スピン波パケットは 258 < t < 282 nsに存在しており、パルスの立ち上がり・立下りでそれぞれ
Primary, Secondaryのパケットが観測された。スピン波強度は到達時間 t = 265 nsに最も強く表れ
ており、帯域はおよそ 4.53 < f < 4.6 GHz (∆ f = 70 MHz)であり、ダブル・マグノニック結晶によ
る減衰バンド 4.52 < f < 4.56 GHz(80 MHz)がカバーしていることがわかる。
ダブル・マグノニック結晶にパルス電流 IDMC = 0.66 Aを印加した。パルス電流の持続時間は

td = 300 ns、周期は 10 µsであり、Duty比は 0.03としている。パルス電流を印加したときのスピ
ン波パケットを図 3.29(b)に示す。スピン波パケットの Primary packetと Secondary packetの両方
が明確に消失した。Wavelet変換における周波数強度においても、スピン波に対応する帯域である
4.53 < f < 4.6 GHz (∆ f = 70 MHz)の強度がノイズレベルまで減少した。
減衰効果を周波数スペクトルで解析するために、実時間波形に対してフーリエ変換を行った。
それを図 3.30に示す。これを比較するためにスペクトル強度 Pを次式のように定義した。

P =
∫ 4.60GHz

4.52GHz

∫ 282ns

258ns
W(t, f )dtd f (3.40)

図 3.30: ダブル・マグノニック結晶を用いたスピン波スイッチングにおけるフーリエ変換解析。

メアンダ電流 (I = 0.66 A)を印加したとき、ピーク周波数 f = 4.59 GHzでは 95 %の減衰が起
こった。また式 (3.40)より信号対雑音比 (SNR=20log[PIDMC=off/PIDMC=on])で計算するとスペクト
ル強度比では 75 % (12 dB)の減衰が見られ、スピン波帯域全体が減衰していることが確認できた。
これらの結果から、2つの異なる変調磁場を印加するダブル・マグノニック結晶によってスピ
ン波帯域全体を減衰することができ、明確なスピン波パケットの消失を確認した。よってスピン
波スイッチングを観測することができた。
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3.6.3 メアンダ電流依存性
ダブル・マグノニック結晶に印加する電流における熱の影響を解析するため、ダブル・マグノ
ニック結晶に印加する電流 IDMCとDuty比によるスピン波の減衰率依存性を測定した。図 3.31で
は、パルス電流 IDMCに対するSNRの依存性を示している。スピン波パケットのON/OFFのスイッ
チング実験では、それぞれのパルス電流に対して 10回の測定を行い、エラーバーを付けた。
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Duty 0.03 (td = 300 ns)
Duty 0.04 (td = 400 ns)
Duty 0.05 (td = 500 ns)
Duty 0.06 (td = 600 ns)

図 3.31: メアンダ電流 IDMCによる SNR依存性。Duty比が 0.03のときの SNRの最大はメアンダ
電流が 0.66 Aのときである。

Duty比が 0.03のときの SNRを実線で示している。パルス電流 IDMC = 0.66 Aの時に最大の SNR
を示し、8 dBであったことから、変調磁場による反射が強く発生していることがわかった。一方、
パルス電流 IDMC = 0.72 Aのときは、ダブル・マグノニック結晶によって発生する熱によって実時
間波形で熱ノイズが増大し、SNRが減少した。

Duty比を 0.04∼0.06の範囲で変化させたときの SNR依存性を図 3.31の破線によって示す。SNR
が単調増加しないのは、パルス電流の持続時間 tdが増大したことによって、スピン波が流れてい
ない状態 (PIDMC=on)における実時間波形による熱ノイズが増大するからである。その結果、パル
ス電流の持続時間 td を増加させると、SNRの最大値のときの電流値が低い電流値にシフトして
いる。
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図 3.32: スピン波を励起していないとき、実時間波形における熱ノイズの増加。

実時間波形での熱ノイズを測定した結果を図 3.32に示す。その結果、Duty比が増加するほど、
スピン波に依存しない熱ノイズが増大していた。Duty比の実験から、スピン波スイッチングを観
測したパルス電流 IDMC = 0.6 A、td = 300 nsでは熱による影響は無いことが明らかになった。

3.6.4 外部磁場による減衰率依存性
本実験では、減衰バンドとスピン波帯域が理論的に一致した外部磁場Hext = 955 Oeでのスピン
波パケットを用いてスイッチングを実現した。変調磁場によるスピン波減衰を解析するため外部
磁場を微小に変化させたときのスピン波パケットの減衰の変化を測定した。その結果を図 3.33に
示す。
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図 3.33: ダブル・マグノニック結晶を用いたスピン波スイッチングにおける外部磁場依存性。

外部磁場を Hext = 945 ∼ 975 Oeで変化させて減衰率を測定した。減衰率が最大なのは外部磁場
Hext = 955 Oeのときに 61 %であり、本実験で測定した外部磁場が最も減衰効率が良いことがわ
かった。最小は外部磁場 Hext = 975 Oeのときに-17 %になり、スピン波が増大した。これらの結
果から、微小な外部磁場変化 ∆Hext = 30 Oeで減衰率が 88 %変化していることから、減衰バンド
帯域がスピン波帯域をカバーしているだけでなく、波数と変調磁場の空間分布が減衰率の変化に
起因すると考えられた。

減衰率の周期的な変化
前述では微小な外部磁場 ∆Hext = 30 Oeで測定したが、測定範囲を拡大し、外部磁場を Hext =

200∼800 Oeまで掃引した時の、スピン波の減衰率の変化を測定した。その結果を図 3.34に示す。
外部磁場が Hext = 500 Oeより大きくなると、20∼30 Oeの周期で減衰と増大を繰り返している。
外部磁場の変化によって減衰率が大きく変化することから、スピン波と変調磁場の位相が動的マ
グノニック結晶の減衰効果において重要な要素となることが明らかになった。
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図 3.34: 外部磁場による減衰率依存性。

減衰率の周期的な変化を観測したが、励起電圧が高いことによる非線形的なスピン波による誤
差であることも考えられるため、励起電圧を変えて外部磁場による減衰率依存性を測定したもの
を、図 3.35(a)に示す。励起電圧は 0.5 V, 2.5 V, 5.3 Vと設定した。図 3.35(a)において、それぞれ
の電圧における周期を算出するためにフーリエ変換を行った。それを図 3.35(b)に示す。励起電圧
2.5 V, 5.3 Vではスペクトルピークが 0.035 Hz/Oeとなっており、ピークが一致している。励起電
圧 0.5 Vではスペクトルピークは 0.032 /Oeと 2.5 V, 5.3 Vと比較して少しずれているが、この原
因についてはスピン波の信号が小さく検出が困難なことによる誤差ではないかと考えている。以
上の結果から、励起電圧によらず外部磁場による減衰率の周期がほとんど一致していることが明
らかになった。
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図 3.35: (a)励起電圧による減衰率変化の比較。 (b)減衰率変化におけるフーリエ変換。

この減衰率 βcの周期を概算するため、外部磁場 Hext = 500∼786 Oeにおいて以下の式でフィッ
ティングを行ったところ、よい一致を示したことから外部磁場によって減衰の一定の周期がある
ことがわかった。

βc = eAx sin(Bx+ θ) (3.41)

ただし、フィッティングパラメーターは A = 0.005, B = 0.203, θ = 2.7である。それを図 3.36に示
す。パラメーター B = 0.203であることから B = 2π/∆Hextで計算すると、外部磁場の間隔∆Hext =

31 Oeごとに減衰のピークがくることを表している。
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図 3.36: 指数関数的な増加曲線によるフィッティング。

式 (3.41)の指数関数部分は、外部磁場が大きくなるごとに減衰率が指数関数的に増加している
ことを示している。これはメアンダm1, m2の減衰バンド幅の間隔が起因していると考え、外部
磁場Hext = 59∼726 Oeの分散関係を求めて比較した。それを図 3.37(a)に示す。外部磁場が大きく
なると波数 kに対する傾きが小さくなっていることが分かる。図 3.37(b)では、これらの分散関係
に対してメアンダ部分 w1, w2がブラッグ共鳴を発生させる波数である kw1 = 10000 rad/m, kw2 =

6000 rad/mに対応する周波数 fw1, fw2を求め、それらの間隔を帯域幅として外部磁場ごとにプロッ
トした。つまり図 3.27でのメアンダ部分m1, m2の減衰ディップの間の帯域である。
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図 3.37: (a)外部磁場 Hext = 59∼726 Oeの分散関係。波数は k = 0∼20000 rad/m の範囲で示した。
(b)ダブル・マグノニック結晶における帯域幅と外部磁場の関係。

図 3.37(b)において、外部磁場が大きくなると帯域幅が指数関数的に減少している。プロット点
に対してフィッティングを行うと以下の式で一致した。

∆wH = w0+wexp(−Aw ·Hext) (3.42)

ただし、フィッティングパラメーターは w0 = 2.97± 0.15× 107 Hz, w = 9.48± 0.32× 107 Hz, Aw =
0.0054±0.004422であった。ここで指数関数のパラメーターである Awに注目すると、式 (3.41)に
もある A = 0.005と値がおおむね一致していることから、帯域幅と減衰率が密接に関係している
ことが考えられた。
外部磁場 Hext = 59 Oeを印加したときのダブル・マグノニック結晶による減衰の帯域幅 ∆wH =

100 MHzである。一方でスピン波は幅方向量子化の影響もあり 564 MHzの幅があるため、帯域す
べてをカバーすることはできていない。しかし外部磁場 Hext = 726 Oeを印加したときのダブル・
マグノニック結晶による減衰の帯域幅は∆wH = 30 MHzに対して 70 MHzのスピン波帯域があり、
ブラッグ共鳴散乱の減衰ディップの広がりを考慮すれば十分にカバーできる帯域になる。さらに
減衰強度が大きくなる原因として、外部磁場が大きくなると帯域幅∆wHが指数関数的に下がるこ
とで帯域幅が狭くなった分、減衰強度が狭帯域に集中して増大したことが考えられる。
周期的な減衰率については、スピン波の位相が

ϕ(Hext) = 2πHext/∆Hext+ θ0 (3.43)

となって変化しており、これはスピン波の位相と変調磁場の間で、空間位相がずれることが起因
していると仮定した。この外部磁場による位相ずれを考慮して、透過 S (y, t)・反射 R(y, t)・入射
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T (y, t)のスピン波の式を表すと

S (y, t) = Asin
(
ky−ωt+2π

Hext

∆Hext

)
(3.44)

R(y, t) = Bsin(−ky−ωt) (3.45)

T (y, t) =C sin
(
ky−ωt+2π

Hext

∆Hext

)
(3.46)

となる。A,B,Cはスピン波の振幅を表している。外部磁場による位相ずれは励起したときの初期
位相が変化するとしている。
この位相ずれのよる減衰率の周期的な変化を確認するために、次節でシミュレーションによる
空間分布の解析を行った。

66



3.6.5 マイクロ電磁界シミュレーションによる解析
表面スピン波のシミュレーションは、図 3.38に示すように実験と同様にアンテナ間距離 15.5

mm, アンテナ幅 75 µmで行った。セルサイズは図の x× y× zに対して 5 µm×5 µm×2.55 µmで、
260×4800×2のセルを配置した。材料YIGのパラメータは厚さ 5.1 µm、飽和磁化 4πMs = 1755 G、
交換スティフネス係数 Aex = 3.7 × 10−12 J/m、ダンピング定数α = 0.00002である。ただし、反射波
の影響を無くすために両端にダンピング定数 α = 0.007の減衰端を配置している。また、Periodic
boudary condition(PBC)を x軸方向に対して行っている。PBCは対応する軸に対して同じ大きさの
領域を付け足すことで、端面の反磁界を無くすことができる。
励起磁場 1.41 Oe,持続時間 ∆t = 10 nsのマイクロ波パルスによってスピン波を励起させ、伝達
したスピン波を x,z軸による磁化の変化量で検出する。スピン波の進行方向に対して面内垂直方
向に外部磁場Hext = 726 Oeを印加して、表面スピン波を励起させている。ダブル・マグノニック
結晶はメアンダ部分m1が 75 µm、メアンダ部分m2が 130 µmであり、周期が両方とも n = 12で
ある。シミュレーションにおいては、ダブル・マグノニック結晶による変調磁場を直接セルに印
加することで再現している。

Excitation Antenna Detection AntennaDetectectectectectectectectectectectectectection

m1 m2
YIG Spin wave
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図 3.38: シュミレーションでの表面スピン波伝搬

スピン波の空間分布
スピン波の空間分布を x軸方向における磁気モーメントmxの変化量として図 3.39(a)に示す。磁
気モーメントmxは x軸の正に向いてる場合を 1、負に向いてるときを-1として正規化している。ス
ピン波は y軸方向に進み、波長が最も小さいパケットは到達時間 t = 200 nsにおいて 8.0∼10.0 mm
の距離を進んだ。このパケット部分に対して、幅方向の中心部分のみを取り出したのを図 3.39(b)
に示す。この図から異なる波数のスピン波が複数存在していることが確認できた。これらの波数
を算出するために、図 3.39(b)の空間分布からフーリエ変換を行った。それを図 3.39(c)に示す。最
大ピークが波数 k = 13144 rad/mであり、次のピークが k = 4091 rad/mであった。実験により求め
た波数 k = 5000 rad/mの範囲内であることが確認されたことから、実験と同等の波数でスピン波
を励起することができた。
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図 3.39: (a)到達時間 t = 200 nsのときのスピン波の空間分布。 (b)1次元におけるスピン波パケッ
トの空間分布。 (c)空間分布でのフーリエ変換。
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ダブル・マグノニック結晶による減衰効果
外部磁場 Hext = 726 Oeを印加したときの表面スピン波の実時間波形を図 3.40の挿入図に示す。
変調磁場を印加しないときは到達時間 t = 350 nsにスピン波パケットがある。変調磁場を印加す
ると明確なパケットの減衰があり、振幅比では 31.8 %の減衰率であった。
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図 3.40: 外部磁場 Hext = 955 Oeを印加したときの表面スピン波の減衰効果。実時間波形をフーリ
エ変換した周波数スペクトル。挿入図はスピン波の実時間波形

実時間波形をフーリエ変換した周波数スペクトルを図 3.40に示す。周波数範囲は 4.5 < f < 4.6
GHzであり、明確な減衰があり実験と同等の減衰効果を確認した。シミュレーションでは帯域全
体が減衰しており、減衰後のスペクトルは 4.55 GHzの単一なスペクトルが観測された。この周波
数はダブル・マグノニック結晶のm1,m2の減衰バンドにおける中間の周波数であり減衰効果が小
さい帯域であると考えられた。しかし、メアンダm1に対応する 4.54 GHzとメアンダm2に対応
する 4.57 GHzに関してはノイズレベルまでスペクトルが減衰しており、ダブル・マグノニック結
晶におる減衰効果がシミュレーションにおいても実現できている。

変調磁場の強度による減衰率依存性
変調磁場をHMC = 0 ∼ 412 Oeまで掃引して減衰率依存性を解析したものを図 3.41に示す。変調
磁場が HDMC = 100 Oeになったときに SNRが急激に上昇し、その後は飽和するようになだらか
に上昇している。そのため、変調磁場 HDMC = 100 Oeがダブル・マグノニック結晶の減衰効果が
発生するための閾値となっていることがわかった。
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図 3.41: 変調磁場による減衰率依存性。変調磁場 100 Oeを境界に SNRが急激に上昇しており、減
衰効果が表れる閾値となっている。

外部磁場での減衰率依存性と空間位相
図 3.42では、実験と同様に外部磁場による減衰率依存性を測定した。外部磁場が大きくなるに
つれて、減衰率が小さくなっており、実験での図 3.34と逆の結果になっている。これは PBCに
よって幅方向量子化の影響を無視したことで、外部磁場が小さいときでも帯域が 100∼200 MHz
と狭くなっており、ダブル・マグノニック結晶による減衰帯域 ∆wH ∼100 MHzに対して十分にカ
バーできる帯域になっていたためである。本実験で減衰効果を示した外部磁場Hext = 726 Oeを印
加したときは、幅方向量子化が検出できていない。そのため、幅方向量子化を無視している。
また、外部磁場Hext > 500 Oeになると減衰率が 40 %付近で一定になっていることがわかる。こ
れを議論するため、減衰率は外部磁場と変調磁場の比である ΓMC = HMC/Hextを定義し、外部磁
場ごとに求めたものを図 3.42の右側の縦軸に示す。スピン波は変調磁場によって磁化が傾くこと
によって障壁が発生することで減衰する。その傾きが大きい方がトルクが働きやすくなるため、
減衰が大きくなる。すると、上記の比が大きいほど減衰効果は大きくなる。そのため、外部磁場
Hext < 500 Oeの範囲においては外部磁場が小さい方が減衰率が大きいと考えることができる。
一方で外部磁場が大きくなると、磁化の歳差角が小さくなりスピン波の振幅も小さくなる。そ
のため、ΓMC が小さくなると同時にスピン波の振幅も小さくなることから、つり合いが生ずる。
外部磁場 Hext = 500 Oe以降で ΓMC の傾きが緩やかになっていることが分かる。その結果減衰率
がほとんど一定になると考えられる。
外部磁場Hext > 500 Oeのときは明確な減衰率の周期が見られ、その間隔は 30 Oeと実験と一致
している。これを議論するために、スピン波の空間分布を図 3.43に示す。減衰率の周期があると
きの外部磁場 Hext = 560 ∼ 630 Oeを例として示す。図 3.43に示す点線 1については外部磁場 Hext

= 560 Oe, 620 Oeが同位相となっており、点線 2については外部磁場Hext = 600 Oe, 630 Oeが同位
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図 3.42: 変調磁場による減衰率依存性。

相となっている。点線 1については減衰率が低いときの外部磁場であり、点線 2では減衰率が低
いときの外部磁場である。点線 1と 2の間隔は 0.06 mmであり、メアンダ部分m1の半周期分の
長さ 0.15 mmに満たないずれが生じている。つまり点線 1のスピン波は変調磁場と空間の位相が
ずれている一方で、点線 2についてはスピン波と変調磁場の空間の位相が同相になっているため
に減衰率が高いと考察することができる。波数はアンテナ幅で決定されるため外部磁場に依らず
一定とすると、位相ずれは外部磁場の変化による波数の位相変化が起因している。
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3.7 まとめ
本研究ではスピン波帯域全体をカバーする減衰バンド実現のため、2つの異なる周期の変調磁
場を印加できるダブル・マグノニック結晶を作製した。周波数スペクトルにおける強度比はピー
ク周波数で 95 %、スピン波帯域全体で 75 %の減衰があり、明確なスピン波パケットの消失があっ
た。また、パルス電流を使用して動的にスピン波パケットの通過・停止制御ができ、ナノ秒での
高速スイッチングを実現できた。
変調磁場によるスピン波の減衰率の解析のため、微小な外部磁場変化による減衰率依存性を測
定した。その結果、外部磁場 20 Oeの変化で、80 %の減衰率の変動幅を観測した。この原因をシ
ミュレーションによって解析を行った結果、微小な外部磁場変化によってスピン波の空間的な位
相ずれが発生していた。この結果から、変調磁場によるスピン波の減衰率は、変調磁場とスピン
波の相対位相に大きく起因していることを明らかとした。
ダブル・マグノニック結晶による高速スイッチング機構を微細化すれば、スピン波の速度に対
応してさらなる高速スイッチングが可能になり、トランジスタ機構の応用が期待できる。
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第4章 スピン波帰還構造を用いたスピン波
増幅

4.1 目的
前節ではバルク試料におけるスピン波スイッチングの制御を実現した。スピン波デバイスへの
応用のため、微細化が必要になる。しかし、スピン波には磁気摩擦によって伝搬時に減衰が起こ
るという本質的な欠点がある。
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図 4.1: スピン波伝搬における細線と伝搬距離の依存性

この図 4.1と表 4.1はスピン波の線幅と伝搬距離の依存性を示している。強磁性金属であるパー
マロイ薄膜 (Py: Permalloy)の場合 (磁気ダンピング α = 0.02)、線幅 2 µmに対して 10 µmまで伝搬
する。磁性絶縁体であるYIG薄膜の場合 (磁気ダンピング α = 0.001)線幅 50 nmに対して 10 µm
の伝搬が観測されている。しかし、スピン波素子が多段化した場合、数段目以降でスピン波が減
衰してしまい制御機構を活用できない。そのため、スピン波素子の実用化のために、スイッチン
グ機構の開発に加えて増幅機構の開発が必要になる。
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表 4.1: スピン波伝搬における細線と伝搬距離の依存性の一覧

材料 番号 文献 線幅 伝搬距離
[µm] [µm]

YIG 1 [78] 0.05 10
2 [81] 0.16 20
3 [79] 0.5 30
4 [80] 2 34

Py 1 My sample 0.3 2
2 [77] 1 10
3 My sample [71] 2 20
4 [76] 2.1 3
5 [74] 3 20
6 [75] 4 10
7 [76] 5 25
8 [74] 5.1 6.6

スピン波増幅には、励起そのものを強くする手法がある。スピン波は強励起するとソリトン化
し、波束の分散と収束が釣り合うことで減衰が抑制される [17]。しかし、ソリトンは非線形効果の
ため、励起を強くするとスピン波信号の位相に不安定性が生じ、制御された増幅信号になり得な
い [60]。また、ソリトン形成するには非線形応答時間というスピン波を励起させ伝搬する間の時
間を確保しなければならない。しかし、スピン波素子を小型化した場合には非線形応答時間に対
して伝搬時間が短くなるため、理論的にも微細化した試料でのソリトン化は難しいとされている。
微細化試料でスピン波を増幅させる手法として、パラメトリックポンピングという励起したい
周波数に対して 2倍の周波数で励起する手法がある。しかし、この原理も非線形効果でありスピ
ン波カオスのようにスピン波信号の情報を保持できない可能性がある [70,72]。また、現在行われ
ている研究では増幅効率が悪く、実際に強磁性薄膜であるパーマロイを使用した実験では電流密
度は 100 mW/(50 nm × 650 nm × 100 µm) = 1.38×1016 A/m3であった [68]。(後に述べるスピン波
帰還構造では電流密度 210 mW/(83 nm × 2 µm × 100 µm) = 3.9×1015 A/m3であり、およそ 1/3の電
流密度で増幅を実現)。そのため、単純な直線状の導波路ではスピン波の制御は難しいと考えた。
スピン波を平面的な制御をするにあたり、曲線状の導波路を用いてスピン波を伝搬させたもの
がある [61, 69]。この研究では、線幅 0.5 mmの曲線型の試料を用いてスピン波の伝搬方向を変え
ている。本来曲線部を伝搬することによってスピン波のモードが変わることで減衰が生じてしま
うところを、曲線部の内部磁場勾配を利用してモード変換をしてもスピン波を減衰させずに伝搬
させた実験である。本研究では、曲線伝搬をスピン波増幅に利用できないかと考えた。
そこで本研究では、図 4.2に示すスピン波帰還構造を微細加工によって作製し、スピン波の増
幅機構の開発を目指す。増幅は直線型の導波路にリング型ループ回路を接続したスピン波帰還構
造によって行う。直線部を伝搬したスピン波は、干渉点 βでループ回路に流入する。ループ回路
を伝搬したスピン波は干渉点 αまで戻る。この右回りのスピン波伝搬がループ回路を周回するこ
とで、干渉点 α,βで波による干渉で強め合い、徐々に増幅させることができる。
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図 4.2: スピン波帰還構造

伝搬したスピン波は増幅アンテナによるスピン波と干渉して強め合い増大される。その後分岐
βからリング型ループ回路にスピン波が伝搬し、マグノニック結晶を通過して分岐 αに戻る。ス
ピン波ループ回路を繰り返し伝搬することにより分岐での干渉による強め合いで増幅していく。
この章では、マイクロメートルスケールでの曲線伝搬を用いたスピン波帰還構造を作製し、高
効率な増幅機構の作製を目指す。本実験では直線のみの参照試料と比較することで、増幅率の評
価を行い、スピン波帰還構造が増幅器として有用であることを示す。
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4.2 理論
4.2.1 強励起によるスピン波の非線形効果
スピン波を強励起すると、スピン波ソリトンが形成される。スピン波ソリトンは、波束が収束・
分散が釣り合っている状態を指し、伝搬してもスピン波の波束がほとんど一定で伝搬できる。[17]
また、スピン波のモードによって条件があり、以下の式で表される [18]。

∂2ω

∂2k
· ∂ω
∂|u|2

> 0 (4.1)

ただし、∂2ω/∂2kは分散パラメータと呼ばれ、分散関係の傾きによって決まる。、MSSWでは上
に凸であるため ∂2ω/∂2kになり、BVMSWでは下に凸なので ∂2ω/∂2kになる。変数 Nは非線形パ
ラメータと呼ばれ、磁化の向きによって正負が決定される。磁化が面内方向を向いてるときであ
るMSSWと BVMSWでは N < 0であり、面直方向を向いている FVMSWでは N > 0である。そ
のため、式 (4.1)を満たすのは BVMSWのみとなる。
実験概略図を図 4.3に示す。スピン波導波路としてイットリウム鉄ガーネット (YIG)を使用し、
厚さ 5 µm、全長 21 mm、幅 1.3 mmで両端を 45◦にカットしており、端から来たスピン波の伝搬
を 90度変えて分散関係から逸らすことで減衰させている。
図 4.3より外部磁場は z軸方向に印加しているため、励起されるスピン波はMSBVWになる。ス
ピン波を励起するため、連続波に対して高速RFスイッチを使用し、持続時間 T0 = 10 nsの高周波
パルスをアンテナに入力した。周波数は fCW = 5.8 GHz電力は増幅器を用いて最大 3 Wまで入力
した。

図 4.3: スピン波ソリトンの実験概略図
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MSBVWのスピン波において、アンテナ間距離 d = 5 mm,パルス幅 t = 10 nsでの入力パワー依存
性を 4.4に示す。外部磁場はHext = 1410 Oeを印加しており、図 4.4のパワーは VSW/Z0(Z0 = 50Ω)
スピン波の誘導起電力から計算した。

図 4.4: スピン波ソリトンの入力パワー依存性

図 4.4(a)の実時間波形におけるスピン波電力より、励起電力 P = 0.17 Wから 0.90 Wにかけてス
ピン波強度が急激に増大している。この急激なスピン波電力の増大が非線形効果であることを確
認するため、入力電力におけるスピン波電力依存性を測定した。その結果を図 4.4(b)に示す。電
力 P = 0.47 Wまでは線形的にスピン波電力が増加しているが、電力 P = 0.47 W以降は線形増加
から逸脱し、急激な増加が見られている。このスピン波は非線形領域であり、ソリトン形成がで
きたことを表している。
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パラメトリックポンピングによるスピン波増幅
スピン波ソリトンは強励起による非線形効果によってスピン波電力が増大した。しかし、スピ
ン波ソリトンの研究はバルクサイズでの研究がほとんどである。また、理論的にも導波路が小型
化するとソリトン化するのに必要な非線形応答時間に対して伝搬時間が短くなり、ソリトン化が
難しいとされている [73]。そのため、スピン波素子の微細化に向けては利用が難しい。
微細化した試料に利用できる非線形効果として、パラメトリックポンピングによるスピン波増
幅がある。パラメトリックポンピングは、スピン波に対して 2倍の周波数 (2 f )を使用する。エネ
ルギー保存則によりペアとしてスピン波 ( f )が励起され、運動量保存の法則より正負の波数 kkk,−kkk
が励起される手法である [70]。
パラメトリックポンピングは、身近なものとして図 4.5のようなブランコの振動がある。ブラ
ンコの振動に対して、支柱の重心を 2倍の周期で振動させるとブランコの振動を最も効率よく増
幅させることができる。
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図 4.5: パラメトリックポンピングの身近な例ブランコの振動

マイクロメートルサイズの試料において、パーマロイ薄膜で作製した細線状のスピン波導波路
を使用してパラメトリックポンピングの発生を研究した論文がある [68]。スピン波でのパラメト
リックポンピングの発生原理として、図 4.6よりスピン波の分散関係上の周波数に対して 2倍の
周波数を入力することでスピン波を励起させ、運動量保存則によって kkk, −−−kkkの波数を持ったスピ
ン波が双方向に励起される [59, 70]。
使用している導波路はパーマロイ薄膜であり、図 4.7のような細線の導波路を使用している。導
波路はCu(120)/SiO2(30)/NiFe(30)/SiO2(5)で構成されている。線幅は 650 nmであり、長さが 20 µm
である。外部磁場は Hext = 700 Oeを図 4.7により x軸方向に印加している。銅に持続時間 500 ns
のパルス電流を印加している。このパルス電流は外部磁場 Hextを調整するために印加している。
スピン波の測定はブリルアン散乱分光法 (BLS)を用いて測定した。BLS強度はパーマロイ細線の
試料表面のスピン波強度を表している。
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図 4.6: スピン波におけるパラメトリックポンピングの発生原理 [59]

図 4.7: パラメトリックポンピングのために使用したパーマロイ薄膜の細線。外部磁場は x軸方向
に Hext = 700 Oe印加している。

図 4.8の上図では、入力電力 P = 100 mWのときの周波数依存性を示している。励起周波数 f =
11.2 GHzのときにBLS強度のピークが観測できている。このとき周波数ピークは fSW = 5.6 GHz
であり、励起周波数の半分の周波数のスピン波が観測され、パラメトリックポンピングが観測で
きたことを表している。
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図 4.8: 外部磁場Hext = 700 Oeを印加したときの正規化されたBLS強度。上図は入力電力 P = 100
mWでの周波数依存性を示している。下図は周波数 f = 11.2 GHzを励起したときの入力電力依存
性を示している。BLS強度はスピン波の周波数である fSW = 5.6 GHzとしている。

図 4.8の下図では励起電力 50 < P < 400 mWの間でのスピン波強度依存性をしてしている。入力
電力が 80 mWあたりでスピン波強度が急激に上昇しており、100 mW付近で飽和している。この
結果から、およそ 100 mW付近でパラメトリックポンピングの閾値があると考えられる。パラメト
リックポンピングに必要な電力を電流密度の点から換算すると、電流密度は 100 mW/(50 nm×650
nm×100 µm) = 1.38×1016 A/m3となった。
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スピン波カオス
強励起の手法として、スピン波ソリトンの形成やパラメトリックポンピングがあるが、さらに
大きなパワーで励起すると位相や振幅の情報が失われてしまうカオス状態になる [60]。
この研究では図 4.9に示す実験セットアップで行っている。スピン波信号を周回させる回路を
構成し、スピン波強度を制御するための減衰器と広帯域の高周波増幅器を配置している。スピン
波の検出は方向性結合器を利用してスピン波信号を取り出し、オシロスコープとスペクトラムア
ナライザーで測定している。
スピン波導波路として、図 4.9に示す長方形のYIGを使用した。YIGは厚さ 13.6 µm、幅 2 µm
である。アンテナ間距離は 3.75 mmであり、外部磁場はアンテナに平行な向きに Hext = 1089 Oe
を印加しているため、MSSWのスピン波が励起される。

図 4.9: スピン波カオス信号検出のための実験概略図

カオス信号の検出のため、単一ピークが検出された周回ごとの利得をG = 0 dBと定義し、少し
ずつ増大させた。励起周波数は f0 = 5.227 GHzを使用した。利得G = 0.61 dBのときのスピン波
の実時間波形を図 4.10に示す。波形はサイン波の形をしていて、位相と振幅の情報は保持できて
いる状態である。
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図 4.10: 利得G = 0.61 dBにおけるスピン波の実時間波形

さらに利得Gを上昇させていき、G = 0.96 dB, G = 1.2 dBにおけるスピン波の実時間波形を測
定した。その結果を図 4.11に示す。それぞれの波形は位相・振幅の情報が崩れており、うなりが
生じている。これは、スピン波強度の上昇で周波数分散が大きくなり、複数の周波数が励起され
たのが原因であり、隣り合う周波数の差分周波数 ∆ f がうなりとして生じている。
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図 4.11: (a)利得G = 0.96 dBにおけるスピン波の実時間波形 (b)利得G = 1.2 dBにおけるスピン
波の実時間

この結果から、スピン波強度が増大していくと非線形効果が生じ、スピン波振動の不安定性が
生じることが明らかとなった。
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4.2.2 曲線導波路におけるスピン波伝搬
前述の研究から、強励起によるスピン波ソリトンやパラメトリックポンピングによるスピン波
増幅は電流密度の点で増幅効率が悪く、また非線形効果によるスピン波カオスによって振幅と位
相の情報が崩れる可能性がある。これらの先行研究から、直線状の導波路の制御では限界がある
と考え、スピン波の平面制御に着目した。平面制御の研究において、曲線導波路を用いたスピン
波伝搬の方向転換がある。
スピン波はMSSW, BVMSW, FVMSWがあるが、外部磁場の印加方向はそれぞれ図 2.4,2.8,2.9
よりスピン波の進行方向 kに対して面内平行に垂直方向、kに対して面内平行に平行方向、kに
対して面内垂直の方向に印加する。平面的な制御においては FVMSWが有利であるが、磁化を垂
直に立たせる必要があり、導波路の材質によって 0.2∼2 Tの高い外部磁場を印加しなければなら
ない。
それに対し、面内平行に磁場をかけるMSSWと BVMSWは必要な外部磁場が 0.001∼0.01 Tで
あり、FVMSWと比較して小さい磁場でスピン波を励起できるため、実用化に向いている。以下
に表を示す。

表 4.2: スピン波モードにおける磁場と面内制御の関係

モード 印加磁場 面内制御 群速度
MSSW small difficult fast

BVMSW small difficult slow
FVMSW large easy slow

例として、外部磁場Hext = 400 Oeを印加したときのパーマロイ薄膜における群速度の関係を図
4.12に示す。
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図 4.12: パーマロイ薄膜におけるスピン波のモードごとの群速度

MSSWの場合、群速度の最大が 11.9 km/sで最大であり、一方BVMSW, FVMSWは最大で 1.74
km/sであるためMSSWの方が群速度が大きいことがわかる。ただし、FVMSWは面内垂直に磁
化を立たせる必要があるため、スピン波を励起するための有効磁場はHeff = Hext−Msとなる。そ
のため、飽和磁化パーマロイ薄膜の場合Hext = 2 T以上が必要になり、MSSWやBVMSWと比較
して大きい外部磁場が必要になる。この結果から、MSSWとBVMSWの両方のモードによって平
面制御を行うことができれば、群速度の速さと外部磁場の小ささの観点から実用化に向いている。

バルク試料での曲線伝搬
曲線導波路にスピン波を伝搬させる論文として、イットリウム鉄ガーネット (YIG)を導波路と
して使用し、曲線導波路の内部磁場勾配を用いてモード変換を実現させてスピン波を伝搬させた
ものがある [61]。
曲線型のスピン波導波路は厚さ d = 10 µm、線幅 w = 0.5 mm、曲率 R = 2.5w = 1.175 mm、直線
部の長さは 3wとなっている。図 4.13より入力をアンテナ Pin、出力をしアンテナ Poutとして、ス
ピン波による誘導起電力をベクトルネットワークアナライザで測定した。入力部 Pinから励起さ
れたスピン波はMSSWとなり、出力部ではモード変換によりMSBVWとして検出される。
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図 4.13: 90度曲線導波路におけるスピン波測定の実験セットアップ

ベクトルネットワークアナライザによって測定した結果を図 4.14に示す。図 4.14(a)では周波
数スペクトルを示す。通過したスピン波はBVMSWのスピン波である f1に示す 5.05 GHzが最大
であり、MSSWのスピン波である f0 = 5.043 GHzが次に大きい強度を観測している。また、 f2 =
5.08 GHz, fb1 = 5.03 GHzも同様にピークを観測している。周波数 f1, f2, f3はMSSWにおける幅
方向による量子化であり、周波数 fb1, fb2は BVMSWにおける量子化を示している。この結果か
ら、MSSSWのスピン波である f0 = 5.043 GHzから、BVMSWのスピン波である f1にモード変換
されたことを示している。
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図 4.14: 90度曲線導波路におけるスピン波伝搬特性 (a) 曲線導波路伝搬後の周波数スペクトル。
(b)周波数に対する到達時間依存性

図 4.14(b)では周波数に対する到達時間依存性を示している。周波数 f1 = 5.048 GHzでは到達時
間 140 nsであるが、 f0 = 5.043 GHzでは到達時間 90 nsになっている。また、 f2 = 5.08 GHzでは
80 ns, fb1では 75 nsとなっている。これは、周波数によって曲線導波路における伝搬経路が異なっ
ていることを示している。
伝搬経路を確認するために、スピン波強度の空間分布が測定できるブリルアン散乱分光法によ
る測定を行っている。その結果を図 4.15に示す。
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図 4.15: 90度曲線導波路におけるスピン波伝搬の空間分布。

周波数は f1 = 5.05 GHzのときの強度分布を示している。この結果から、最も効率よく伝搬する
周波数 f1 = 5.05 GHzでは、曲線導波路の幅方向を反射しながら伝搬していることが分かる。この
要因として、曲線部の内部磁場が、スピン波モードの変換バンドが関係していると考えられるた
め、シミュレーション解析を行っている。
曲線部のスピン波導波路においては、外部磁場を印加すると曲線の形状による内部磁場勾配が
発生する。その磁場分布を示したものを図 4.16に示す。
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図 4.16: 90度曲線導波路における内部磁場勾配

入力部では内部磁場Hint = 1130 Oeに対して、出力部ではHint = 1150 Oeと 20 Oeの内部磁場勾
配が発生している。この勾配を表したのが図 4.16(b)である。水色の網掛け部分では内部磁場がほ
とんど一定で、曲率が発生する黄色部分で内部磁場の勾配が発生する。このシミュレーション結
果から、MSSWのモードのときは Hint = 1130 Oe、BVMSWのときは Hint = 1150 Oeの内部磁場
が発生している。
内部磁場の勾配より、MSSWの分散関係式 (2.63)とBVMSWの分散関係式 (2.80)からグラフに
表すと図 4.17になる。
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図 4.17: 内部磁場勾配による変換バンド

赤線は波数 Hint = 1150 Oe、青線は Hint = 1130 Oeと図 4.16(a)のカラーマップの色に対応して
いる。実線はMSBVW、点線はMSSWである。それぞれのモードが重なり合っている領域を白の
網掛け部に示しており、k = 0∼20000 rad/mに対して、周波数 5.05 < ∆ f < 5.11 GHzの変換バンド
が作製されていることが分かる。実験結果では周波数 f = 5.05 GHzが最も効率よく伝搬できてい
ることから、変換バンドによってモード変換が損失なく行われている。
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4.2.3 マイクロリング光共振器
前節のスピン波の曲線導波路の研究から、曲線導波路を利用してスピン波帰還構造を作製する
ことができることを明らかにした。スピン波帰還構造の特性を解析するため、類似した構造を持
つマイクロリング光共振器と比較した。マイクロリング光共振器では、図 4.18より波長の分布が
一様な信号を入力すると、多重化した信号から所望の信号を取り出すことができる。

Input Output

T

l

T

l

図 4.18: マイクロリング光共振器

リング長による波数整合
本節では図 4.18のような、マイクロリング光共振器を参考に共振条件を算出した [62, 63]。マ
イクロリング光共振器の共振条件は以下の式で表される。

m ·λS W = LRT ·neff (4.2)

ここで、mはリング全長の中で含まれる波の数であり、正の整数 (m = 1,2,3, · · · )で表される。
λS Wはスピン波の波長、LRT はリング型ループ回路の全長、neffは経路補正係数を表す。スピン波
帰還構造の場合、干渉点での波の強め合い、弱め合いかどうかで共振条件が決まるため、この式
を用いて共振条件を算出することができる。
式 (4.2)での経路補正係数は図 4.19のようにリング全長に対して経路長の伸びを補正する係数
である。
この式 4.2では、スピン波の幅方向の伝搬を考慮できていない。幅方向の伝搬を理論的に計算
するのは困難なので、リング部で 3列に分けて共振条件を算出すると
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図 4.19: 端面を反射しながら伝搬するイメージ図

m ·λS W = LRT ·neff11

m ·λS W = LRT ·neff22

m ·λS W = LRT ·neff33

m ·λS W = LRT ·neff12

m ·λS W = LRT ·neff13

m ·λS W = LRT ·neff21

m ·λS W = LRT ·neff23

m ·λS W = LRT ·neff31

m ·λS W = LRT ·neff32

(4.3)

となる。経路は 1列目から 1列目で出力されるときは LRT ·neff11としており、合計 9通りの共振
条件があるとしている。これらの式だと、リング型ループ回路における共振条件は 0∼360◦の中で
9つの干渉の強め合いのピークが存在することになる。
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4.3 マイクロメートルスケールのスピン波帰還構造の微細加工
本実験では、マイクロメートルスケールの導波路を作製するため、レーザーリソグラフィーに
よる描画・超高真空スパッタリング装置・真空蒸着装置による成膜を行った。

4.3.1 スピン波導波路の材料
スピン波帰還構造を作製するにあたり、Permallo, YIG, Fe, CoFeB [83], Heusler alloys [82]など
が存在する。それぞれの特徴を以下の表に示す。

表 4.3: スピン波導波路の材料ごとの特徴

材料 磁性の性質 格子構造 磁気 微細加工の 価格
ダンピング 容易さ

YIG フェリ磁性絶縁体 単結晶 10−3 ∼ 10−5 困難 高価
Permalloy 強磁性金属 アモルファス 10−2 容易 安価

CoFeB [83] 強磁性金属 アモルファス 10−2 困難 高価
Heusler alloys [82] アモルファス 強磁性金属 10−2 困難 高価

Fe 強磁性金属 (異方性) 単結晶 10−3 困難 安価

この中で最も磁気ダンピングが小さいのがYIGであるが、当研究室で使用しているスパッタリ
ング装置を用いた微細加工においては 10−3が現在限界であることや、加工の困難さの点があるた
め、本実験では加工が容易で安価な Permalloyを使用した。

4.3.2 レーザーリソグラフィー描画
スピン波導波路、またはアンテナのパターンを形成するため、レーザーリソグラフィー装置

(Heidelberg Instruments, µPG-101)を使用した。図 4.21にパターン描画までの手順を示す。
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図 4.20: レーザーリソグラフィー装置 µPG-101
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図 4.21: リフトオフ法によるパターン描画

1. 超音波洗浄をアセトン 1分+IPA 1分+ IPA 1分で行う。

2. スピンクオータを使用し、回転数 3000 rpm、時間 30 sでOAPを基板表面に塗布する。

3. スピンクオータを使用し、回転数 3000 rpm、時間 30 sでネガレジスト (ma-N1420)を基板表
面に塗布する。

4. レーザーリソグラフィー装置を用いて、基板表面にパターンを形成する。

5. 現像液 (ma-D 533/S)を用いて不必要なレジストを除去する。

6. スパッタリングまたは蒸着を行い、ターゲットを試料に堆積させる。

本実験では、2×2 cmのSiO2基板を使用した。例として、現像後のスピン波帰還構造の図を示す。
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図 4.22: 現像後の帰還構造

図 4.22より、帰還構造のみレジストがはがれていることが分かる。

4.3.3 真空系装置による薄膜作製
図 4.23に実際に使用した超高真空スパッタリング装置と真空蒸着装置の画像を示す。
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図 4.23: 超高真空スパッタリング装置と真空蒸着装置

2つのチャンバーは接続されており、シャッターによって隔てられている。試料の出し入れは真
空蒸着装置側のチャンバーで行い、スパッタリング装置の方は超高真空 (10−5 ∼ 10−6 Pa)に保てる
ようにしている。

スパッタリング成膜手法
スパッタリング法は、PLD法や LPE法といった成膜法と比べて短時間かつ膜厚の制御が容易で
ある。そのため、工業的な観点でのメリットある成膜方法である。本研究では RFマグネトロン
スパッタリングという手法を用いて成膜を行った。その概略図を図 4.24に示す。
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図 4.24: RFマグネトロンスパッタリング法の概略図

チャンバー内では不純物を少なくするため、チャンバー内をターボポンプとロータリーポンプ
を組み合わせることにより超高真空 (10−5 ∼ 10−6 Pa)に保つ。まず超高真空のチャンバーに高純度
のArガスを一定量流入させ、RF信号を入力してArガスをプラズマ化させる。ガス流入量は流量
計により制御し、チャンバー内に流入させるガス量とチャンバーの排気量を調整することによっ
て圧力を調整した。
スパッタリング法におけるガス圧力は重要なパラメーターであり、薄膜形成での粒子の状態を
決定する。一般的には低ガス圧・高温度におけるスパッタリングの方が平滑な薄膜形成が可能で
あるが [84,85]、材料によって最適化のパラメーターは異なる。また、チャンバー内の月圧と粒子
の平均自由行程は、スパッタリングされた原子が基板に堆積されるときの粒子のエネルギーに影
響し、核形成の仕方が変化する。N2中での平均自由工程 λ [cm]は温度 T [K]と圧力 P [Torr]を用
いて以下の式で表される [86]。

λ = 1.7×105 · T
P

(4.4)

Matching boxではRF入力がすべてのプラズマを発生させるためにインピーダンス整合を行う。
カソード側に備わるマグネトロンはプラズマをターゲット周りに補足する役割があり、低月圧に
おいて高密度なプラズマを作り出し効率的なスパッタリングができる。その一方で、Ar+イオン
がターゲットに衝突する部分に分布が生じるため、ターゲットにエロージョンという部分的な浸
食が生じる。
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図 4.25: 真空蒸着法の概略図

真空蒸着法
真空蒸着法は真空中で材料を熱エネルギーによって蒸発させ、その粒子を基板上に堆積させる
成膜方法である。真空蒸着法の概略を図 4.25に示す。
タングステン製のボートに材料をのせ、ボートに電流を流しジュール熱によって材料を融解し
て蒸発させる。この蒸発した粒子を基板に堆積させることで成膜を行う。真空蒸着法では基板を
回転させながら行った。堆積のレートについてはボートに流す電流によって調整した。

試料作製結果
パターン描画を終えた基板を超高真空スパッタリング装置を用いて、パーマロイ (FeNi)を厚さ

dPy = 50 nmでスパッタしスピン波帰還構造を作製した。超高真空スパッタリング装置によって絶
縁膜である酸化シリコン (SiO2)を dS iO2 = 60 nmスパッタした。アンテナにおいても、レーザーリ
ソグラフィーによりパターン描画し、真空蒸着によって接着剤の役割を果たすチタン (Ti)を厚さ
dTi = 5 nm、金を厚さ dAu = 83 nm積んだ。それらの最終的に完成した顕微鏡図を図 4.26に示す。
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20 mm

図 4.26: 微細加工によるスピン波帰還構造とアンテナ
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4.4 測定方法
4.4.1 ブリルアン散乱分光法の原理
スピン波帰還構造は直線部・曲線部ともに幅方向の伝搬を考慮した測定が必要になる。そのた
め、前述で使用したオシロスコープやベクトルネットワークアナライザといった電気測定ではス
ピン波の強度の空間分布を測定できず、詳細な解析ができない。そこで、導波路にレーザーを照
射することで測定点ごとのスピン波の空間分布を測定できるブリルアン散乱法を使用した。本実
験ではレーザを対物用レンズによって集光させ、マイクロメートル以下の導波路でも測定可能な
Micro-focusedブリルアン散乱分光法を使用した。
ブリルアン散乱分光法は緑色レーザー (λ = 532 nm)を使用し、導波路に光子を当て、反射光子
のエネルギー変換によってスピン波を検出する方法である。図 4.27は光子とマグノンが衝突した
ときに生ずる散乱過程を示している。フォトンのエネルギーまたは運動量をそれぞれ ℏωi, ℏqiと
し、マグノンのエネルギーまたは運動量も同様に ℏωS W , ℏqS Wとする。図 4.27(a)は Stokes過程と
いい、入射してきたフォトンがマグノンのエネルギーを受け取り、エネルギーと運動量が増大し
たフォトンが反射光として戻ってくる。この過程は反射したフォトンの角周波数をω f、波数を k f

とすると

ω f = ωi+ωS W (4.5)

k f = ki+ kS W (4.6)

の式で表すことができる。一方、図 4.27(b)はAnti-Stokes過程といい、入射してきたフォトン
がマグノンを生み出すため、エネルギーと運動量が減少したフォトンが反射光として戻ってくる。
この過程は

ω f = ωi+ωS W (4.7)

k f = ki+ kS W (4.8)

の式で表すことができる。
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図 4.27: マグノンとフォトンの散乱

スピン波は波としての性質より、その振動は時間・空間ともに周期的である。そのため、スピン
波から光の散乱過程はブラッグ反射として扱うことができ、これをドップラーシフトと呼ぶ。も
しブラッグ反射がスピン波が存在する平面上に光子を射影したときの方向に移動したとき、ドッ
プラーシフトは負になる。また、マグノンーフォトンの関係に関しては、誘電テンソルの振動で
導き出すことができる。スピン波によって散乱されたフォトンと、単なるフォトンと切り分ける
のはスピン波を検出する上で重要になっていくる。これはマグノンーフォトンの相互作用によっ
て偏光が 90◦回転する性質を用いて切り分けることができる [64]。偏光が 90◦回転するのは、磁
気による複屈折やファラデー効果が起因している。
ドップラーシフトする光子数は微分散乱断面積 d2σ/dΩdωsと比例関係にある。ただし、dωsは
周波数間隔、dωは立体角である。これを波数、周波数の式で表すと

d2σ

dΩdωs
∝ ⟨δϵ∗(qqqiii−qqq fff )δϵ(qqqiii−qqq fff )⟩(ωi−ωs) (4.9)

ただし、δϵは誘電率の変動を示す項であり、スピン波によって引き起こされる。δϵは磁化mmmの
動的部分に比例する。この相関関数は、

⟨δϵ∗(qqqiii−qqq fff )⟩ω

=

∫
d(t2− t1)d3(rrr2− rrr1)× exp[−iωt− iqqq(rrr2− rrr1)]×⟨δϵ∗(rrr1, t1)δϵ(rrr2, t2)⟩

∝
∫

d(t2− t1)d3(rrr2− rrr1)× exp[−iωt− iqqq(rrr2− rrr1)]×⟨mmm∗(rrr1, t1)mmm(rrr2, t2)⟩

(4.10)

となる。式 4.6によるエネルギー保存則とと運動量保存則によって ω = |ω f −ωi|と qqq = |qqq f −qqqi|
を満たす場合のみ、相関関数が 0にならない。薄膜内を伝搬するスピン波モードの倍、積分体積
は薄膜に制限され波数ベクトルの面内成分 qqq||についてのみ保存条件が満たされる。後方散乱の場
合、q||は入射光の入射角により q|| = 2qi sinθと決まる。
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4.4.2 ファブリペロー型干渉計
スピン波の影響を受けて周波数が変化した光子はそのまま検出に使うには強度が弱い。そのた
め、光の多重反射を用いて強度を増大させる。この仕組みをファブリペロー干渉計 (Fabry-Pèrot
interferometer: FP)という。図 4.28にその概略図を示す。

入射光

q

q

集光点

d

Etalon

図 4.28: ブラッグ散乱による光子数の増大

ファブリペロー干渉計とは、高い反射率を持つ面状の鏡を向かい合わせ、多重反射を得て通過
する光の干渉を利用して周波数を測定する装置である。向かい合わせる光学素子の反射率が高い
と、光はミラーの間を何度も往復する。ミラー間の距離が干渉条件に従った適切な距離であれば、
元の光と多重反射した光との間で干渉が発生する。2枚の鏡の距離を L1とすると、透過率 T は

T =
τ0

1+ 4F2

π2 sin2
(

2πL1
λ

) (4.11)

となる。ただし、τ0(< 1)は最大透過率、Fはミラーの反射率や平面度に依存する品質係数、λ
は干渉計に入射する光の波長を示す。式 4.11より光路長 L1は

L1 =
1
2

pλ (4.12)

を満たす波長のみがミラー間の多重反射によって増幅される。ただし、pは整数である。増幅
された光子の波長のみが強度が大きくなるため、図 4.29のようなスペクトルが観測される。
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図 4.29: ファブリペロー干渉計の透過曲線

式 4.11による Fは透過曲線のピーク間隔 ∆λ = c/2Lとピークの半値幅によって決まり、

F =
∆λ

δλ
(4.13)

で表される。ファブリペロー干渉計はミラーの間隔 L1を操作することで、それぞれの波長に対
する光の強度を測定している。式 4.12より、波長の整数倍もピークとして検出されるため、測定
する光の波長はピーク間隔∆λよりも小さい必要がある。このピーク間隔∆λはフリースペクトル
範囲 (FSR)と呼ばれ、

∆λ =
λ2

2L1
(4.14)

で表される。ミラー間隔 L1を小さくすれば FSRは増大するが、式 4.13より δλが大きくなるた
め分解能が低下する。また Fはミラーの品質によって最大 100程の上限が存在するため、∆λの分
解能には限界がある。

4.4.3 タンデムファブリペロー干渉計
ファブリペロー干渉計の分解能を保ったまま FSRを大きくする方法として、ファブリペロー干
渉計を 2つ用いたタンデムファブリペロー干渉計 (Tandem Fabry-Pèrot interferometer: TFP)という。
図がある。2つ目の干渉計の光路長を L1に近い L2にすることで、バーニア効果を使用している。
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バーニア効果は、メモリ幅と異なる主尺と副尺を組み合わせることでメモリ幅の差を新しい分解
能して計測する原理であり、微小な変化を観測できる原理として利用されている。
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図 4.30: タンデムファブリペロー干渉計の透過曲線

透過光の波長は、p,qを整数として

L1 =
1
2

pλ

L2 =
1
2

qλ (4.15)

を同時に満たす。任意の波長 λmを透過するよう 2つの干渉計を独立して設定して組み合わせる
と、透過曲線は図 4.30のようになる。

2つの干渉計の隣接するピークは波長が一致せず、∆λを複数回繰り返した後に再びピーク波長
が一致する。ファブリペロー干渉計の特徴として透過が小さい部分でも透過率 T が 0になること
はないため、干渉計のピークが一致しない波長でもわずかにピークがみられ、ゴーストと呼ばれ
る。ゴーストは各干渉計のミラー間の距離を

F >
L1

L1−L2
=

1
1−L2/L1

(4.16)

とすることで改善する。実用的には L2/L1が 0.95となるようにする。2つの干渉計を用いて測
定を行う際、L1と L2を同時に操作する必要がある。式 (4.15)より FP1と FP2の光路長の変化率
δL1, δL2は
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δL1

δL2
=

L1

L2
(4.17)

を満たす必要がある。変化率 δL1, δL2は 1から数 µmの範囲である。ミラー間距離 Lは気圧変化
による屈折率 nの変化で変わってしまうため、

L1 = n · t1 and L2 = n · t2 (4.18)

と表される。ただし、tは気圧変化による屈折率を考慮しない場合のミラー間距離である。大気
中の場合、1気圧でミラー間距離 Lは 3/104しかないが、相対的に伝送される波長も変化してし
まう。そのため、スキャン範囲を大きくすると気圧による変化が無視できなくなる可能性がある。
測定を行う際、タンデムファブリペロー干渉計は静的同期の際に 20 Å以内の変動に収める必要
があり、動的同期では数 µmの操作を行っている間にミラーの相対距離を正確に保つ必要がある。
タンデムファブリペロー干渉計の構造を図 4.31に示す。最初の干渉計である FP1はステージの
移動方向に沿った方向に配置する。片方のミラーだけをステージに置き、もう一方のミラーは角
度を固定するために別で置く。2番目の干渉計である FP2はステージの移動法に対して角度 θに
傾けて配置する。FP2の片方のミラーは FP1のミラーに極力近づけるように配置することで、FP2
のミラー角度が少しの移動で調整できるようにしている。この相対的なミラー間隔はステージを
左に動かすと、両方のミラーが同時に接触するような間隔に設定されている。
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Direction of movement

図 4.31: タンデムファブリペロー干渉計の構造。入射した光は FP1を通過して、角度 θで反射さ
れ FP2のミラーを通過する。ミラーの移動は FP1, FP2のそれぞれの片方のミラーが乗っている
Transmission stageの移動によって調整する。

FP1のミラー間距離を L1とすると、FP2のミラー間隔は L2 = L1 cosθとなる。スキャンを δL1だ
け動かすとすると、FP1は δL1間隔が変わり、FP2は δL2 · cosθ間隔が変わる。スキャンの長さの
上限は FP2のミラーのせん断変位によって決まり、D/sinθ(Dはミラーの直径)を超えないように
する必要がある。一般的なミラーの直径 (3÷5 cm)であれば数 cmの範囲のスキャンは可能である。
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4.4.4 Micro-focusedブリルアン散乱分光法
本実験で使用したMicro-focusedブリルアン散乱分光法による実験概略図を図 4.34に示す。レー
ザーには緑色 (波長 λ = 532 nm)の単波長源を使用した。元のレーザーは 2つに分けられていて、
安定化のための参照信号として TFPに直接入射される。
試料へ照射される方のレーザーは焦点を小さくするために、単波長かつレーザー分散を抑える
ことが重要になる。そのため、最初のレーザー光を広げ小さい径の絞りを用いて中心部だけを透
過させる。この手法によって垂直偏光が 104倍増加する。偏光角度の揃っている割合が高いこと
で、非弾性散乱から弾性散乱に変わった反射光の切り分け性能が改善できる。
偏光が揃えられた入射光は倍率 100倍の対物レンズ (NA = 0.75)を通過し、集光されて試料へ照
射される。観測された 2点の物体間の最短距離を表す空間分解能 Rは、NAと波長 λを用いて以
下の式で定義される。

R = 0.61 · λ
NA

(4.19)

この式から、空間分解能 R = 432 nmとなる。しかし、実際のレーザー径はガウシアン分布に
なっており、半値幅から定義するとR = 250 nmとなる。これを確認するため、Micro-focusedブリ
ルアン散乱分光法の空間分解能を調べた研究がある [67]。試料は図 4.32(a)Si基板上にAl細線を
間隔 sで配置しており、レーザスポットを矢印に示ような、細線と直行する方向にに掃引してい
る。間隔 sは 100 nmから 1 µmまで変化させた。図 4.32(b)では測定した反射光強度であり、sが
200 nm以下になると隣接する細線との強度が重なっていることから分解能が得られていない。s
が 250 nm遺贈では反射光が半値幅の部分で強度分布が明確に分離されており、250 nmの空間分
解能が得られていることが確認されている。
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Spacing s (nm)(a) (b)

図 4.32: (a)試料の顕微鏡写真。Si基板上にAl細線を間隔 sで配置しており、レーザスポットを矢
印に示ような、細線と直行する方向にに掃引している。(b)Al細線の間隔 sを変化させたときの反
射光強度。[67]

後方散乱によるレーザーは偏光ビームスプリッタを通過することで、マグノンによって偏光が
90◦回転した光子のみ TFPへ向かう。他の光子は偏光ビームスプリッタを反射しフォトダイオー
ドによって検出される。フォトダイオードによて検出された光子は、レンズの焦点合わせによっ
て使用される。
ブリルアン散乱分光法では、スピン波の周波数・波数によってエネルギーと運動量が変化した
光子を検出する。しかし、反射した光子はスピン波の波数によって反射する角度が変化するため、
レンズの径に収まる角度変化でないと検出ができない。反射した光子がレンズの径に収まる最大
角度 θmaxはNAを使用して

NA = nsin(θmax) (4.20)

で表される。この式から、測定でいる最大波数 kmaxは

kmax =
4π
λL

NA (4.21)

と表すことができる。ただし、λLは入射レーザーの波長である。今回使用したMicro-focused
ブリルアン散乱分光法での実験セットアップで計算すると、kmax = 1.8× 107 rad/mとなった。図
4.33のように波数が k > 1.8×107 rad/mになると反射光がレンズ内に入らず、検出ができない。本
実験で使用するスピン波の波数はDipoleモードが支配的な 105付近であるため、検出可能な波数
になっている。
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図 4.33: Micro-focusedブリルアン散乱分光法での波数の検出限界
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実際の測定系の写真を図 4.35に示す。図 4.35(a)では、タンデム・ファブリペロー干渉計の装置
を示している。図 4.35(b)では、試料台に関する測定系のセットアップを示している。試料台の上
にカメラを配置し、プローバーを取り付けるために使用している。試料がレンズの焦点に対応す
る高さに電磁石の中心になるように配置している。試料の移動には圧電効果で動作するモーショ
ンコントローラー (Model XPS Newport)を使用した。

Sample Electromagnet

Microscope

TFP

Polarizing beam splitter

CCD camera

Photodiode

Laser
(532 nm)

Mirror

Mirror

Diagram

図 4.34: Micro-focusedブリルアン散乱分光法の実験概略図
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(a)

(b)

Tandem Fabry-Perot interferemeter

電磁石

試料台

CCDカメラ

モーションコントローラー

図 4.35: Micro-focusedブリルアン散乱分光法の実際の装置セットアップ

実際に、周波数 f = 6 GHzのスピン波を検出した場合、Micro-focusedブリルアン散乱分光法よ
りタンデムファブリペロー干渉計を用いて検出されたスペクトルは図 4.36のようになる。
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図 4.36: Micro-focusedブリルアン散乱分光法によって検出した光子スペクトル

Micro-focusedブリルアン散乱分光法によって検出した光子スペクトルとスピン波強度は以下の
関係で示される [64–66]。

ISW ∝
√

IBLS (4.22)

スピン波導波路は分散型材料により帯域が広がるため、光子スペクトルの帯域に対して積分値
でスピン波強度を算出した。その式は

ISW ≡
∫ fmax

fmin

√
IBLSd f (4.23)

と定義した。
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スピン波強度の空間分布の測定
本実験ではMicro-focusedブリルアン散乱分光法によりスピン波強度の空間分布を測定した。試
料台はモーションコントローラー (Model XPS Newport)を使用した。XYZ軸の 3方向での移動が
必要であり、分解能は最低 10 nmで範囲は 100 µm以上が求められる。
試料の移動は要求される精度が横方向 (x,y軸)と縦方向 (z軸)で異なるために、それぞれ独立に
移動させた方がよい。本実験で使用したモーションコントローラーは圧電素子を用いて移動を行っ
ており、XYZ軸それぞれ独立に移動的できる。試料を観測するために CCDカメラを使用し、青
色レーザから白色光を抜き取り図 4.37のような白黒画像を映し、実時間でモニタリングした。
試料のドリフトなどによって試料の x, y軸方向はずれていくため、動的な調整が必要になる。ド
リフトを検出するために、参照画像のパターン認識を使用した。参照画像はリアルタイムのCCD
画像により選択するため、本実験では図 4.37に示す特徴領域を参照画像とした。参照画像のパター
ンとして、曲線・エッジ・色の濃淡といった特徴量が多い領域が望ましい。そのため、帰還構造
の曲線部と、アンテナ・導波路のパーマロイ・基板の SiO2の色の濃淡がある領域に指定した。
焦点にかかわる z軸方向については、測定中に焦点距離の範囲内よりも十分小さい振動にする
必要があるため、x, y軸よりも分解能の高い調節が必要になる。本実験では焦点位置になると光の
反射強度が最大になることを利用し、反射光をフォトダイオードで検出した。測定点を移動する
ごとに z軸を掃引し、反射光の最大値の位置を探すことで動的に調整した。
これらの装置を利用して、以下の手順で測定を行った。

1. 顕微鏡画像から特徴領域を定義し、相対座標を指定する。図 4.37では、アンテナと帰還構
造の曲線部分を特徴領域としている。

2. 測定したい領域に対して行×列を指定し、初めに測定する位置にレーザーの位置を合わせる。

3. 高周波・外部磁場を出力する。

4. 試料から反射してきた光をフォトダイオードで検出し、焦点合わせのために試料台高さ (z
軸)をフォトダイオードのの電圧が最大になるように調整する。高さ方向 (z軸)のスキャン
範囲は ±300 nmの範囲とした。

5. TFPにより光子のスペクトルを測定 (5∼20分)

6. 高周波信号の出力をオフ (熱の影響を排除するため 10秒待機)

7. 再度高周波信号の出力をオン

8. 次に測定する位置に自動的にステージが移動

9. 4番の手順に戻り、測定点全部の測定が終わるまで繰り返す
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20 mm

図 4.37: スピン波強度の空間分布の測定における CCDカメラ図
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4.5 スルー型アンテナを使用したスピン波帰還構造の測定結果
以上の測定セットアップを元に、スピン帰還構造を用いたスピン波の増大実験を行った。実験概
略図を図 4.38に示す。試料はパーマロイ (Py)薄膜を用いており、厚さ t = 50 nm、線幅は wPy = 2
µmである。また、図 4.38より、2アンテナによるスピン波励起励起を行った。アンテナ 1に対し
てはGround-Signal-Ground(GSG)プローブを採用している。アンテナ２も同様であり、線幅は両
方とも wAu = 3 µmである。励起周波数は f = 5.93 GHzであり、高周波発生器 (Anritsu MG3692C)
より発生させる。また、高周波信号をスプリッターで分岐させ、アンテナ 2に繋がる方に位相変
調器 (ARRA 6425E)を接続する。位相変調器は 0◦から 200◦まで変更させた。励起パワーはそれ
ぞれのアンテナに P = 210 mWを入力した。外部磁場はHext = 400 Oeをアンテナに対して平行に
印加した。

abb

図 4.38: スピン波帰還構造を用いた実験概略図

本実験では、帰還構造の増幅率を評価するため、直線のみの導波路の参照試料を作製した。そ
れを図 4.39に示す。図 4.39(a)は帰還構造の実際の顕微鏡写真であり、倍率は 50倍である。アン
テナ 1の線幅はw1 = 3 µm、間隔は g1 = 3 µmであり、帰還構造の直線部の端部分に配置している。
アンテナ 2の線幅はw2 = 3 µmであり、帰還構造のループ回路の中心である距離 x = 20 µmに横切
るように配置している。
直線のみの参照試料を図 4.39(b)に示す。線幅は帰還構造の線幅と同じであり、アンテナの寸法
と配置する位置も同じにしてある。
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図 4.39: 帰還構造と増幅率評価のための参照試料

4.5.1 直線部におけるスピン波強度の空間分布
ブリルアン散乱分光法により直線部におけるスピン波強度の空間分布を測定した。励起周波数

6 GHzより、スピン波強度 ISWは式 (4.23)を用いて

ISW ≡
∫ 6.5GHz

5.5GHz
IBLSd f (4.24)

と定義した。ブリルアン散乱分光法では Stokes, Anti-Stokes過程の両方に光子強度が検出される
ため、スピン波強度 ISW2つのスペクトルを足し合わせた強度とした。その結果を図 4.40に示す。
アンテナ２に接続している位相変調器によって、位相は θ = 130◦にしている。距離 x = 0 µmの
とき、スピン波強度は ISW = 230であり、距離が長くなるにつれて単調に減少していく。最小強
度は x = 11 µmで ISW = 17.8であった。アンテナ２近傍では、距離 x = 21 µmにおいてスピン波強
度 ISW = 400であり、帰還構造において最大強度であった。その後、単調に減少していき、距離 x
= 33 µmで 14.3に減少する。しかし、その後は距離が進んでもほとんどスピン波強度は一定にな
り、距離 x = 39 µでスピン波強度 ISW = 10.1となった。距離が長くなった時の強度が、熱励起で
無いことを確認するため、高周波電力を入れない (P = 0 mW)ときの強度と比較した。
熱励起 (P = 0 mW)のときの測定結果を、図 4.40の緑色の四角に示す。その結果、距離によら
ずほとんど一定になり、平均のスピン波強度は ISW = 2.5となった。そのため、高周波電力によっ
て励起されたスピン波は、帰還構造のループ回路を伝搬し、強度が一定になっていることが明ら
かとなった。
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図 4.40: 帰還構造での直線部におけるスピン波強度の空間分布

帰還構造のスピン波強度を比較するため、2アンテナ励起の構造の参照試料でも同様の測定を
行った。その結果を図 4.41に示す。距離 x = 0 µmのときスピン波強度 ISW = 300であり、単調に
減少し、距離 x = 11 µmで ISW = 22.5になる。距離 0 < x < 18 µmの強度変化は帰還構造と類似し
ている。しかし、アンテナ 2近傍である距離 x = 21 µmでは ISW = 305となっており、帰還構造よ
りも小さい値になった。距離 25 < x < 38 µmの領域内でも、帰還構造よりも急激に減衰している。
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図 4.41: 参照試料での直線部におけるスピン波強度の空間分布

4.5.2 出力部での励起位相による強度依存性
スピン波帰還構造は、干渉による影響が大きいため位相による強度変化が重要であると考えた。
そこで、帰還構造の出力部である距離 x = 31 µmにおいて、位相変調器によって励起位相による
スピン波強度依存性を測定した。その結果を図 4.42に示す。赤丸は帰還構造を表し、青丸は直線
導波路のみの参照試料のスピン波強度を示している。帰還構造では、励起位相 θ = 107◦, 130◦のと
きにそれぞれ ISW = 34.7, 34.6であるが、励起位相 θ = 150◦のとき ISW = 26.2になった。しかし、
参照試料では励起位相によるスピン波強度の変化は見られず、スピン波強度は平均 ISW = 10.0で
あった。そのため、帰還構造による位相の干渉によってスピン波強度は大きく変化することが確
認でき、強め合う位相に合わせれば最大 3.4倍のスピン波が増大した。
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図 4.42: 出力部での励起位相による強度依存性

図 4.42でのランダムな振動は、測定系の誤差の可能性もある。しかし、実際に測定した光子数
では最小値・最大値で 2倍以上あることから、測定系の誤差ではないと判断した。グラフ上で差
が小さくなっているのは、式 (4.22)から光子数を平方根に変換してスピン波強度の比にしたから
である。
ランダムな振動をより詳細に解析するため、励起位相による強度依存性を計 5回測定し、エラー
バーを付けた。その結果を図 4.43に示す。
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図 4.43: 5回測定時の出力部での励起位相による強度依存性。5回分測定の平均値として標準偏差
をエラーバーとして表示している。

出力部のスピン波強度から、増幅効率を算出する。帰還構造の場合、スピン強度比 ISW(x =
31µm)/ISW(x = 0µm)より 15.1 % (84.9 %の損失)となる。参照試料の場合、スピン波強度 ISW(x =
31µm)/ISW(x = 0µm)より 3.3 % (96.7 %の損失)となった。

4.5.3 曲線部におけるスピン波強度の空間分布
帰還構造によるスピン波の増大を解析するため、ループ回路の曲線部におけるスピン波強度の
空間分布を測定した。リング部では幅方向における強度も重要になるため、内側 (Inner)・真ん中
(Centre)・外側 (Outer)の３列で空間分布を測定した。励起位相は出力部において強度が最大・最
小位相である θ = 130◦, 150◦でそれぞれ測定を行った。
右側リング部おけるスピン波強度の空間分布を図 4.44に示す。右側リング部では、干渉点 αに
おいてスピン波強度が強くなっている。位相 θ = 130◦では
• 内側 [図 4.44(a)]: ISW = 572

• 真ん中 [図 4.44(b)]: ISW = 321
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• 外側 [図 4.44(c)]: ISW = 309

となっている。位相 θ = 150◦では

• 内側 [図 4.44(d)]: ISW = 468

• 真ん中 [図 4.44(e)]: ISW = 277

• 外側 [図 4.44(f)]: ISW = 270

となった。これらの結果から、スピン波強度はアンテナ 1とアンテナ 2からのスピン波の干渉
による位相合わせによって大きく変化していることが明らかとなった。また内側・真ん中・外側
によって大きく強度が異なっており、幅方向によるスピン波伝搬の影響が表れていた。
次に、リング部の底の部分でのスピン波強度を比較を行う。位相 θ = 130◦では

• 内側 [図 4.44(a)]: ISW = 385

• 真ん中 [図 4.44(b)]: ISW = 432

• 外側 [図 4.44(c)]: ISW = 601

となっている。位相 θ = 150◦では

• 内側 [図 4.44(d)]: ISW = 317

• 真ん中 [図 4.44(e)]: ISW = 468

• 外側 [図 4.44(f)]: ISW = 500

となった。リング部の底においても、励起位相によってスピン波強度が異なっていた。リング
部において、スピン波強度が弱い部分でも平均 ISW = 33.3で推移しており、熱励起によるスピン
波強度 ISWよりも十分大きい強度が観測できたことから、スピン波は右側リングを伝搬している
ことを確認できた。また、干渉点 αのスピン波強度と比較して、リングの底のスピン波強度の方
が大きくなっていた。そのため、アンテナ 1,2から励起されるスピン波の干渉だけでなく、ループ
回路を繰り返し周回したことによるスピン波強度の増大が生じた。
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図 4.44: 右側リングの空間分布

ループ回路のスピン波伝搬を解析するため、マイクロ電磁界シミュレーションソフト (Mumax3)
を利用してリング部での内部磁場 Hinを計算した。その解析結果を図 4.47(a)に示す。帰還構造の
上の直線部と下の直線部において、外部磁場の印加方向である y軸における内部磁場は反磁場Hd

によってHin = 360 Oeまで減少している。リング部においては赤色の領域に示すように、Hin = 400
Oeとなっている。リング部においては、内部磁場の勾配が発生している。この磁場勾配によって
モード変換バンドが生成されるため、異なるスピン波の伝搬モードであっても大きな損失なくス
ピン波がリング部を伝搬する。本実験では表面スピン波 (MSSW)と後進体積スピン波 (BVMSW)
であるため、式 (2.63) ,(2.80)を使用した。ただし、磁気回転比 µ0γ = 2.21×104 Hz·A−1、飽和磁化
Ms = 7.95×105 A/m、厚さ d = 50 nmである。実験から求めた数値はそれぞれ ( f ,k) = 5.93 GHz, 0.1
µm−1であり、図 4.47(b)の白色の領域に相当する。そのため、リング部の中心部でモードが表面
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スピン波から後進体積スピン波 eに変換され、リング部から直線部に戻る場合も同様にモード変
換が発生する。
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図 4.45: 右側リングの内部磁場勾配

左側リング部おけるスピン波強度の空間分布を図 4.44に示す。左側リング部では、干渉点 βに
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おいてスピン波強度が強くなっている。位相 θ = 130◦では

• 内側 [図 4.44(a)]: ISW = 78.4

• 真ん中 [図 4.44(b)]: ISW = 63.5

• 外側 [図 4.44(c)]: ISW = 325

となっている。位相 θ = 150◦では

• 内側 [図 4.44(d)]: ISW = 123

• 真ん中 [図 4.44(e)]: ISW = 58.7

• 外側 [図 4.44(f)]: ISW = 240

リング部において、スピン波強度が弱い部分でも平均 ISW = 12.3で推移しており、熱励起によ
るスピン波強度 ISWよりも十分大きい強度が観測できたことから、スピン波は左側リング部を伝
搬していることを確認できた。これらのリング部の結果から、スピン波はループ回路全体を全般
していることがわかり、スピン波がループ回路を周回していることを明らかにした。
右側リング部、左側リング部で、平均強度がそれぞれ ISW = 33.3、ISW = 12.3であることから、
左右のリング部で大きく強度が異なっていた。これはアンテナ 1から干渉点 βに直接励起された
ことはないことを示しており、干渉点で 1次励起、2次励起によるスピン波の干渉によるものだと
いうことを示している。
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図 4.46: 左側リングの空間分布

ループ回路のスピン波伝搬を解析するため、マイクロ電磁界シミュレーションソフト (Mumax3)
を利用してリング部での内部磁場 Hinを計算した。その解析結果を図 4.47(a)に示す。この結果も
右側リングと同様にリング部で内部磁場勾配が発生していることがわかる。図 4.47(b)より、表面
スピン波 (MSSW)と後進体積スピン波 (BVMSW)における分散関係を示す。リング部の内部磁場
勾配と対応させると、白色の領域に示す変換バンドが生成されていることがわかる。
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図 4.47: 左側リングの内部磁場勾配
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4.5.4 出力部における周波数特性
帰還構造によるスピン波増幅効率について、波数分散による影響を考察した。帰還構造は直線
のみの参照試料と比較して干渉点が多く、位相の少しのずれが増幅効率に大きく影響する。波数
分散が大きいと、干渉効率を低下させる要因になる。波数分散による影響を調べるため、出力部
における距離 x = 21∼39 µmでの測定点において、Micro-focusedブリルアン散乱分光法で検出し
た周波数スペクトルを解析する。それらの結果を図 4.48に示す。
周波数分散の解析のため、Stokes過程において検出された周波数スペクトルのみで比較を行い、
励起位相は出力部でスピン波強度が最大である θ = 130◦に設定した。参照試料と周波数分散を比
較すると、帰還構造の方が、距離 x = 24∼28 µmにおいて高周波成分において広がりが見られた。
この周波数分散を解析するため、それぞれの周波数スペクトルを全半値幅 (FWHM)で評価した。
その結果を図 4.49に示す。
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図 4.48: Micro-focusedブリルアン散乱分光法によって検出した周波数スペクトル

帰還構造と参照試料のどちらも、距離 21< x <26 µmでは全半値幅 ∆ f = 0.4 GHzでほとんど一
定である。しかし、距離 x > 27 µになると参照試料の FWHMはランダムに増大し、距離 x = 27
,31 µmで ∆ f = 1.5 GHz、距離 x = 36 µmで ∆ f = 0.51 GHzになった。一方で帰還構造における
FWHMは距離によらず∆ f = 0.4 GHzでほとんど一定であった。出力部 x > 30 µmでは、帰還構造
の FWHMは参照試料と比較して小さくなっている。このことから、帰還構造は周波数分散が小さ
くなっていることにより干渉による強め合いが効率よく行われ、増幅効率が増大したことが考え
られた。
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図 4.49: 全半値幅による解析結果
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4.5.5 励起位相によるスピン波強度のランダムな振動
出力部における励起位相によるスピン波強度依存性より、励起位相によってランダムな振動が
見られた。上記のマイクロメートルサイズのスピン波帰還構造の実験において、励起位相 θ = 130◦

のときの幅方向を含めたリング部でのスピン波の強度分布を図 4.50に示す。

ISW 33012 ISW 57012

図 4.50: リング部における幅方向のスピン波強度の違い

リング部でのスピン波強度の空間分布から幅方向の伝搬によってスピン波伝搬が複雑になって
いる可能性がある。すべての幅方向の伝搬を考慮したモデル式を作製するのは困難であるため、
リング部で測定した 3列でのスピン波伝搬を考慮した。
スピン波の強度分布は、以下の式で表すことができる。

ISW = y0+ sin(k · x+ θ) (4.25)

ただし、y0はスピン波強度のオフセット、kはスピン波の波数、xはリング部上部のアンテナ 2
近傍を 0としたときの伝搬距離、θは位相を表している。リング部でのスピン波強度の空間分布
の測定結果である図 4.46より、列ごとに 1次元の空間分布に対して以下の式でフィッティングを
行った。その結果を、図 4.51に示す。
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図 4.51: 励起位相 θ = 130◦のときのリング部におけるスピン波の強度分布でのフィッティング (a)
Outer (b) Centre (c) Innerそれぞれのスピン波の強度分布とフィッティング結果を表している。

ただし、初期位相はOuterの列に対応するスピン波の波長の位相を基準としている。フィッティ
ングを行った結果として、それらの式は
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ISW(outer) = 50+30sin(1.3×106 · x+0) (4.26)

lSW(centre) = 30+15sin(1.3×106 · x− 19
20
π) (4.27)

lSW(inner) = 30+12sin(1.3×106 · x− 11
25
π) (4.28)

で表される。これらの結果から、リング部の幅方向によって位相ずれが発生していることがわ
かった。同様に励起位相を変えた θ = 150◦のときも同様にフィッティングを行った。その結果を、
図 4.52に示す。
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図 4.52: 励起位相 θ = 150◦のときのリング部におけるスピン波の強度分布でのフィッティング。 (a)
Outer (b) Centre (c) Innerそれぞれのスピン波の強度分布とフィッティング結果を表している。

フィッティングを行った結果として、それらの式は
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ISW(outer) = 50+30sin(1.3×106 · x− 4
25
π) (4.29)

lSW(centre) = 30+15sin(1.3×106 · x+ 1
2
π) (4.30)

lSW(inner) = 30+12sin(1.3×106 · x− 19
20
π) (4.31)

で表される。
励起位相を変更したときの波長の初期位相 θは励起位相によらず、ランダムに変化していた。幅
方向の 3列すべてにおいても同様にランダムな位相変化が観測された。本研究では 3列でのモデ
ル式を算出したが、経路長が異なる場合の共振条件の式 (4.3)より、3列のみで簡易化したモデル
でも 9つの共振条件があることから、幅方向による伝搬による複雑な伝搬によって励起位相がラ
ンダムに変化していることが考えられた。
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4.6 スピン波帰還構造の周回運動の解析
これまでの実験では、微細化した帰還構造を用いてスピン波増大効果を観測することができた。
しかし、伝搬効率が 15.1 %と悪いことから増幅効率を上げる必要がある。本節では、スピン波の
周回運動を解析することで、スピン波増大の要因について考察した。周回運動の中で、直線部と
リング部が接続されている干渉点での分岐比による特性を解析した。
スピン波帰還構造のアンテナ配置により、スピン波の周回運動は図 4.53に示される。例として、
分岐比が直線部とリング部で 1:1のときを考えた。アンテナ 1,2から励起されるスピン波強度を 1
としている。ただし、このモデルでは簡略化のため、曲線伝搬での伝搬損失や磁気ダンピングに
よる伝搬損失は無視している。

Feedback 

Reference 

1 1 1

1 1

0.5 0

(a)

(b)

Antenna1 Antenna2

Antenna1 Antenna2

図 4.53: 分岐比が直線部とリング部で 1:1のときのスピン波の伝搬モデル (a)帰還構造におけるス
ピン波伝搬。 (b)参照試料におけるスピン波伝搬。

スピン波帰還構造での伝搬である図 4.53(a)より、ループ回路は右回りの伝搬によって増幅が実
現する。しかし、アンテナ 2は右回りに寄与するスピン波だけでなく、逆方向である左回りに寄
与するスピン波も同時に励起する。そのため、左側のリングでの伝搬は打ち消され、ループ回路
通過後の出力でのスピン波強度はアンテナ 1で励起される強度 1のまま伝搬する。
同様の条件で参照試料の伝搬を示したモデルを図 4.53(b)に示す。アンテナ 1から励起されたス
ピン波はアンテナ 2から励起される左方向のスピン波に打ち消され、出力でのスピン波強度は 1
となる。
これらの帰還構造と参照試料の伝搬モデルの比較から、分岐比が 1:1のときは出力強度に差は
生まれないことがわかる。
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スピン波帰還構造の分岐比による増幅率試算
前節では、分岐比が直線部とリング部で 1:1の場合のみを考慮した。そこで、分岐比を直線部
とリング部で 2:3としたときの伝搬モデルを考える。図 4.54では 1週目と 2週目における伝搬モ
デルを示す。

1 1.92

1.92 1

0.4 3.2 1.28

1.32 1.92

1 10.4 2 0.8

1.20.4

1 1

1

2

図 4.54: 分岐比が直線部とリング部で 2:3のときのスピン波の伝搬モデル。ループ回路において右
回りのスピン波が強度が大きくなるため、1週目、2週目と周回するにつれて出力部でのスピン波
強度が増大する。

分岐で直線部よりリング部に流入するスピン波強度が大きいと、図 4.54より右側リング部にお
いて右回りのスピン波が伝搬することになる。その結果、右回りで伝搬したスピン波はアンテナ
2を介してループ回路を周回するごとに増大する。分岐比を直線部とリング部で P : Qとして、n
週目における増幅率 Aを式で表すと、

An = An−1(1+Q) (4.32)

となる。この式 (4.32)から、分岐比がQ/P =リング部/直線部 > 1でないと増幅はできない。そ
のため、増幅条件として、分岐点において直線部よりもループ回路に流入するスピン波強度を大
きくする必要がある。
アンテナから励起されるスピン波強度を 1と定義し、P : Q = 0.4 : 0.6としたとき、周回の回数
に対する増幅率依存性を図 4.55に示す。1週目では A1 = 0.8であるが、2週目以降は A2 = 1.28と
なり、6週目までいくと A6 = 13.4となりスピン波が増幅していく。ただし、実際のスピン波帰還
構造では 3.4倍の増幅率でとどまっていることから、磁気ダンピングによる伝搬損失と曲線部で
の伝搬損失によってある閾値で増幅率が飽和していると考えられた。
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図 4.55: 分岐比が直線部とリング部で 2:3のとき、ループ回路の周回回数に対する増幅率依存性。

スピン波帰還構造の線幅による分岐比依存性
周回運動の解析から、スピン波帰還構造で増幅率を向上させるには分岐比が重要であることを
明らかにした。作製したマイクロメートルサイズの帰還構造を用いて、分岐を実際に算出して線
幅ごとに比較した。その結果を図 4.56に示す。
線幅 wPy = 2 µmのスピン波帰還構造に対して、Micro-focusedブリルアン散乱分光法によって
分岐部分を 5列分のスピン波強度の空間分布を測定した。その結果を図 4.56(a)に示す。分岐比は
P(直線部) : Q(リング部) = 34.3 : 118.1 ≃ 7 : 2となり、リング部への流入の方が大きくなっていた。
この結果から、線幅 wPy = 2 µmのスピン波帰還構造では、増幅条件Q/P > 1を満たしていること
を明らかにした。
線幅 wPy = 3 µのスピン波帰還構造に対して、Micro-focusedブリルアン散乱分光法によって分
岐部分を中心 1列分のスピン波強度の空間分布を測定した。その結果を図 4.56(b)に示す。分岐比
は P(直線部) : Q(リング部) = 41.9 : 56.7 ≃ 3 : 4となり、リング部への流入の方が大きくなってい
た。線幅 wPy = 3 µmも増幅条件を満たしていたが、線幅 wPy = 2 µmよりも分岐比に対するリン
グ部への流入が小さい。式 (4.32)より分岐比に対するリング部への流入が多い (増幅条件 Q/Pの
値が大きい)方が増幅効率がよくなるため、線幅が細い方が増幅効率が良くなると考えられた。そ
こで、線幅 wPy = 1 µmも同様に分岐比を測定した。その結果を図 4.57に示す。
線幅 wPy = 2 µmでは分岐比 Q/P = 3.44であったが、線幅 wPy = 1 µmでは Q/P = 1.35に低下し
た。この結果から線幅を細くするだけでなく、曲率や波数を考慮した最適化が必要だとわかった。
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図 4.56: スピン波帰還構造の線幅による分岐比のイメージ (a)線幅wPy = 2 µm (b)線幅wPy = 3 µm
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図 4.57: 帰還構造の線幅に対する分岐比依存性。分岐比はQ/Pとしており、1以上で帰還構造の増
幅条件を満たす。
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4.7 スピン波帰還構造の設計最適化
前節では、増幅効率の上昇のため分岐比における解析を行った。増幅効率の上昇のためには、分
岐比に加え、ループ長・周波数・波数といった複数のパラメーターを最適化する必要がある。し
かし、本研究で考案したスピン波帰還構造は最適化するためのパラメーターが多く、すべてを解
析するには莫大な時間がかかる。そこで、スピン波帰還構造のリング型ループ回路の形状を変化
させた試料を複数作製して比較することで、最適化のための指標を作製できないかと考えた。本
実験では、マイクロメートルサイズの帰還構造のリング長を変更した導波路を作製した。
実験のセットアップは図 4.75のナノ帰還構造と同様の配置であり、2つのアンテナを用いてス
ピン波を励起する。周波数は f = 6 GHz、電力はアンテナ 1,2それぞれを Pin = 210 mWである。
アンテナの線幅は w1 = w2 = 3 µmである。スピン波の検出にはMicro-focusedブリルアン散乱分
光法を使用した。
リング長を変更させた帰還構造を図 4.58に示す。ループ回路の直線部分 LRをそれぞれ (a) LR =

10 µm、(b) LR = 4 µm、(c) LR = 2 µmで作製した。線幅はwPy = 2 µm、ループ径R = 4 µmである。

(a)

(b)

(c)

LR

LR

LR

20100 30
x

[mm]

図 4.58: リング長を変えた帰還構造
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4.7.1 ループ全長の変化による増幅率依存性
Micro-focusedブリルアン散乱分光法を使用し、帰還構造の直線部におけるスピン波強度の空間
分布を測定した結果を図 4.59に示す。直線部の全長 x = 39 µmにおいて線幅の中心の計 40点を測
定した。励起周波数は fin = 6 GHz、電力は Pin = 210 mWをAntenna1, 2それぞれに入力しスピン
波を励起した。
帰還構造のリング長 LR = 2 µmと LR = 4 µmにおいて、距離 22 < x < 27 µmでスピン波強度は同
じ値で推移しており、一方でリング長 LR = 10 µmは急激な減衰が観測された。出力部の距離 x =
35 µmにおいて、リング長 LR = 2 µmと LR = 4 µmのスピン波強度はリング長 LR = 10 µmと比較
して 2.3倍の強度になった。この結果から、リング長が短いほど増幅効率が良いことがわかった。
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図 4.59: リング長の変化ごとの直線部のスピン波強度

この原因を解析するため、Micro-focusedブリルアン散乱分光法によって検出した周波数スペク
トルを比較した。それを図 4.60に示す。図 4.60(a)はアンテナ 2近傍、図 4.60(b)は出力部での周
波数スペクトルである。双方のスペクトルピークをリング長 (LR)ごとに比較すると、リング長 LR

= 10 µmは周波数 f = 6.1 GHz、リング長 LR = 2 µmと LR = 4 µmでは 5.9 GHzとなり、リング長
によって周波数がシフトしていた。
これらの実験結果により、ループ長の変化によって増幅率の変化を観測したと同時に、周波数
もシフトしていることを明らかとした。
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図 4.60: Micro-focusedブリルアン散乱分光法によるスピン波の周波数スペクトル (a) アンテナ 2
近傍での周波数スペクトル (b)出力部 (x = 31 µm)における周波数スペクトル

143



4.7.2 シミュレーションによるループ全長依存性
実験の結果から、ループ全長によるスピン波増幅率の変化と周波数シフトを観測することがで
きた。しかし、実験値からでは 3つ分の試料のみのデータであるため、スピン波帰還構造の最適
化指標を算出するにはサンプル数が不足している。そのため、マイクロ電磁界シミュレーション
ソフト (Mumax3)を用いて、リング全長 LRT を変更したときの特性を計算した。ループ回路の直
線部を LR = 0∼23.3 µmで計 20パターンを作成して解析を行った。セルサイズは 20 nm×20 nm×50
nmであり、励起磁場は Hx = Hy =5 Oeでスピン波を励起した。
シミュレーションによるスピン波帰還構造の伝搬特性を図 4.61に示す。ループ全長は LRT = 45.1

µmのときであり、スピン波をアンテナから励起してからの時間は t = 31 nsである。ただし、面
内垂直の磁化成分mzの変化を正規化した値を使用している。

 mz 0.00005-0.00005
x

z
y

Antenna1 Antenna2

t = 31 ns

図 4.61: 帰還構造でのスピン波強度の空間分布。面内垂直の磁化 (z軸方向)の傾きを正規化した値
でスピン波強度を示している。

図 4.61ではループ全長スピン波帰還構造における空間分布から、スピン波は出力部まで伝搬し
ていることをが確認できた。スピン波がループ回路を周回していることを確認するため、出力部
における領域 (距離 x = 31 µm,領域 200 nm× 200 nm)での実時間波形を解析した。その結果を図
4.62に示す。
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図 4.62: 帰還構造の出力部での実時間波形

時間 t = 1 nsになるとアンテナからのスピン波が出力部に到達し、それ以降は t = 4 nsまで帰還
構造のループ回路によってスピン波が増大し、それ以降は磁気ダンピングによる伝搬損失により
減衰と増幅がつり合いスピン波強度が安定した。
ループ全長によるスピン波強度の依存性を図 4.64に示す。スピン波強度は帰還構造の出力部に
おける領域 (距離 x = 31 µm,領域 200 nm× 200 nm)での周波数スペクトルとした。
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図 4.63: ループ全長によるスピン波強度の依存性
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黄色の網掛け部に示す領域 LRT = 25.1 µ m∼ 36.2 µmと LRT = 56.2 µm ∼ 69.5 µmは増幅率が高
く、一方で領域 LRT = 38.4 µm ∼ 54.0 µmは増幅率が低くなり、ループ全長によって極大値が存在
した。
シミュレーションによる結果と実験結果で増幅率を比較するため、実験におけるループ全長 LRT

と出力部でのスピン波強度を示す。ループ全長が LRT = 29.1 µm (LR = 2 µm)、LRT = 35.8 µ m (LR

= 4 µm)のときは増幅率が高い領域にあるのに対して、ループ全長が LRT = 45.1 µm (LR = 10 µm)
のときは増幅率が低い領域にある。これらの結果から、シミュレーションでの増幅率の傾向と一
致した。
次に帰還構造でのスピン波の空間分布から、波数を算出した。波数を算出するため、図 4.64の
上図に示す出力部で解析を行った。
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図 4.64: 空間分布により求めた波数スペクトル

図 4.64(a)では、リング長が短くなると図 4.63の強度に対応して波数スペクトルも減少してい
ることがわかる。また、リング長が短くなると波数が減少傾向にあった。
図 4.64(b)では、リング長ごとに波数のピークを算出した結果である。リング全長 LRT = 60.6

µmのとき波数は最大になり、k = 28856 1/mであり、LRT = 25.7 µmのとき波数は最小になり k =
259703 1/mであった。これらのシミュレーションの結果、ループ全長が長くなると波数が増大す
ることがわかった。また、ループ長が短くなることによる波長の減少は、実験結果による低周波
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シフトと傾向が同じであり、実験と同等の傾向を確認した。
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4.7.3 経路補正係数からの増幅率の評価
実験結果とシミュレーション結果から、双方を比較してマイクロリング光共振器による式 (4.2)
から、共振条件を算出する。
スピン波帰還構造において、シミュレーションでの空間分布における波長を図 4.65により解析
した。増幅率が高い 2つのリング全長 LRT = 27.4 µm, LRT = 67.3 µmにおいてスピン波の空間分布
を示す。

L
RT

 = 67.3 mm 

L
RT

 = 27.4 mm 

lSW

1/2 lSW

1/2 lSW

図 4.65: 直線部・リング部での波長の違い

直線部の波長とリング部の波長を比較した場合、直線部の波長 λS Wに対してリング部の波長は
1/2λS Wになっていた。これはリング部においてスピン波が幅方向に伝搬したことによるものであ
る。波長の違いから、式 (4.2)の共振条件を直線部・リング部でそれぞれ独立で表すと、直線部の
共振条件は

m1 ·λS W = 2LR ·neff1 (4.33)

となり、リング部の共振条件は

m2 ·
1
2
λS W = (LRT −2LR) ·neff2 (4.34)

となる。そのため、式 (4.2)に含まれる経路補正係数 ne f f を基準にスピン波帰還構造の増幅率を
評価する。
リング全長の中で含まれる波の数mについては、まずは波長とリング全長からどれくらいの波
の数が入るのかを推定する。その後に推定した値付近の正の整数を代入していき、経路補正係数
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neffが最も 1に近いときのmを使用する。また、波長に関しては表面スピン波の分散関係式 (2.63)
を用いて、実験結果における周波数スペクトルのピーク値から波数を算出し、波数から波長 λS W

を算出する。その計算結果を表 4.4に示す。

表 4.4: 実験結果による経路補正係数 neffの算出

LR [µm] LRT [µm] f [GHz] k [1/m] λ [µm] m1 m2 neff1 neff2

2 29.1 5.9 140000 7.14 1 4 1.79 0.98
4 33.1 5.9 140000 7.14 1 5 0.89 0.998

10 45.1 6.1 240000 4.17 4 10 0.83 0.92

実験結果による経路補正係数の算出と同様に、シミュレーション結果から経路補正係数 neff を
算出した。その結果を図 4.5に示す。

表 4.5: シミュレーション結果による経路補正係数 neffの算出

LR [µm] LRT [µm] f [GHz] k [1/m] λ [µm] m1 m2 neff1 neff2

0 25.1 5.9 259703 3.85 1 6 - 0.919
1.1 27.4 5.9 266917 3.75 1 6 3.377 0.894
2.2 29.6 5.9 266917 3.75 1 6 1.688 0.894
3.3 31.8 5.9 266917 3.75 1 6 1.126 0.894
4.4 34.0 5.9 266917 3.75 1 6 0.844 0.894
5.5 36.2 5.9 266917 3.75 1 6 0.675 0.894
6.7 38.4 5.9 266917 3.75 1 6 0.563 0.894
7.8 40.7 5.9 274131 3.65 2 6 0.939 0.871
8.9 42.8 5.9 274131 3.65 2 6 0.822 0.871
10 45.1 5.9 274131 3.65 2 6 0.731 0.871
11 47.3 5.9 274131 3.65 3 6 0.986 0.871

12.2 49.5 5.9 274131 3.65 3 6 0.897 0.871
13.3 51.8 5.9 274131 3.65 3 6 0.822 0.871
14.4 54.0 5.9 274131 3.65 3 6 0.759 0.871
15.5 56.2 5.9 281345 3.55 4 7 0.915 0.99
16.6 58.4 5.9 281345 3.55 4 7 0.854 0.99
17.8 60.6 5.9 288559 3.47 5 7 0.976 0.965
18.9 62.9 5.9 281345 3.55 5 7 0.942 0.99
20 65.1 5.9 281345 3.55 5 7 0.89 0.99

21.1 67.3 5.9 274131 3.65 5 7 0.865 1.016
22.2 69.5 5.9 274131 3.65 6 7 0.986 1.016
23.3 71.7 5.9 274131 3.65 6 7 0.939 1.016

これらの結果をもとに、直線部の共振条件において、実験結果とシミュレーション結果から算
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出した経路補正係数に対するスピン波の増幅率依存性を図 4.66に示す。
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図 4.66: 直線部の共振条件において、経路補正係数による増幅率依存性

グラフから経路補正係数に対する増幅率の相関性はなく、直線部の共振条件はスピン波増幅率
には関与しないことがわかった。次にリング部の共振条件において、経路補正係数に対するスピ
ン波の増幅率依存性を図 4.67に示す。
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図 4.67: リング部の共振条件において、経路補正係数による増幅率依存性

図 4.67グラフから経路補正係数が neff = 0.96∼1.02の 1に近い値の場合は増幅率が高く、neff =
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0.85∼0.95の 1から遠い値の場合には増幅率が低い傾向にある。この結果から、帰還構造の増幅率
はリング部での増幅率が支配的であることを明らかとした。
リング部の共振条件が増幅率に起因する要因として、直線部からリング部へ伝搬するときの角
度の違いがあると考えられた。図 4.68のように直線部へ伝搬するときに、スピン波伝搬が直線部
に対して平行に伝搬する場合を考える。この場合、ループ全長に対する経路長の伸びがないため
経路補正係数 neffが 1に近くなり、増幅率が高くなる。一方で、図 4.69のように直線部からリング
部へ伝搬するときにスピン波伝搬が端面を反射しながら伝搬するときを考える。この場合、ルー
プ全長に対する経路長の伸びが大きくなるため、経路補正係数 neffが 1に遠く増幅率が低くなる。
そのため、リング部の共振条件において neff を 1に近づけるようなリング全長・波長を設定する
ことで最適化ができる。

図 4.68: 経路補正係数 neffが 1に近いときのループ回路の伝搬

図 4.69: 経路補正係数 neffが 1から遠いときのループ回路の伝搬

以上の結果から、マイクロリング光共振器に利用される共振条件式をスピン波に利用すること
で、経路補正係数を基準とした最適化指標を作成できた。また、帰還構造における直線部の共振
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条件は増幅率に起因せず、リング部での共振条件が増幅率の変化に支配的であることを明らかに
した。そのため、帰還構造のループ長・周波数・波数・波長から共振条件を利用して経路補正係
数を算出することで、パラメーターごとに帰還構造を作製せずに、スピン波帰還構造の増幅率向
上が可能になる。
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4.8 ナノメートルスピン波帰還構造の開発
図 4.50より、幅方向によるスピン波強度の違いが観測された。また、スピン波帰還構造の最適
化の実験において、幅方向の伝搬が増幅率の低下の要因であることを明らかにした。これら結果
を踏まえてスピン波帰還構造の増幅効率を上げるには、以下の課題を解決する必要がある。

• 出力部に到達する前に磁気摩擦によってスピン波が大きく減衰してしまい、伝搬損失が大
きい

• 幅方向の伝搬が増幅率の低下の要因であるため、1次元的なスピン波伝搬が可能な構造の作
製が必要

これらの課題を解決するため、電子線描画を用いて微細加工を行い、ナノメートルスピン波帰
還構造を作製した。ナノメートルスケールにすることで、絶対的なスピン波伝搬の距離を短くで
きると同時に、幅方向のスピン波伝搬を無視できることから、スピン波伝搬の 1次元化が期待で
きる。幅方向のスピン波伝搬を無視するためには、線幅に対して十分大きい波長である必要があ
る。励起されるスピン波波長 λをアンテナの線幅から試算すると、マイクロメートルサイズの帰
還構造では波長 λ = 6 µm/線幅 w = 2 µmより 3倍となる。一方、今回ナノメートルスケールで作
製予定の資料では、波長 λ = 1200 nm/線幅 w = 300 nmより 4倍になる。試算段階ではあるが、微
細化することでスピン波伝搬を 1次元化できると予想できる。

4.8.1 電子線描画
ナノメートルスケールのパターン描画を行うためには、電子線描画 (Electron Beam Lithography:

EB描画)の手法が必要になる。電子線描画は細かく絞った電子線をパターンに合わせて試料に照
射する手法である。これを波としてみた場合、波長は非常に短くなることから、レーザーリソグ
ラフィーよりも高い分解能でのパターン形成が可能である。
電荷 qを持つ荷電粒子はローレンツ力

FFF = q(EEE+ vvv×BBB) (4.35)

を受けて運動する。q = −eの電子の運動エネルギーを増加させるためには、力が電子の速度 vと
平行方向成分を持つ電場 Eで加速する必要がある。加速電圧が大きいほど電子の運動エネルギー
は高くなり、より微細な描画が可能になる。
分解能を dとすると電子線描画には以下の計算式がある。

d = 0.65(Csλ
3)1/4 (4.36)

ただし、Csは球面収差係数、λは電子線の波長である。分解能を上げるには、Csまたは λを小
さくするかであるが、電極レンズはCsを改善するのが難しいため、λを小さくすることで分解能
を上げる。
例として、電子の加速電圧を 100 kVとすると、波長は λ = 3.9×10−3 mである。ここでCs = 0.5

mmとすると、分解能 dは
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d = 0.65
[
0.5×10−6× (3.9×10−3)3

]1/4

= 0.65
[
3.97×10−2

]1/4

= 0.27 nm

(4.37)

一方、軌道は磁場 BBBで曲がるため、電場磁場の両方を用いて電子ビームを絞ったり、軌道を制
御する。そのため外部からの電場磁場の影響を強く受けることから、常磁性金属のような遮蔽し
にくい磁場雑音には注意が必要である。磁場雑音を防ぐため、レンズ周りに高帯磁率物資を用い
た磁気シールドがかぶせてある。また、磁気シールドが磁化しないように注意する必要がある。
図 4.71に電子線描画装置の概略図を示す。まず、電子ビームが電子銃によって発射され、電磁
石を用いた電極レンズによって試料上に収束されてナノメートルスケールの小さなスポットとな
る。小さスポットを形成するために、電子銃から出る電子を成形するレンズや、最終的な小さな
スポットにするための前段階に配置する縮小レンズ、焦点補正レンズといった多くの電極レンズ
を使用してナノスケールのスポットを形成する。
描画するパターンは装置制御用のコンピューターに格納され、高速データ処理システムを経由
してブランキング制御系およびビーム制御系に送られる。電子ビームはパターンを書くためにブ
ランキング回路によってON/OFFされ、偏向回路の動きで所定の位置に偏光される。偏向電極は
図 4.70のようにコイルによる磁場によってローレンツ力を受けることで軌道を制御でき、ナノス
ケールでの微細なパターン形成を可能にしている。

Object lens

Electron beam

Deflection
electrode 

Sample
Stage

Magnetic field

図 4.70: EB描画装置での偏向電極の原理

これらの電子ビームの制御とステージの制御を組み合わせることで、設計どおりのパターンを
描くことができる。また、ステージの動きを正確に制御するため、レーザー干渉システムを使用
している。
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図 4.71: EB描画装置の構造

本実験で使用したEB描画装置は、ELIONIX製のELS-G100SLである (図 4.72)を使用した。電
子銃は ZrO/Wの熱電解放出型であり、加速電圧は 100 kVに設定した。
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図 4.72: EB描画装置の構造

この装置では、あらかじめ描画するフィールドとビームステップサイズを設定する。フィール
ドサイズはステージにあるステッピングモーターを固定した状態で描画する領域であり、ビーム
ステップサイズは電子ビームをショットする間隔である。この設定値によって、パターンを描画
できる最小線幅が決まる。設定値をまとめたものを表 4.6に示す。
ただし、単位は nmである。今回作成する試料の最小線幅は 300 nmであるため、フィールドサ
イズは 1000 µm、ビームステップサイズは 500000 dotに設定した。フィールドを移動する際はス
テッピングモーターを使用する。
図 4.73にプロセス手順を示す。
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表 4.6: 電子線描画における最小線幅の設定

フィールドサイズ
100 µm 250 µm 500 µm 1000 µm 1500 µm 3000 µm

500000 dot 2 5 10 20 30 60
2000000 dot 0.5 1.25 2.5 5 7.5 15
5000000 dot 0.2 0.5 1 2 3 6
10000000 dot 0.1 0.25 0.5 1 1.5 3

SiO
2基板

ポジレジスト
エスペイサー

ターゲット

ポジ

or

図 4.73: EB描画装置を用いた試料作成プロセス

SiO2基板にポジレジスト (AR-P-6200-18)を塗布する。SiO2基板は絶縁体であるため、このま
ま EB描画を行うと入射した電子が試料表面に滞留してしまう。この現象をチャージアップとい
い、画像のゆがみや明るさのムラ、微細な表面形態が見えないといった問題が発生する。そのた
め、基板表面に導電性を持たせるためにエスペイサーを塗布する。また、基板の対角線の角 2つ
にカーボンテープを張り付けるのでもよい。EB描画によって、パターンが描画された部分に電子
ビームが照査されるため、描画された部分だけレジストがはがれる。その後、現像・リンスを行
い、残りのはがれなかったレジストを取り除く。パターンをスパッタリング・蒸着し、リムーヴ
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で余分な膜をはがす。
実際に作製した帰還構造の導波路・アンテナの写真を図 4.74に示す。帰還構造はパーマロイ

(Ni81Fe19)を使用しており、厚さ d = 50 nm、線幅 w = 300 nm、ループ径 R = 600 nmで作製した。
また、 アンテナ 1,2は Ti(5 nm)/Au(83 nm)で作製し、線幅 w = 300 nm、間隔 wgap = 300 nmで
ある。

図 4.74: 150倍レンズを使用した帰還構造の顕微鏡写真
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4.8.2 実験セットアップ
ナノスピン波帰還構造を用いた実験セットアップを図 4.75に示す。高周波発生器から連続波を
発生させ、分波器によってアンテナ 1,2にそれぞれ連続波を入力する。周波数 f = 6 GHz、電力ア
ンテナ 1,2それぞれは P = 9 mWに設定し、外部磁場はアンテナと平行な方向に Hext = 420 Oeを
印加した。アンテナ 2のみに位相変調器を接続し、励起位相を位相 θ = 0 ∼ 3π/2まで変化させた。
スピン波の検出にはMicro-focusedブリルアン散乱分光法を使用した。最小分解能は 250 nmで
あるため、線幅 w = 300 nmより 1次元の測定のみ行った。

2 3
10

4
x
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w1

wPy w2

R

RF generator

Splitter
Phase shifter

Hext

Probing 
laser light

Antenna1
Antenna2

図 4.75: ナノスピン波帰還構造を用いた実験セットアップ

160



直線部におけるスピン波強度の空間分布
Micro-focusedブリルアン散乱分光法を使用して、直線部におけるスピン波強度の空間分布を測
定した。その結果を図 4.76に示す。
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図 4.76: ナノスピン波帰還構造における直線部でのスピン波強度の空間分布

距離 0 < x < 1.5 µmでは、スピン波は単調に減少し、スピン波強度 ISW = 4で安定している。リ
ング型ループ回路内の距離 1.5 < x < 2.7 µmで再びスピン波強度が増大する。アンテナ 2からのス
ピン波励起が加わる距離 3 < x < 4 µmでは距離 0 < x < 1.5 µmのスピン波強度 ISW = 4まで落ち切
らずに、高いスピン波強度 ISW = 11を維持している。この結果を線幅 w = 2 µmの帰還構造の測
定結果と比較すると、図 4.40より出力部 (x < 30 µmでは距離 x = 10 µmと同じ強度 (ISW = 10)ま
で減衰していることがわかる。この結果から、ナノスピン波帰還構造でのスピン波の増大を確認
することができた。
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4.8.3 出力部における励起位相依存性
直線部での測定において、スピン波の増大がリング型ループ回路でスピン波が周回したことに
よる影響であることを確認するため、マイクロメートルサイズの帰還構造の実験と同様に励起位
相によるスピン波強度依存性を測定した。アンテナ 2に接続されている位相変調器を用いて位相
を θ = 0 ∼ 3π/2まで変化させた。スピン波強度は帰還構造の出力部である距離 x = 3.7 µmで測定
した。その結果を図 4.77に示す。
位相 0 < θ < πまではスピン波強度は ISW = 9∼15の範囲でランダムに強度が変化した。しかし、
位相 π < θ < 3π/2では極大値 ISW = 22が観測された。この結果を線幅 w = 2 µmの帰還構造の測
定結果と比較すると、図 4.42より帰還構造でのスピン波強度は ISW = 24∼34と狭い範囲でのラン
ダムな振動だけであることがわかる。ナノスピン波帰還構造にはランダムな振動に加え、極大値
といった急激な強度変化が観測できたことから、ナノメートルスケールに微細化したことでスピ
ン波の幅方向の伝搬が無くなり、スピン波干渉による効果が増大したと考えられた。
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図 4.77: ナノスピン波帰還構造の出力部における励起位相によるスピン波強度依存性
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4.8.4 ナノ細線によるスピン波の狭帯域化
ナノスピン波帰還構造のスピン波増大効果を考察するため、Micro-focusedブリルアン散乱分光
法によって検出された周波数スペクトルを解析した。
線幅 w = 300 nmの帰還構造における出力部での周波数スペクトルを図 4.79に示す。この周波
数スペクトルについてガウシアンによるピークフィッティングを行った。その結果、ピーク周波
数 f1 = 6.09 GHzであり、FWHMは ∆ f = 184 MHzとなった。
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図 4.78: 線幅 w = 2µmの帰還構造における出力部での周波数スペクトル

次に、線幅 w = 2 µmの帰還構造における出力部での周波数スペクトルを図 4.78に示す。メイ
ンピークは 5.95 GHzであるが、低周波側に広がりがあることがわかった。この周波数スペクトル
についてガウシアンによるピークフィッティングを行った。その結果、1つ目はピーク周波数 f1 =
5.95 GHzであり、FWHMは∆ f = 174 MHzとなり、2つ目はピーク周波数 f1 = 5.73 GHzであり、
FWHMは ∆ f = 371 MHzであった。

163



Frequency [GHz]

P
ow

er
sp

ec
tr

um
 [a

rb
. u

ni
t]

1

WPy = 300 nm

図 4.79: 線幅 w = 300 nmの帰還構造における出力部での周波数スペクトル

これらの結果から、ナノスピン波帰還構造の方が低周波成分 ( f = 5.4∼5.7 GHz)が抑制されてい
ることから、ナノ細線によって周波数分散が抑制されたことが考えられる。この結果を踏まえ、
実験により算出された周波数ピークから、スピン波の分散関係によって波数を算出した。Surface
modeの分散関係式 (2.63)からスピン波の波数と周波数の関係を示したものを図 4.80に示す。

164



F
re

qu
en

cy
 [G

H
z]

Wavenumber [1/mm]

w = 2 mm

w = 300 nm

0 100 200 300
5.6

5.8

6.0

6.2

図 4.80: Surface modeにおける周波数分散

線幅 w = 300 nmのときは周波数 f = 6.1 GHzより波数 k = 264000 1/mから波長 λ = 3.78 µmと
なった。線幅w = 2 µmのときは周波数 f = 5.9 GHzより波数 k = 158000 1/mから波長 λ = 6.33 µm
となった。この結果から、波長 λと線幅 wの関係を算出すると、マイクロメートルサイズの帰還
構造では波長 λ = 6.33 µm/線幅 w = 2 µmより 3.17倍となり、ナノメートルスケールの帰還構造で
は波長 λ = 3.78 µm/線幅 w = 300 nmより 12.6倍となった。この結果から、ナノ細線によって励起
されたスピン波は線幅に対して十分大きな波長とみなせるため、幅方向伝搬の寄与が抑えられた
と考えられる。
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4.8.5 スピン波帰還構造を用いた直列接続
ナノメートルスケールの帰還構造の研究から、微細化によって幅方向伝搬の抑制が抑えられ増
幅効率が上昇したことを明らかにした。そこで、実際に帰還構造を増幅器として使用した場合の
伝搬特性について考える。これまでに研究したマイクロメートルサイズ、ナノメートルサイズの
スピン波帰還構造を用いて、帰還構造を直列接続にしたときの伝搬距離を試算した。
マイクロメートルサイズの帰還構造での増幅効率は、直線部におけるスピン波強度の空間分布
の測定結果である図 4.40から

ISW = 34.8 (x = 31 µm)
ISW = 250 (x = 0 µm)

= 15.1 %

となる。出力部 (x = 31µm)のスピン波強度を、アンテナ 1近傍 (x = 0 µm)での強度で割った
強度を伝搬効率としている。伝搬効率が 100 %以下であることから、アンテナ 2なしでの直列接
続ではスピン波が伝搬しないため、アンテナ 2を配置したときの直列接続を考える。熱励起では
2.5/250=1 %であるため、帰還構造を用いると図 4.81より 1段目が 15.1 %、2段目が 2.28 %、3段
目が 0.34 %となり 3段目でノイズレベル以下になる。そのため、線幅wPy = 2 µmでの帰還構造で
は 2段目まで伝搬可能あり、全長では 78 µmである。

Spin wave
Antenna1 Antenna2

15.1 % (ISW = 34.8) 2.28 % (ISW = 5.25) 0.34 % (ISW = 0.8)

図 4.81: 線幅 wPy = 2 µmでの帰還構造を用いた直接接続

マイクロメートルサイズの帰還構造での増幅効率は、直線部におけるスピン波強度の空間分布
の測定結果である図 4.76から

ISW = 11.5 (x = 4 µm)
ISW = 19 (x = 0 µm)

= 60.5 %

となる。熱励起では 2.5/19= 13.2%であるため、帰還構造を用いると図 4.81より 1段目が 60.5
%、2段目が 36.6 %、3段目が 22.1 %、4段目が 13.4 %、5段目が 8.1 %より 5段目でノイズレベ
ル以下になる。そのため、線幅 wPy = 300 nmでの帰還構造では 3段目まで伝搬可能あり、全長で
は 16 µmである。

Spin wave
Antenna1 Antenna2

60.5 % (ISW = 11.5) 36.6 % (ISW = 7.0) 22.1 % (ISW = 4.2)

図 4.82: 線幅 wPy = 300 nmでの帰還構造を用いた直接接続
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これらの帰還構造の直列接続の試算から、線幅と伝搬距離に対する比較を行う。線幅 wPy = 2
µmでは 78/2=39であるが、線幅wPy = 300 nmでは 16/0.3=53.3であった。そのため、ナノスピン
波帰還構造を用いれば位相の情報を保持した状態で線幅に対して 53.3倍の伝搬距離を確保できる
ことになる。この結果から、微細化を行うことで、帰還構造の増大効率が上昇したことが明らか
となった。

他の試料を用いたときのスピン波帰還構造の有用性
本研究では、微細加工の容易さの面で磁気ダンピングが比較的大きい Permalloy薄膜をスピン波
導波路に使用した。しかし、実用化や高効率化の面では磁気ダンピングが 1桁から 2桁小さいYIG
や Feの単結晶薄膜を導波路を使用することが望まれる。磁気ダンピングが 1桁変わると、およそ
10倍伝搬距離が上昇する。これをもとに試算を行うと以下の表に示されるような結果となる。

表 4.7: 帰還構造における材料ごとの伝搬距離

試料 磁気ダンピング 直列接続での伝搬 [µm]
Prmalloy 0.02 16

YIG 0.0001 1600
Fe(単結晶) 0.001 160

Permalloy薄膜に比べて磁気ダンピングが 1桁小さい Feの単結晶薄膜では、線幅 wFe = 300 nm
に対して 120 µmの伝搬が試算される。また、さらに磁気ダンピングが 1桁小さいYIGの単結晶
薄膜では線幅 wFe = 300 nmに対して 1200 µmの伝搬が試算される。線幅と伝搬距離の比較では
1200/0.3=4000になり、線幅に対して 4000倍の伝搬距離を確保できており、集積回路には十分な
性能を確保できている。直列接続の試算ではアンテナ 2を配置する想定だったが、YIGなどの磁
気ダンピングが小さい試料を用いて帰還構造の伝搬効率が 100 %を超えれば、図 4.83のようにア
ンテナ 2の追加なしにスピン波を伝搬させることも可能になる。

Spin wave
Antenna1

図 4.83: 追加分Antenna2無しの場合での直列接続のイメージ

磁気ダンピングが小さいYIGは帰還構造の導波路として有用だが、微細加工して利用する場合、
YIGは単結晶構造であるために、スパッタリング法において品質の良い薄膜の作製が難しい。本
実験で作製した線幅 2 µmの帰還構造において伝搬測定をMicro-focusedブリルアン散乱分光法を
使用して測定した。図 4.84(a)に実際に作製した試料の顕微鏡図を示す。本実験ではYIGの評価の
ため、1つのアンテナのみでの帰還構造を使用した。帰還構造の直線部でのスピン波の強度分布
を図 4.84(b)に示す。
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図 4.84: (a) YIG薄膜によるスピン波帰還構造の顕微鏡図 (b)線幅 wYIG = 2 µmのYIGによるスピ
ン波帰還構造での直線部でのスピン波強度分布

連続波でスピン波を励起しており、周波数 f = 4.5 GHz、外部磁場はHext = 1200 Oeを印加して
いる。距離 6 µm以降でノイズレベルである 2.5を下回っており、スピン波が帰還構造の中心部ま
で伝搬できていない。
この原因として、Mico-focusedブリルアン散乱分光法において、YIG薄膜は光を透過するため
に反射光が少なく検出されるスピン波強度も小さくなる。また、今回スパッタリング法により作
製した YIGは磁気ダンピングが α = 5×10−3であるため、パーマロイ薄膜と比較して磁気ダンピ
ングが十分に低い薄膜を作製できていない。
これらの課題を解決するには、スパッタリング法やアニール処理といった成膜手法の最適化が
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必要である。しかし、これらの成膜手法による最適化は現在着手したばかりであり、高品質なYIG
を作製するためには時間を要する。そのため、YIG薄膜による帰還構造の実験はここまでとする
が、更なるYIG薄膜の高品質化ができれば、上記の想定通りの帰還構造の性能を達成することは
可能である。
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4.8.6 スピン波帰還構造における微細化の限界
スピン波帰還構造の研究において、微細化すれば増幅効率が増大することを明らかとした。微
細化するにあたり、線幅だけでなく厚み方向の限界も知る必要がある。Py薄膜の場合、厚さ 25
nmまではスピン波伝搬を観測することができている [87]。一方、Pyは強磁性であるために厚みを
薄くするとキュリー温度が下がり強磁性としての性質を失う可能性がある。実際に厚みに対する
キュリー依存性を取得した研究では、Py薄膜の厚みが 10 nm以下になるとキュリー温度が急激に
低下する [88]。そのため、Py薄膜では厚さ 10 nmが導波路として使用できる限界と予想できる。

YIG薄膜においては、厚さ依存性においてスピン波伝搬を逆スピンホール効果によって測定し
た研究がある [89]。この研究では、厚さ 4 nmまでのYIG薄膜を使用してスピン波伝搬を観測で
きており、YIGを用いれば Py薄膜よりも薄い導波路を使用することができる。
これらの試算から、本研究で作製した帰還構造をさらに微細化しても利用可能であることがわ
かり、微細化と伝搬損失の観点ではYIG薄膜の方が有用性がある。

4.8.7 スピン波帰還構造の消費電力の試算
ナノメートルスケールのスピン波帰還構造において、Antenna2の入力電力は 9 mWを使用した。
また、増幅するために使用する持続時間は、マイクメートルスケールで図 4.62のシミュレーショ
ンでの結果が 10 nsであるのを参考にすると、線幅は 0.15倍になったので 1.5 nsとする。これで
消費電力を計算すると、1.35×10−11 Jとなる。CMOSの 1素子分が 1×10−16 Jであるため、単体で
は消費電力はスピン波帰還構造の方が大きくなる。しかし、YIGを利用した場合は磁気損失の小
ささから電力が 1/100に抑えられると想定すると 1.35×10−13 Jになる。また、更なる微細化を行
い、線幅を 50 nmにすると (50 nm × 1 µm × 25 nm)電流は約 1/25、持続時間は 1/4 nsと想定され
るため、1.35×10−15 Jとなる。この消費電力では一度帰還構造でスピン波を増幅して 10素子分以
上の伝搬ができれば CMOSの素子よりも少ない消費電力で信号処理を行うことが可能になる。
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4.9 自立型マグノニック結晶を用いたスピン波帰還構造の増幅制御
本研究では、微細加工によって作製した帰還構造の増幅器としての有用性を示すことができた。
ループ回路により増幅したスピン波は、何回もループするとスピン波が発振してしまい、信号情
報を失う可能性がある。そのため、前節でのマグノニック結晶を用いたスピン波スイッチングの
原理を帰還構造と組み合わせ、増幅率を制御可能な増幅機構の開発を目指す。その概略を図 4.85
に示す。
スピン波の利点である超低消費電力を保持するため、外部電力に頼らずに増幅率を制御するた
め、増幅されたスピン波の誘導起電力を利用する。

Antenna1 Antenna2

Spin waves

Double magnonic crystal
R2

Direct current

a b

AC/DC converter

Induced voltage

+

ー

図 4.85: 自立型マグノニック結晶を用いたスピン波帰還構造

導波路とメアンダ構造を作製するにあたり、寸法を試算する。スピン波帰還構造の実験から、微
細化によってスピン波の幅方向の伝搬が無くなった方が増幅効率が高くなるため、線幅wPy = 300
nmの帰還構造を作製する。
しかし、線幅wPy = 300 nmの帰還構造でマグノニック結晶を作製する場合、図 4.85よりループ
回路の直線距離はD = 2 µmであり、この範囲内でマグノニック結晶を作製する必要がある。想定
としてマグノニック結晶の線幅の組み合わせを表 4.8に示す。
この結果、単一のマグノニック結晶では線幅 50 nm以下、2つ以上のマグノニック結晶を使用
する場合は線幅 30∼20 nmとなった。現在使用している EB装置では、線幅 100 nm以下は最適化
が必要になり、作製するのには難易度が高い。また、バルク試料でのスピン波スイッチング実験
から、スピン波全体をカバーするにはダブル・マグノニック結晶を用いて帯域を広げないと行け
ないため、ナノ細線においても 2つ以上のマグノニック結晶が必要になる可能性が高い。そのた
め、10∼30 nmといった現在 CMOSなどで使用されている最先端レベルまでに到達してしまうた
め、現状では作製のためにかなりの時間を必要としてしまう。
また、高周波信号を直流信号に変換するために、チップ型のAC-DCコンバーターを使用しなけ
ればならない。全長 4 µmに対応できるAC-DCコンバーターは現状存在しない。これらの理由か
ら、自立型マグノニック結晶を用いたスピン波帰還構造の作製は構想のみとした。
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表 4.8: ナノメートルの帰還構造のマグノニック結晶の構成

線幅 [nm] 間隔 [nm] 周期 全長 [nm]
10 10 10 400
20 20 10 800
30 30 10 1200
50 50 10 2000

50 7 1400
100 100 10 4000

100 7 2800
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4.10 まとめ
本研究ではマイクロメートルの帰還構造を微細加工により作製し、励起位相を最適化させるこ
とで最大 3.4倍のスピン波増大を実現した。リング部のスピン波強度の空間分布の測定から、リ
ング型ループ回路を周回していることを確認し、励起位相によってランダムな位相ずれが増幅率
に起因していることを明らかにした。また、周波数解析によって帰還構造におけるスピン波は干
渉が複数回行われることで位相がロックされ、帰還構造の出力部でスピン波が狭帯域化した。狭
帯域化によって干渉の強め合いの効率が上昇し、増幅率が増大したことを明らかとした。
スピン波帰還構造の最適化のため、リング型ループ回路の全長を変えた試料を複数個作製した。、
マイクロリング光共振器の共振条件から、周波数・波数・ループ長から最適なスピン波帰還構造
を設計する指針を構築できた。
ナノメートルスケールのスピン波帰還構造を作製し、マイクロメートルサイズの帰還構造より
も増幅効率 4.0倍上昇した。周波数解析により、マイクロメートルサイズの帰還構造と比較して
狭帯域化されており、増幅率の低下とされていた幅方向のスピン波伝搬を抑えられ。スピン波の
1次元的な伝搬を実現した。
以上の結果から、スピン波帰還構造の増幅器としての有用性を示すことができた。磁気ダンピ
ングが低いYIGや Feを導波路として使用することで、さらなる高効率化が期待できる。
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第5章 結論

本研究では、人工磁気格子を用いてスピン波スイッチングと増幅を実現した。その結論として
以下の３つにまとめた。

1. 二つの異なる人工変調磁場を生み出すダブル・マグノニック結晶を作製して、スピン波信号
パケットに対し強度比で最大 75 %の減衰効果を実現し、ナノ秒でのスピン波スイッチング
を実現した。変調磁場による減衰率を解析するため、微小な外部磁場変化による減衰率依存
性を測定した結果、スピン波の空間的な位相ずれが発生していた。この結果から、変調磁場
によるスピン波の減衰率は、変調磁場とスピン波の相対位相に大きく起因していることを明
らかとした。

2. 微細化スピン波帰還構造によって、位相最適化により最大 3.4倍の増幅率を実現し、帰還構
造の増幅器としての有用性を示した。リング部のスピン波強度の空間分布の測定から、リン
グ型ループ回路を周回していることを確認し、励起位相によってランダムな位相ずれが増幅
率に起因していることを明らかにした。また、周波数解析によって帰還構造におけるスピン
波は干渉が複数回行われることで位相がロックされ、帰還構造の出力部でスピン波が狭帯域
化した。狭帯域化によって干渉の強め合いの効率が上昇し、増幅率が増大したことを明らか
とした。また、更なる増幅率の上昇のため、リング型ループ回路の全長を変えた試料を複数
個作製し、スピン波帰還構造の最適化を行った。その結果、共振条件の式をもとに周波数・
波数・ループ長から最適なスピン波帰還構造を設計する指針を構築することができた。

3. ナノメートルスケールのスピン波帰還構造を作製し、スピン波の増幅を確認した。その結
果、マイクロメートルサイズの帰還構造よりも 3.93倍伝搬効率が上昇し、微細化によって
スピン波の増幅効率が上昇することを明らかとした。

以上の研究により、スピン波の高速スイッチングと増幅機構を人工磁気構造によって実現し、ま
た曲線導波路の活用を見出したことで平面上での伝搬方向を自在に変更できることから、集積ス
ピン波素子の基盤的知見を開拓することができた。
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学会での議論により、光学分野において貴重な意見をいただくことができました。ここに感謝申
し上げます。
ドイツのThomas Meyer博士、Thomas Sebastian博士にはブリルアン散乱分光装置の技術および
実験手法について教えていただきました。心よりお礼申し上げます。
そして、関口研究室の秘書である金澤友紀さん・神谷由美さんには、研究費の手続きや研究室
の整備といった事務的なサポートに関して尽力してくださり、研究を滞りなく進めることができ
ました。深く感謝申し上げます。
同じ研究室の学生の皆さんには、毎週の研究相談会だけでなく、普段の実験からお互いに意見
を出し合って共に研究できたことはうれしく思います。特に博士学生である根津昇輝さんには、
日々の議論や実験を通して、貴重な意見をいただきました。同じ博士課程を進む仲間を得られた
ことは非常に嬉しいことでした。深く感謝申し上げます。
最後に、本研究をするために支えてくださった家族や友人をはじめ、すべての方々に感謝を申
し上げます。皆様の支援のおかげで、この研究を遂行することができました。ありがとうござい
ました。

2024年 3月岩場雅司

183


